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平成30年度鳥取市公営企業会計決算審査意見

第1　審査の対象

　	平成30年度　鳥 取 市 水 道 事 業 会 計 決 算
　	平成30年度　鳥取市工業用水道事業会計決算
　	平成30年度　鳥 取 市 病 院 事 業 会 計 決 算
　	平成30年度　鳥取市下水道等事業会計決算

第2　審査の期間

　1　実施期間
　　　　令和元年６月３日から同年７月４日まで

　2　聴取日
　　　　令和元年７月３日及び４日

第3　審査の方法及び結果

　1　審査の方法
　審査に当たっては、市長から提出された決算書及び附属書類が法令に準拠して作成されている
か、また、関係諸帳簿及び証書類が適正に処理されているか照合するとともに、関係職員からの
説明の聴取を行う等通常の審査手続きにより実施した。
　支出証拠書類については、例月出納検査において検査済であるので省略した。
　各事業の経営内容を把握するため、計数の分析を行うとともに、企業が地方公営企業法第３条
の規定の趣旨（経済性の発揮並びに公共福祉の増進）に沿って運営されているかについて留意した。

　2　審査の結果
　決算審査に付された決算書及び附属書類は関係法令に準拠して作成されており、その計数は諸
帳簿、証書と符合し正確であり、経営成績及び財政状態は適正に表示されていることを確認した。
　また、地方公営企業法の趣旨に沿った運営に配慮されていた。

第4　審査の概要及び意見

　１　水道事業
（1）審査概要
　本年度は、青谷地域の膜ろ過浄水施設（７月供用開始）、老朽化した水質検査室の新築移転
に係る建築工事など施設整備を行うとともに、既存施設については配水管等改良事業・地域水
道整備事業により引き続き整備を進めていた。
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　水道料金等の状況については、次のとおりである。
　営業収益のうち、水道料金（消費税等除く）は3,283,734千円で、前年度（2,915,135千円）に比べ、
368,599千円、12.6％増加している。
　次に、水道料金算定の基礎となる有収水量１㎥当たりの販売原価等を試算すると、販売原価
（事業費／有収水量）は179円５銭となり、前年度（177円88銭）より１円17銭増加している。また、
販売価格（給水収益／有収水量）は156円39銭となり、前年度（137円11銭）より19円28銭増加
している。
　結果として、販売収益（販売価格－販売原価）は22円66銭の損失となり、前年度（40円77銭）
より18円11銭損失が減少している。

　平成30年度の決算状況は、要約すると次のとおりである。
ア　業務状況
　年間配水量は2,290万7,498㎥で、前年度（2,358万1,255㎥）に比べ、67万3,757㎥、2.9％、有
収水量は2,099万6,953㎥で、前年度（2,126万1,475㎥）に比べ、26万4,522㎥、1.2％それぞれ減
少している。
　有収率は91.7％で、前年度（90.2％）に比べ、1.5ポイント上昇している。
　一日配水能力は10万1,111㎥／日で、前年度（10万2,709㎥）に比べ、1,598㎥、1.6％減少し
ている。
　また、一日平均配水量は６万2,760㎥／日で、前年度（６万4,606㎥／日）に比べ、1,846㎥、
2.9％減少し、施設の利用状況を総合的に判断する施設利用率（一日平均配水量／一日配水能
力×100）も62.1％と、前年度（62.9％）に比べ、0.8ポイント下降している。

イ　財政状況
　損益勘定では、総収益は4,752,152千円（前年度4,397,360千円）で、前年度に比べ354,792千円、
8.1％増加し、総費用は4,426,866千円（前年度4,473,628千円）で、前年度に比べ46,762千円、1.0％
減少している。この結果、325,286千円の当年度純利益を計上し、純利益は前年度（△76,268千円）
に比べ、401,554千円、526.5％増加している。
　また、経常収支比率（経常収益／経常費用×100）は107.3％と、前年度（98.4％）に比べ、8.9
ポイント上昇している。
　次に、資本的収支では、総収入は1,507,083千円（消費税等含む。前年度1,644,344千円）で、
前年度に比べ137,262千円、8.3％減少し、総支出は3,380,496千円（前年度3,402,553千円）で、
前年度に比べ22,057千円、0.6％減少している。この結果、収支差引1,873,413千円（前年度
1,758,209千円）の不足額を生じている。
　この不足額は、過年度分損益勘定留保資金1,738,170千円、当年度分消費税及び地方消費税
資本的収支調整額135,243千円で補填している。

（2）審査意見
　水道事業は、大正４年10月に給水開始して以来、発展する市勢とともに歩み続け、増大する
水需要に対応するため８回にわたる拡張事業を実施してきている。また、平成16年度の９市町
村の合併に伴い、拡大する市域に対応して給水区域も拡張し、平成29年度からは市内のほとん
どの簡易水道事業等を統合して、一つの上水道事業として経営を行っている。さらに、平成22
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年度にはクリプトスポリジウムの脅威に対処するため、膜ろ過施設の江山浄水場を完成させ、
平成30年度には、青谷地域で、同じく膜ろ過施設の城山浄水場を完成させて、より安全な水の
供給に努めている。
　近年は、行政区域内人口の減少などによる有収水量の減少傾向や、高度成長期に整備した施
設の老朽化に伴う更新や地震などの災害対策に多額の費用が必要となり、平成21年度以降は収
益的収支の赤字決算が続いていた。このため、平成23年の改定以来維持していた水道料金を見
直し、平成30年４月計量の使用水量から平均18.4％引き上げる料金改定を行った結果、当年度
は有収水量は減少したものの、収益的収支は純利益の計上に転換している。
　今後も、有収水量の減少傾向は続くことが予想されるが、平成27年度に改訂した「水道事業
長期経営構想」に基づき健全経営に取り組み、安全な水道水の安定供給に努められたい。

　
　２　工業用水道事業
（1）審査概要
　工業用水道事業は、地域経済の健全な発展に寄与することを目的に昭和49年10月1日、青谷
町工業用水道事業として給水開始し、青谷町駅南工業団地内の企業に対して工業用水を供給し
ているが、平成25年度に給水先企業が１社のみとなり、契約水量は以前に比べ大きく減少して
いる状況である。

ア　業務状況
　本年度末において、契約給水量は200㎥ /日、一日配水能力5,800㎥ /日に対する契約率は3.4％
で、前年度と同等である。
　配水量は44,938㎥で、前年度（65,531㎥）に比べ20,593㎥、31.4％減少している。
　給水量は45,096㎥で、前年度（67,493㎥）に比べ22,397㎥、33.2％減少している。
　有収率は100.4％で、前年度（103.0％）を2.6ポイント下降している。
　また、一日平均配水量は123㎥ /日で、前年度（180㎥ /日）に比べ57㎥、31.7％減少しており、
施設の利用状況を総合的に判断する施設利用率（一日平均配水量／一日配水能力×100）も2.1％
と、前年度（3.1％）に比べ1.0ポイント下降している。

イ　財政状況
　損益勘定では、総収益は1,836千円（前年度2,124千円）で、前年度に比べ288千円、13.6％減
少し、総費用は4,503千円（前年度5,396千円）で、前年度に比べ893千円、16.5％減少している。
この結果、2,667千円の当年度純損失を計上し、純損失は前年度（3,272千円）に比べ、605千円、
18.5％減少している。
　経常収支比率（経常収益／経常費用×100）は40.8％と、前年度（39.4％）に比べ、1.4ポイ
ント上昇している。
　資本的収支は、当年度の収入、支出ともなかった。

（2）審査意見
　工業用水道事業は、青谷駅南工業団地内の１社のみに給水しており、契約水量の減少を考慮
して水道事業の余剰水を水源として活用するなど経費の節約に努めているが、５年連続の赤字
決算となっている。
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　今後も給水量の大幅な増加は期待できないため、厳しい経営が続くことが予想されるが、必
要最小限の経費で効率的な事業運営を行いながら、中長期的な視点で本事業の運営方針を定め
られたい。

　３　病院事業
（1）審査概要
　病院事業は、「新鳥取市立病院改革プラン（平成29年度～令和２年度）」に基づき平成27年か
ら続く赤字経営を解消するため経営改善に取り組んでいた。しかしながら、平成30年度は、複
数の診療科で患者数が減少、また職員増による給与費増加などにより極めて厳しい決算状況と
なっており、入院収益・外来収益とも減少し、４年連続して経常収支は赤字となっていた。
　なお、組織体制については、救急患者の受入体制を強化するため救急科を設置、入院時から
退院を見据えた総合支援体制を確立するため、地域医療総合支援センターに入退院支援室を設
置していた。
　医療機器等の更新・導入については、継続実施されていた。
　平成30年度の決算状況は、要約すると次のとおりである。

ア　業務状況
　延入院患者数は92,939人で前年度（93,691人）に比べ752人、0.8％減少している。
　一日平均入院患者数は254.6人で前年度（256.7人）に比べ2.1人、0.8％減少している。
　延外来患者数は103,000人で前年度（110,540人）に比べ7,540人、6.8％減少している。
　外来・入院患者比率は110.8％で前年度（118.0％）に比べ7.2ポイント下降している。

イ　財政状況
　まず、損益勘定では、総収益は7,411,574千円で、前年度（7,580,277千円）に比べ、168,703
千円、2.2％減少、総費用は8,106,796千円で、前年度（8,187,252千円）に比べ、80,456千円、
1.0％減少している。この結果、当年度純損失は695,222千円で、前年度（606,975千円）に比べ、
88,247千円、14.5％増加している。
　次に、資本的収支では、総収入は1,457,561千円で、前年度（786,993千円）に比べ、670,568	
千円、85.2％増加し、総支出も1,832,542千円で、前年度（1,171,663千円）に比べ、660,879千円、
56.4％増加している。この結果、収支差引374,981千円（前年度384,670千円）の不足を生じている。
この不足額については、過年度分損益勘定留保資金等で補てんしている。
　また、経営活動の成否が判断される医業収支比率（医業収益／医業費用×100）は、87.3％
と前年度（88.4％）に比べ1.1ポイント下降している。また、経常収支比率も、91.2％と、前年
度（92.2％）に比べ1.0ポイント下降しており、依然100%を下回っている。

（2）審査意見
　県東部医療圏の総合病院は、県立中央病院は、高度急性期医療の提供、鳥取赤十字病院は、
救急医療の充実や高度な専門外来の設置、鳥取生協病院は、回復期医療の充実を図るなど、各
病院が明確に方向性を打ち出している。一方、市立病院は、地域包括ケア病棟の設置により、
急性期から回復期、さらに在宅期へと切れ目のない医療提供を推進することにしているが、こ
の病棟の病床稼働率が伸び悩んでいる。介護関係者や開業医、他の急性期病院との連携を強化
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するなど、この病床稼働率の向上のための対策強化が望まれる。
　なお、平成30年４月から複数の診療科専門医の資格を持った救急医１名を確保し、「救急科」
を新設して救急受入体制を強化しており、救急患者の受入実績は、前年度よりも16％増加して
いる。また、市立病院は、中核市となった市が、広域的な災害が発生した場合に備え、岡山大
学に設立した寄付講座「災害医療マネジメント講座」の研究機関に位置付けられている。岡山
大学病院との連携をさらに深め、非常時の救急医療体制を確立されたい。
　当年度の決算状況は、入院患者、外来患者とも前年度よりも減少しており、収益的収支は４
年連続の赤字決算となっている。自治体病院としての役割を果たすとともに、受入れ患者の増
加に努め、健全経営に向けて尽力されたい。

　４　下水道等事業
（1）審査概要
　下水道等事業は、「鳥取市下水道等事業経営戦略」（平成29年度～令和８年度）に基づき下水
道整備に取り組んでいる。平成30年度は、未普及地区での公共下水道の普及促進を進め、処理
区域内の人口普及率が94.9％（前年度94.6％）となっている。このほか、川端、湖山町地内等
の浸水対策、吉方町地内の地震対策、中町、西町地内等の長寿命化対策等を実施した。

　平成30年度の決算状況は、要約すると次のとおりである。
ア　業務状況
　総処理水量は25,260,201㎥で、前年度（25,535,111㎥）に比べ274,910㎥（1.1％）減少している。
総処理水量のうち、汚水処理水量は22,478,583㎥で、前年度（22,780,211㎥）に比べ301,628㎥
（1.3％）減少している。
　有収水量は19,687,008㎥で、前年度（19,795,138㎥）に比べ108,130㎥（0.5％）減少している。
汚水処理水量に対する有収水量の比率である有収率は87.6％で、前年度（86.9％）に比べ、0.7
ポイント上昇している。

イ　財政状況
　損益勘定では、総収益は9,717,152千円で、前年度（9,751,183千円）に比べ34,031千円、0.3％
減少し、総費用は8,746,814千円で、前年度（8,903,622千円）に比べ156,808千円、1.8％減少し
ている。この結果、当年度は970,338千円（前年度847,561千円）の純利益を計上している。
　次に、資本的収支では、繰越工事資金149,735千円を除く総収入（消費税等含む）は3,541,467
千円（前年度3,236,782千円）、総支出（消費税等含む）は6,878,319千円（前年度6,364,792千円）で、
この結果、収支差引3,336,852千円（前年度3,128,010千円）の不足額を生じている。この不足
額は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額75,886千円、繰越工事資金259,222千円、
過年度分損益勘定留保資金1,833,301千円、当年度分損益勘定留保資金1,168,443千円で補てん
している。

（2）審査意見
　下水道は、市民の快適な生活環境の実現と公共用水域の水質保全及び雨水排除等のために欠
くことのできない都市基盤施設であり、まちの発展と市民生活、社会経済活動を支える重要な
役割が求めらている。このため、平成29年度から令和８年度までの10年間を計画期間とする「鳥
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取市下水道等事業経営戦略」を策定して、計画的施設管理と経営基盤の強化等に取り組むこと
としている。
　一方、財政面では、水洗化人口の減少や、利用者の節水意識の高まりなどにより有収水量は
減少傾向が続いており、経営状況は厳しいものとなっている。
　当年度の決算状況は、収益的収支では、有収水量の減少にもかかわらず、経営努力の結果、
純利益を計上している。
　引き続き水洗化率や徴収率の向上、維持管理費増加の抑制、投資の合理化に努め、財政の健
全化推進に努められたい。
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ᶗ　ਫ　ಓ　ࣄ　業

１　業実（別表１　業務実績表ࢀ照）

業務実績のओなものは、次のとおりである。

区　　　　分 30年度 29年度 増　減 増減率（％） 備　　　　考

行政区域内人口（人） 187,288 188,739 △	1,451 △	0.8 年度末現在

計 画 給 水 人 口（人） 188,000 188,000 0 0

現 在 給 水 人 口（人） 185,264 186,650 △	1,386 △	0.7

普 及 率（％） 98.9 98.9 0. 0 － 現在給水人口×100行政区域内人口

給 水 ށ 数（ށ） 67,618 67,576 42 0.1 年度末現在

年 間 総 配 水 量（㎥） 22,907,498 23,581, 255 △	673,757 △	2.9

有 収 水 量（㎥） 20,996,953 21,261, 475 △	264,522 △	1.2 年間売上水量

有 収 率（％） 91.7 90.2 1. 5 － 有 収 水 量×100年間総配水量

一 日 配 水 能 力（㎥） 101,110.7 102,709. 0 △	1,598. 3 △	1.6

一日平均配水量（㎥） 62,760 64,606 △	1,846 △	2.9

一日最大配水量（㎥） 71,801 76,890 △	5,089 △	6.6

施 設 利 用 率（％） 62.1 62.9 △	0.8 － 一日平均配水量×100一日配水能力

配 水 管 延 長（̼） 1,749,929 1,741, 253 8,676 0.5 導ૹ配水管総延長

　　給水人口は、185,264人で前年度（186,650人）に比べ、1,386人、0.7％減少している。
　　給水ށ数は、67,618ށで前年度（67,576ށ）に比べ、420.1、ށ％増加している。
　　年間総配水量は、22,907,498㎥で前年度（23,581,255㎥）に比べ、673,757㎥、2.9％減少している。
　　有収水量は、20,996,953㎥で前年度（21,261,475㎥）に比べ、264,522㎥、1.2％減少している。
　　有収率は、91.7％で前年度（90.2％）に比べ、1.5ポイント上昇している。
　　一日平均配水量は、62,760㎥で前年度（64,606㎥ 
に比べ、1,846㎥、2.9％減少している。
　　施設利用率は、62.1％で前年度（62.9％）に比べ、0.8ポイント下降している。
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2　༧ࢉのࣥߦঢ়گ

（1）収益的収入及び支出
ア　第１　水道事業収益

（単位ɿ千円・％）

項 目 予算額 決算額 予 算 対 比 29年度
決算額

前年度対比 備　考増減額 収入率 増減額 増減率

営　業
収　益

給水収益 3,531,338 3,546, 244 14,906 100.4 3, 148, 170 398,074 12.6
Ծ受消費
税及び地
方消費税
274 , 697
千円含む

受ୗ工事
収 益 1,273 1,685 412 132.4 1, 536 149 9.7

そ の 他
営業収益 161,925 188,904 26,979 116.7 194,052 △	5,148 △	2.7

小　計 3,694,536 3,736, 833 42,297 101.1 3, 343, 758 393,075 11.8

営業外
収　益

受 取 利 ଉ
及び配当金 111 248 137 223.4 61 186 306.6

Ծ受消費
税及び地
方消費税
541千円
含む

他 会 計
補 ॿ 金 621,145 619,620 △	1,525 99.8 614,929 4,691 0.8

長期前受
金  入 668,193 660,370 △	7,823 98.8 680,477 △	20,107 △	3.0

ࡶ 収 益 1,744 10,051 8,307 576.3 4, 359 5,692 130.6

小　計 1,291,193 1,290, 288 △	905 99.9 1, 299, 827 △	9,538 △	0.7

ಛ　別
利　益

࢈定資ݻ
売 ٫ 益 10 0 △	10 0 0 0 －

過年度損益
म 正 益 10 0 △	10 0 0 0 －

そ の 他
ಛ別利益 0 268 268 － 0 268 օ増

小　計 20 268 248 1,340. 0 0 268 օ増

計 4,985,749 5,027, 390 41,641 100.8 4, 643, 585 383,805 8.3

❞　決算額は、5,027,390千円であり、前年度（4,643,585千円）に比べ、383,805千円、8.3％増
加している。
❟　項の増減のओなものは、次のとおりである。
　　営業収益（393,075千円増）は、その他営業収益5,148千円が減少したものの、給水収益
398,074千円等が増加したためである。
　　営業外収益（9,538千円減）は、ࡶ収益5,692千円等が増加したものの、長期前受金入
20,107千円が減少したためである。
　　ಛ別利益（օ増）は、その他ಛ別利益がօ増したためである。
❠　収入額のओなものは、次のとおりである。（別表２　収益的収入節別決算比較表ࢀ照）
　　営業収益（3,736,833千円）は、水道料金3,546,244千円、下水道使用料事務受ୗ料80,403千円、
納付金66,715千円、配水管移設等ෛ୲金15,204千円等である。
　　営業外収益（1,290,288千円）は、長期前受金入660,370千円、他会計補ॿ金619,620千円
等である。
　　ಛ別利益（268千円）は、その他ಛ別利益268千円である。
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イ　第１　水道事業費用
（単位ɿ千円・％）

項 目 予算額 決算額 繰越額
予 算 対 比 29年度

決算額
前年度対比

備　考
不用額 執行率 増減額 増減率

営　業
費　用

原水及び
浄 水 費 826,220 784,576 0 41,645 95.0 723,748 60,828 8.4

Ծ消費
税及び地
方消費税
67, 967千
円含む

配 水 費 262,904 237,771 0 25,133 90.4 238,456 △	685 △	0.3

給 水 費 193,057 173,603 0 19,455 89.9 191,095 △	17,492 △	9.2
受 ୗ
工 事 費 7,162 6,876 0 286 96.0 6, 729 147 2.2

業 務 費 228,397 222,340 0 6,057 97.3 223,821 △	1,481 △	0.7

総 係 費 288,039 275,390 0 12,650 95.6 306,635 △	31,245 △	10.2
減 価
ঈ ٫ 費 2,298,984 2,270, 387 0 28,597 98.8 2, 308, 185 △	37,797 △	1.6
資 ࢈
減  費 107,100 ˎ129,915 0 △	22,815 121.3 120,752 9,164 7.6
そ の 他
営業費用 10 0 0 10 0 0 0 －

小　計 4,211,874 4,100, 858 0 111,016 97.4 4, 119, 420 △	18,562 △	0.5

営業外
費　用

支利ଉ及び
企業࠴取ѻ諸費 395,140 390,711 0 4,429 98.9 413,958 △	23,247 △	5.6
消費税及び
地方消費税 73,820 73,820 0 0 100 22,402 51,418 229.5

ࡶ 支 出 1,008 1,007 0 1 99.9 0 1, 007 օ増

小　計 469,968 465,538 0 4,430 99.1 436,360 29,178 6.7

ಛ別
損失

࢈定資ݻ
売 ٫ 益 10 0 0 10 0 0 0 －

Ծ消費
税及び地
方消費税
８千円含
む

過年度損益
म 正 損 67 ˎ	111 0 △	44 165.7 4, 559 △	4,449 △	97.6
そ の 他
ಛ別損失 10 0 0 10 0 0 0 －

小　計 87 111 0 △	24 127.6 4, 559 △	4,449 △	97.6

予備費 予 備 費 1,943 0 0 1,943 0 0 0 －

計 4,683,872 4,566, 507 0 117,365 97.5 4, 560, 340 6,167 0.1

ˎ地方公営企業法施行令第18条第５項の規定を適用し、予算額を過した支出となっている。

❞　決算額は、4,566,507千円であり、前年度（4,560,340千円）に比べ、6,167千円、0.1％増加
している。
❟　項の増減のओなものは、次のとおりである。
　　営業費用（18,562千円減）は、原水及び浄水費60,828千円等が増加したものの、減価ঈ٫
費37,797千円、総係費31,245千円等が減少したためである。
　　営業外費用（29,178千円増）は、支利ଉ及び企業࠴取ѻ諸費23,247千円が減少したものの、
消費税及び地方消費税51,418千円等が増加したためである。
　　ಛ別損失（4,449千円減）は、過年度損益म正損4,449千円が減少したためである。
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❠　支出額のओなものは、次のとおりである。
　　営業費用（4,100,858千円）は、減価ঈ٫費2,270,387千円、原水及び浄水費784,576千円、
総係費275,390千円、配水費237,771千円等である。
　　営業外費用（465,538千円）は、支利ଉ及び企業࠴取ѻ諸費390,711千円、消費税及び地
方消費税73,820千円等である。
　　ಛ別損失（111千円）は、過年度損益म正損111千円である。

（2）　資本的収入及び支出
ア　第１　資本的収入

（単位ɿ千円・％）

項 目 予算額 決算額
予 算 対 比 29年度

決算額
前年度対比

備　考
増減額 収入率 増減額 増減率

企 業 ࠴ 企 業 ࠴ 1,005,400 972,300 △	33,100 96.7 745,500 226,800 30.4

予算額には
前年度繰越
額に係る財
源 充 当 額
49,000 千円
を含む。

ࠃ ݿ
補 ॿ 金

ࠃ ݿ
補 ॿ 金 12,129 12,129 0 100 170,949 △	158,820 △	92.9

他 会 計
補 ॿ 金

他 会 計
補 ॿ 金 47,813 47,811 △	2 100.0 46, 856 955 2.0

出 資 金 他 会 計
出 資 金 280,438 280,438 0 100 438,048 △	157,610 △	36.0

工 事
ෛ ୲ 金

工 事
ෛ ୲ 金 258,777 194,405 △	64,372 75.1 242,992 △	48,587 △	20.0

予算額には
前年度繰越
額23, 359千
円及びཌ年
度 繰 越 額
49,775 千 円
を含む。
決算額には
Ծ受消費税
及び地方消
費税5,951千
円含む。

࢈定資ݻ
売٫金

࢈定資ݻ
売٫金 10 0 △	10 0 0 0 －

そ の 他
資本的収入

そ の 他
資本的収入 10 0 △	10 0 0 0 －

計 1,604,577 1,507, 083 △	97,494 93.9 1, 644, 344 △	137,262 △	8.3

❞　決算額は、1,507,083千円であり、前年度（1,644,344千円）に比べ、137,262千円、8.3％減
少している。
❟　決算額137,262千円減は、企業226,800࠴千円等が増加したものの、ݿࠃ補ॿ金158,820千円、
出資金157,610千円等が減少したためである。
❠　収入額のओなものは、次のとおりである。（別表３　資本的収入節別決算比較表ࢀ照）
　　上水道事業972,300࠴千円、他会計出資金280,438千円、配水工事ෛ୲金194,405千円等である。
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イ　第１　資本的支出
（単位ɿ千円・％）

項 目 予算額 決算額 ཌ年度
繰越額

予 算 対 比 29年度
決算額

前年度対比
備　考

不用額 執行率 増減額 増減率

建　設
改良費

浄水施設
整 備 費 76,760 76,474 0 286 99.6 569,813△	493,339 △	86.6

Ծ消費
税及び地
方消費税
152,759千
円含む

配水施設
整 備 費 233,871 227,921 5,508 442 97.5 98, 894 129,027 130.5

地域水道
整 備 費 740,897 726,531 0 14,367 98.1 658,611 67,920 10.3

配 水
工 事 費 1,053,901 866,111 153,992 33,798 82.2 828,274 37,837 4.6

営 業
設 備 費 107,783 106,515 0 1,268 98.8 43, 794 62,720 143.2

機 ց 及 び
置改良費 233,922 201,164 24,095 8,663 86.0 77, 665 123,499 159.0

小　計 2,447,134 2,204, 716 183,595 58,823 90.1 2, 277, 052 △	72,336 △	3.2

企 業 ࠴
ঈ ؐ 金

企 業 ࠴
ঈ ؐ 金 1,175,782 1,175, 780 0 2 100.0 1, 125, 501 50,279 4.5

計 3,622,916 3,380, 496 183,595 58,825 93.3 3, 402, 553 △	22,057 △	0.6

❞　決算額は、3,380,496千円であり、前年度（3,402,553千円）に比べ、22,057千円、0.6％減
少している。
❟　項の増減のओなものは、次のとおりである。
　　建設改良費（72,336千円減）は、配水施設整備費129,027千円、機ց及び置改良費
123,499千円等が増加したものの、浄水施設整備費493,339千円が減少したためである。
　　企業࠴ঈؐ金は、50,279千円増加している。
❠　支出額のओなものは、次のとおりである。
　　建設改良費（2,204,716千円）は、配水工事費866,111千円、地域水道整備費726,531千円、
配水施設整備費227,921千円等である。
❡　資本的収入額（1,507,083千円）が資本的支出額（3,380,496千円）に不足する額1,873,413
千円は、過年度分損益勘定留保資金1,738,170千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的
収支調整額135,243千円で補填している。
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（3）工事の実施状況
　建設工事執行額、実施状況は次表のとおりである。

　（単位ɿ݅・千円）

建設工事の内容 ݅数 金　額 備　　　　　考

浄水施設整備事業 4 67,560 城山浄水場膜ろ過設備工事等

配水施設整備事業 10 196,547 լ࿐ポンプ場場内配管設工事等

地域水道整備事業 25 591,622 ழࢠ地域配水管ෑ設工事等

配水管等改良事業
及 び Ծ 設 工 事 等 61 709,539 震災対策整備事業等

諸 施 設 整 備 工 事 20 240,888 末߃配水改म工事等

計 120 1,806,157

（）Ծ消費税及び地方消費税含む。

（4）企業࠴借入の状況
　予算で定めた借入限度額1,005,400千円（うち前年度繰越額に係る財源充当額4,900千円）に
対し、972,300千円（借入利率0.5%、前年度745,500千円）であり、当年度末未ঈؐ現在高は、
21,244,445千円（前年度21,447,925千円）である。

（5）一時借入金の状況
　予算で定めた借入限度額500,000千円に対し、借入れはなかった。

（6）ٞ会のٞ決を経なけれྲྀ用できない経費の状況
（単位ɿ千円）

区　　　　　分 ٞ　決　額 執　行　額
職 員 給 与 費 891,001 882,155

（考ࢀ）
損益勘定 755,940 747,631

資本勘定 135,061 134,524

費　　ࡍ　　ަ 50 12

　　当֘科目と他の科目のྲྀ用はなかった。

（7）たなԷ資ߪ࢈入限度額の状況
　予算で定めたߪ入限度額6,000千円に対するߪ入額は2,867千円であった。

Ӧܦ　３

（1）損益収支の状況（別表４　比較損益計算書、別表５　比較貸借対照表ࢀ照）
　　営業損益は、営業収益3,462,136千円に対し、営業費用4,032,891千円で、営業損失570,755千円（前
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年度955,750千円）が生じているが、営業外損益については、営業外収益1,289,748千円に対して、
営業外費用393,872千円で、営業外利益895,876千円（前年度883,981千円）が生じている。
　　その結果、325,121千円の経常利益（前年度△71,769千円）が生じている。
　　純損益は、総収益4,752,152千円に対し、総費用4,426,866千円で、325,286千円の純利益（前年
度△76,268千円）が生じている。これらを前年度と比較すると、総収益は354,792千円（8.1％）
増加し、総費用は46,762千円（1.0％）減少している。
　　また、当年度純利益に前年度繰越利益剰余金3,343,510千円を加え、当年度未処分利益剰余金
は3,668,796千円となっている。

（2）収入及び支出の状況
　ア　規別給水状況
　給水量の水道料金単価区分別給水状況は、次表のとおりである。

給水量の推移
（単位ɿ㎥）

区　　分
30年度 29年度 28年度

給水量 指　数 給水量 指　数 給水量 指　数

統 合 前
上 水 道
給水区域

0～10㎥ 7,415,332 100.5 7, 395, 696 100.3 7, 375, 911 100

11～20㎥ 4,111,937 98.2 4, 162, 361 99.4 4, 189, 113 100

21～40㎥ 2,451,247 94.6 2, 525, 709 97.5 2, 590, 836 100

41～200㎥ 1,659,840 96.8 1, 708, 544 99.6 1, 714, 935 100

201㎥以上 2,533,703 96.9 2, 600, 240 99.4 2, 616, 082 100

小計 18,172,059 98.3 18, 392, 550 99.5 18, 486, 877 100

統 合 前
簡易水道
給水区域

0～30㎥ 2,064,967 100.5 2, 055, 218 100

31～50㎥ 231,122 89.5 258,195 100

51㎥以上 528,805 95.2 555,512 100

小計 2,824,894 98.5 2, 868, 925 100

合　　計 20,996,953 98.8 21, 261, 475 100

（）	指数ɿ	統合前の上水道給水区域は平成28年度を、統合前の簡易水道給水区域及び合計は平
成29年度を100とし、それぞれ各年度の数値をඦ分比で表したものである。
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　イ　水道料金調定状況
　本年度は、統合前の上水道給水区域について、４月使用分から改定後の料金（平均改定率
18.4％）を適用して徴収している。
　統合前の上水道給水区域における水道料金は、前年度に比べ、基本料金は340,855千円、
50.5％増加、ै 量料金は28,596千円、1.5％増加しており、基本料金・ै 量料金合計は369,451千円、
14.4％増加している。
　統合前の簡易水道給水区域における水道料金は、前年度に比べ、基本料金は1,526千円、1.2％
増加、ै量料金は2,378千円、1.1％減少しており、基本料金・ै量料金合計は852千円、0.2％
減少している。

（単位ɿ݅・㎥・千円・％）

統	

合	

前	

の	

上	

水	
道	
給	
水	

区	

域

区　　分 30年度 29年度 比　　較　　増　　減
メーター口ܘ ݅　数 金　額 ݅　数 金　額 ݅　数 率 金　額 率

基
　
本
　
料
　
金

13ᶱ 523,356 388,892 520,505 239,432 2,851 0.5 149,459 62.4

20ʏ 124,226 220,211 123,863 154,829 363 0.3 65, 382 42.2

25ʏ 20,581 59,287 20,645 43,767 △	64 △	0.3 15,519 35.5

40ʏ 9,003 77,584 8,857 57,571 146 1.6 20, 014 34.8

50ʏ 2,961 45,219 3,001 33,611 △	40 △	1.3 11,608 34.5

75ʏ 769 31,140 773 23,499 △	4 △	0.5 7, 641 32.5

100ʏ 178 14,520 180 11,160 △	2 △	1.1 3, 360 30.1

150ʏ 44 10,000 36 6,120 8 22.2 3, 880 63.4

200ʏ 12 4,600 12 4,200 0 0 400 9.5

ू合ॅ宅 222,659 164,806 220,032 101,215 2,627 1.2 63, 591 62.8

計 903,789 1,016, 259 897,904 675,404 5,885 0.7 340,855 50.5

区　　分 30年度 29年度 比　　較　　増　　減
使用水量 給水量 金　額 給水量 金　額 給水量 率 金　額 率

従
　
量
　
料
　
金

0	～10㎥ 7,415,332 374,248 7,395, 696 340,202 19,636 0.3 34, 046 10.0

11～20㎥ 4,111,937 423,533 4,162, 361 416,236 △	50,424 △	1.2 7, 297 1.8

21～40㎥ 2,451,247 337,759 2,525, 709 338,445 △	74,462 △	2.9 △	686 △	0.2

41～200㎥ 1,659,840 273,383 1,708, 544 275,076 △	48,704 △	2.9 △	1,693 △	0.6

201㎥以上 2,533,703 510,583 2,600, 240 520,048 △	66,537 △	2.6 △	9,465 △	1.8

調　　整 － △	2,609 － △	1,705 － － △	903 △	53.0

計 18,172,059 1,916, 898 18,392, 550 1,888, 301 △	220,491 △	1.2 28, 596 1.5

基本・ै量合計 － 2,933,157 － 2,563,706 － － 369,451 14.4
消費税及び
地方消費税 － 234,493 － 204,950 － － 29,543 14.4

合　　計 － 3,167,650 － 2,768,655 － － 398,994 14.4
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（単位ɿ݅・㎥・千円・％）

統	

合	

前	

の	

簡
易	

水	

道	

給	

水	

区	

域

区　　分 30年度 29年度 比　　較　　増　　減
メーター口ܘ ݅　数 金　額 ݅　数 金　額 ݅　数 率 金　額 率

基
　
本
　
料
　
金

13ᶱ 111,891 106,296 111,057 105,341 834 0.8 956 0.9

20ʏ 14,606 13,876 14,420 13,714 186 1.3 162 1.2

25ʏ 2,125 3,145 2,105 3,127 20 1.0 18 0.6

40ʏ 1,282 4,872 1,301 4,938 △	19 △	1.5 △	66 △	1.3

50ʏ 257 1,529 252 1,485 5 2.0 44 3.0

75ʏ 84 1,125 76 1,018 8 10.5 107 10.5

ू合ॅ宅 356 338 35 33 321 917.1 305 924.2

計 130,601 131,181 129,246 129,655 1,355 1.0 1, 526 1.2

区　　分 30年度 29年度 比　　較　　増　　減
使用水量 給水量 金　額 給水量 金　額 給水量 率 金　額 率

従
　
量
　
料
　
金

0	～30㎥ 2,064,967 148,678 2,059, 333 147,292 5,634 0.3 1, 386 0.9

31～50㎥ 231,122 19,183 258,195 20,603 △	27,073 △	10.5 △	1,420 △	6.9

51㎥以上 528,805 52,352 555,512 54,990 △	26,707 △	4.8 △	2,638 △	4.8

調　　整 － △	816 △	4,115 △	1,110 － － 294 26.5

計 2,824,894 219,397 2,868, 925 221,775 △	44,031 △	1.5 △	2,378 △	1.1

基本・ै量合計 － 350,577 － 351,430 － － △	852 △	0.2
消費税及び
地方消費税 － 28,017 － 28,085 － － △	68 △	0.2

合　　計 － 378,594 － 379,515 － － △	921 △	0.2

総 合 計
給水量 金　額 給水量 金　額 給水量 率 金　額 率
20,996,953 3,546, 244 21,261, 475 3,148, 170 △	264,522 △	1.2 398,074 12.6

˞݅数及び金額には、当֘年度末にغ์ݖ࠴したものを含まない。
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　ウ　水道料金の収入状況
　徴収率全体は、前年度に比べ、現年度分が0.1ポイント下降、過年度分が16.2ポイント上昇
しており、合計では0.4ポイント上昇している。
　なお、不納欠損による損失に充てるため、貸引当金2,751千円を取り่した

（単位ɿ千円・݅・％・ポイント）

区　　分 30年度 29年度 比較増減
݅　数 金　額 ݅　数 金　額 ݅　数 金　額

統
合
前
の
上
水
道
給
水
区
域

現
年
度
分

調 定 額 351,392 3,167, 650 349,631 2,768, 655 1,761 398,994
収 入 済 額 343,403 3,111, 011 342,426 2,723, 060 977 387,951
収 入 未 済 額 7,989 56,639 7,205 45,596 784 11,043
徴 収 率 － 98.2 － 98.4 － △	0.2

過
年
度
分

調 定 額 9,217 59,884 7,784 52,427 1,433 7,457
収 入 済 額 6,892 43,143 5,113 34,569 1,779 8,574
不納欠損処分額 461 2,624 659 3,569 △	198 △	945
収 入 未 済 額 1,864 14,117 2,012 14,289 △	148 △	171
徴 収 率 － 72.0 － 65.9 － 6.1

合
　
　
計

調 定 額 360,609 3,227, 534 357,415 2,821, 083 3,194 406,451
収 入 済 額 350,295 3,154, 154 347,539 2,757, 629 2,756 396,525
不納欠損処分額 461 2,624 659 3,569 △	198 △	945
収 入 未 済 額 9,853 70,756 9,217 59,884 636 10,872
徴 収 率 － 97.7 － 97.8 － △	0.1

統
合
前
の
簡
易
水
道
給
水
区
域

現
年
度
分

調 定 額 65,294 378,594 64,938 379,515 356 △1
収 入 済 額 64,041 370,191 63,700 371,237 341 △1
収 入 未 済 額 1,253 8,403 1,238 8,278 15 0
徴 収 率 － 97.8 － 97.8 － 0.0

過
年
度
分

調 定 額 2,255 16,479 3,129 25,861 △	874 △9
収 入 済 額 1,482 11,144 1,350 8,436 132 3
不納欠損処分額 84 269 762 9,223 △	678 △9
収 入 未 済 額 689 5,067 1,017 8,201 △	328 △3
徴 収 率 － 67.6 － 32.6 － 35.0

合
　
　
計

調 定 額 67,549 395,074 68,067 405,375 △	518 △10
収 入 済 額 65,523 381,335 65,050 379,673 473 2
不納欠損処分額 84 269 762 9,223 △	678 △9
収 入 未 済 額 1,942 13,470 2,255 16,479 △	313 △3
徴 収 率 － 96.5 － 93.7 － 2.8

総
　
　
合
　
　
計

現
年
度
分

調 定 額 416,686 3,546, 244 414,569 3,148, 170 2,117 398,074
収 入 済 額 407,444 3,481, 202 406,126 3,094, 297 1,318 386,905
収 入 未 済 額 9,242 65,042 8,443 53,874 799 11,168
徴 収 率 － 98.2 － 98.3 － △	0.1

過
年
度
分

調 定 額 11,472 76,364 10,913 78,288 559 △	1,924
収 入 済 額 8,374 54,287 6,463 43,006 1,911 11,281
不納欠損処分額 545 2,893 1,421 12,792 △	876 △	9,899
収 入 未 済 額 2,553 19,184 3,029 22,490 △	476 △	3,306
徴 収 率 － 71.1 － 54.9 － 16.2

合
　
　
計

調 定 額 428,158 3,622, 608 425,482 3,226, 458 2,676 396,150
収 入 済 額 415,818 3,535, 489 412,589 3,137, 302 3,229 398,187
不納欠損処分額 545 2,893 1,421 12,792 △	876 △	9,899
収 入 未 済 額 11,795 84,226 11,472 76,364 323 7,862
徴 収 率 － 97.6 － 97.2 － 0.4

（）１　Ծ受消費税及び地方消費税含む。
	　　２　݅数及び金額には、当֘年度末にغ์ݖ࠴したものを含まない。
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Τ　職員数と業務能率
　最近５か年間の職員数と職員一人当たりの業務量の推移は、次表のとおりである。

（単位ɿ人・㎥・千円）

区　　　分 30年度 29年度 28年度 27年度 26年度
職　員　数 104 103 92 87 85

職員一人
当 た り

給水人口 1,781 （2,960）
1,812

（2,986）
1,737

（2,982）
1,841

（2,942）
1,886

給 水 量 201,894 （315,252）
206,422

（317,200）
200,944

（317,207）
210,872

（313,060）
216,085

営業収益 33,275 （55,284）
30,061	

（55,406）
30,023

（54,906）
31,217

（54,067）
32,140

（）１	（　）内数値は、地方公営企業年ؑの地方公営企業法適用規別（給水人口15万人以上
30万人未満）の平均値（以下「同規平均」という。）である。

　　 ２　営業収益は、受ୗ工事収益を除いた額である。

Φ　性質別支出の状況
　費用を性質別に分類すると、次表のとおりである。

性質別費用の推移
（単位ɿ千円・％）

区　分
30　年　度 29　年　度 28　年　度

金　　額 構成比 対前年度
増 減 率 金　　額 構成比 対前年度

増 減 率 金　　額 構成比 対前年度
増 減 率

職 員 給 与 費 756,600 20.1 △	1.0 764,065 20.1 17. 4 650,858 22.7 4. 1

委 ୗ 料 381,457 10.1 △	2.5 391,206 10.3 74. 9 223,723 7.8 1. 9

म સ 費 58,097 1.5 △	5.4 61, 419 1.6 14. 8 53, 504 1.9 14. 1

工 事  ෛ 費 42,641 1.1 20. 9 35, 266 0.9 △	5.2 37, 200 1.3 81. 2

動 力 費 255,485 6.8 6. 3 240,333 6.3 36. 0 176,771 6.2 △	8.3

ༀ  費 18,221 0.5 4. 9 17, 370 0.5 64. 1 10, 583 0.4 △	1.3

減 価 ঈ ٫ 費 1,610,018 42.7 △	1.1 1, 627, 708 42.9 33. 3 1, 220, 816 42.6 0. 9

資 ࢈ 減  費 129,915 3.4 7. 6 120,752 3.2 103.9 59, 224 2.1 25. 8
支  利 ଉ
及 び 企 業 ࠴
取 ѻ 諸 費

390,711 10.4 △	5.6 413,958 10.9 25. 0 331,049 11.5 △	5.1

そ の 他 経 費 123,350 3.3 1. 9 121,074 3.2 15. 1 105,209 3.7 △	3.8

計 3,766,496 100 △	0.7 3, 793, 151 100 32.2 2, 868, 937 100 1.4

（）１　Ծ消費税及び地方消費税除く。
　　 ２	　職員給与費は、給料、手当等、与引当金繰入額、法定福利費、法定福利費引当金繰入額、

ใु、退職給付費の合計である。
　　 ３	　各年度とも、減価ঈ٫費から長期前受金入見合い額660,370千円（30年度）、680,477千

円（29年度）、596,415千円（28年度）をそれぞれ除いた。
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（3）販売原価等の分析
　給水収益3,283,734千円に対する費用（経常費用－受ୗ工事費－長期前受金入見合い減価ঈ
٫費）は3,759,530千円である。
　これらをもとに有収水量１㎥当たり原価等を試算すると、次のとおりである。

Ձੳਤݪ 　（単位ɿ千円）

　配　 水　 量　　22,907千㎥
　有 収 水 量　　20,997千㎥　　　　　

　（）　配水原価の原価計算における減価ঈ٫費は、長期前受金入見合い額660,640千円を除く。

１㎥当たり販売原価等の状況
	 （単位ɿ円・％）

区　　　分 30年度 29年度 前 年 度 対 比 28年度増減額 増減率

販 売 原 価 ✔ 179.05 （142.91） 1.17 0.7 （136.84）
177.88 154.83

販 売 価 格 ✕ 156.39 （142.04） 19.28 14.1 （144.95）
137.11 139.20

販売収益✕－✔ ✖ △	22.66 △	40.77 18.11 44.4 △	15.63

附 ଳ 収 益 ✗ 38.41 37.64 0. 77 2. 0 12. 05

差引利益	 ✖ʴ✗ 15.75 △	3.13 18.88 603.5 △	3.58

（）１　（　）内は同規平均である。

２　附ଳ収益ʹ
（経常収益－長期前受金入）－（給水収益ʴ受ୗ工事収益ʴࡐ料売٫収益）

有収水量

有収水量に対し
179円05銭

配水量に対し
161円12銭

配水量に対し
146円92銭

配水量に対し
49円73銭

1㎥当た
り単価

有収水量に対し
156円39銭

原水及び浄水費
　　　　742,290
配水費	230,075
給水費	166,830

ਫݪՁ
　　1,139,196

ਫݪՁ�
　3,365,659

૯ݪՁ������
3,759, 530

ൢചݪՁ�
　3,759,530

販売損失
										475, 796

ൢചՁ֨
						3,283, 734

営業外費用				
　　　393,872

	（2,226,463）
業務費	215,544
総係費	270,986
減価ঈ٫費	　	
　　	 1,610,018
資࢈減費	　	
　　 		 129,915
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（4）給水収益に対するओな経費の比率
　ओな経費の比率の推移は、次表のとおりである。

（単位ɿ％）

区　　分 30年度 29年度 28年度 27年度 26年度
職 員 給 与 費 22.1 23.1	 22. 2	 22. 6	 24. 1	

動 力 費 7.8 8.2	 6. 9	 7. 6	 8. 0	

減 価 ঈ ٫ 費 49.0 55.8	 47. 4	 47. 4	 46. 7	

企業࠴元利ঈؐ金 47.7 52.8	 47. 6	 44. 3	 43. 2	

　うち企業࠴利ଉ分 11.9 14.2	 12. 9	 13. 7	 14. 1	

（） 職員給与費は、給料、手当等、法定福利費、ใु及び退職給付費の合計か
ら、受ୗ工事費૬当額、手当等のうちࣇಐ手当、法定福利費のうち金૬当、
ใु及び退職給付費を除いた額により算出した。また、減価ঈ٫費は、長期
前受金入見合い額を除いた額により算出した。

（照ࢀ別表５　比較貸借対照表）　ঢ়ଶࡒ　４

（1）資　　࢈
　資࢈は57,871,489千円で、前年度（57,947,861千円）に比べ、76,372千円、0.1％減少している。
　増減のओなものは、次のとおりである。
、は、建設Ծ勘定42,033千円、地33,014千円等が増加したものの（281,544千円減）࢈定資ݻ　
構築176,094千円、機ց及び置115,001千円等が減少したためである。
　ྲྀ動資࢈（205,171千円増）は、未収金260,360千円、前金32,620千円が減少したものの、現
金༬金496,857千円等が増加したためである。

（2）ෛ　　࠴
　ෛ࠴は36,395,414千円で、前年度（37,077,511千円）に比べ、682,097千円、1.8％減少している。
　増減のओなものは、次のとおりである。
。231,765千円等が減少したためである࠴は、企業（247,486千円減）࠴定ෛݻ　
　ྲྀ動ෛ࠴（77,872千円減）は、企業28,285࠴千円、༬り金10,819千円等が増加したものの、未
費用120,821千円、前受金4,221千円が減少したためである。
　繰延収益（356,738千円減）は、長期前受金帳簿原価270,528千円が増加したものの、長期前受
金の収益化（営業外収益へのৼସ）により627,266千円が減少したためである。

（3）資　　本
　資本は21,476,075千円で、前年度（20,870,351千円）に比べ、605,724千円、2.9％増加している。
　増減のओなものは、次のとおりである。
　資本金（280,438千円増）は、自ݾ資本金280,438千円が増加したためである。
　剰余金（325,286千円増）は、当年度純利益によるものである。
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（4）資金収支の状況
　資金の期末高は1,748,415千円で、前年度（1,251,559千円）に比べ、496,857千円増加してい
る。そのうち、業務活動によるΩϟογϡ・ϑϩーが2,235,026千円、投資活動によるΩϟογϡ・
ϑϩーが△1,815,128千円、財務活動によるΩϟογϡ・ϑϩーが	76,958千円となっている。
	 （単位ɿ千円）

区　　　　　　　分 30年度 29年度 増減
１業務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー
当年度純利益（△は純損失） 325,286 △	76,268 401,554
減価ঈ٫費 2,270,387 2,308, 185 △	37,797
除٫費࢈定資ݻ 129,915 120,752 9,164
引当金の増減額（△は減少） △	12,195 29,407 △	41,602
長期前受金入額 △	660,370 △	680,477 20,107
受取利ଉ及び配当金 △	248 △61 △	186
支利ଉ及び企業࠴取ѻ諸費 390,711 413,958 △	23,247
未収金の増減額（△は増加） 260,360 △	354,875 615,236
ஷଂの増減額（△は増加） △	464 700 △	1,163
前金の増減額（△は増加） 32,620 △	27,540 60,160
未金の増減額（△は減少） △	120,821 △	37,018 △	83,803
未費用の増減額（△は減少） 3,708 △	391 4,100
前受金の増減額（△は減少） △	4,221 1,733 △	5,954
༬り金の増減額（△は減少） 10,819 1,293 9,526
小計 2,625,490 1,699, 395 926,094
利ଉ及び配当金の受取額 248 61 186
利ଉの支額 △	390,711 △	413,958 23,247
業務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー 2,235,026 1,285, 499 949,527

２ 投資活動によるΩϟογϡ・ϑϩー
有ݻܗ定資࢈の取ಘによる支出 △	2,051,957 △	2,119, 075 67,118
補ॿ金等による収入ݿࠃ 191,248 383,310 △	192,062
一ൠ会計からの繰入金による収入 45,581 44,670 911
期貸付金の回収による収入 500,000 500,000 0
期貸付金による支出 △	500,000 △	500,000 0
投資活動によるΩϟογϡ・ϑϩー △	1,815,128 △	1,691, 095 △	124,032

３ 財務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー
建設改良費等の財源に充てるための企業࠴による収入 972,300 745,500 226,800
建設改良費等の財源に充てるための企業࠴のঈؐによる支出 △	1,174,383 △	1,125, 501 △	48,882
その他の企業࠴のঈؐによる支出 △	1,397 0 △	1,397
一ൠ会計からの出資による収入 280,438 438,048 △	157,610
財務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー 76,958 58,047 18,911

資金増加額（ຢは減少額） 496,857 △	347,549 844,406
資金期ट高 1,251,559 1,599, 108 △	347,549
資金期末高 1,748,415 1,251, 559 496,857

（）１　本表は、間法により作成されている。
　　	２　表中、期貸付金は一ൠ・ಛ別会計ࡀ計現金への年度末期貸付金である。
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Ӧੳܦ　̑ （別表６　事業経営分析表ࢀ照）

　　経営成績及び財政状態から各छの比率分析を試み、前年度と比較してみると、次のとおりである。
（1）財政の健全性
　企業の長期健全性を表わす自ݾ資本構成比率は60.4％（前年度59.9％、前年度同規平均
60.9％）で、前年度に比べ、0.5ポイント上昇し、改善している。
対長期資本比率は98.3％（前年度࢈定資ݻに対する資本調ୡの適合関係を表わす࢈定資ݻ　
98.8％、前年度同規平均95.0％）で、前年度に比べ、0.5ポイント下降し、改善している。
　期࠴務に対する現金、༬金等の支能力をみるྲྀ動比率は150.6％（前年度134.1％、前年度
同規平均223.3％）で、前年度に比べ16.5ポイント上昇し、改善しているが、理想比率（200％）
は下回っている。
　ྲྀ動比率とともに支能力をみるࢎ性試ݧ比率（当座比率）は121.5％（前年度	104.5％、前年
度同規平均208.7％）で、前年度に比べ17ポイント上昇し、改善しており、理想比率（100％）
を上回っている。

（2）経営の安定性
　経常的な収益と費用の関連を示す経常収支比率は107.3％（前年度98.4％、前年度同規平均
109.3％）で、前年度に比べ、8.9ポイント上昇し、改善しており、単年度ࠇ字となった。
　営業活動の能力を示す営業収支比率は86.0％（前年度76.5％、前年度同規平均101.2％）で、
前年度に比べ、9.5ポイント上昇し、改善している。
　ྲྀ動資࢈が、どのఔ度経営活動に利用されているかを示すྲྀ動資࢈回転率は1.27回（前年度1.38
回、前年度同規平均0.96回）で、前年度に比べ0.11回下降し、わずかにѱ化している。
　営業未収金等の回転度を表わす未収金回転率は5.26回（前年度5.33回、前年度同規平均
10.02回）で、前年度に比べ0.07回下降し、わずかにѱ化している。
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別表１

業　　　　࣮　　　　ද

区　　　分 単
位 30年度 29年度 28年度 27年度 26年度 備　考

行政区域内人口 ✔ 人 187,288 188,739 190,139 191,152 191,772 年度末現在

計 画 給 水 人 口 ✕ 人 188,000 188,000 188,000 188,000 176,643

現 在 給 水 人 口 ✖ 人 185,264 186,650 159,771 160,176 160,276

普 及 率
✖／✔×100 ✗ ％ 98.9 （94.0） （93.6） （93.6） （93.5）

98.9 84.0 83. 8 83. 6

給 水 ށ 数 ✘ ށ 67,618 67,576 56,319 56,039 55,923 年度末現在

年 間 総 配 水 量 ✙ ㎥ 22,907,498 23,581, 255 19,978, 502 20,119, 481 20,011, 008

有 収 水 量 ✚ ㎥ 20,996,953 21,261, 475 18,486, 877 18,345, 884 18,367, 226

有 収 率
✚／✙×100 ✛ ％ 91.7 （90.1） （90.6） （90.2） （90.2）

90.2 92.5 91. 2 91. 8

一 日 配 水 能 力 ✜ ㎥ 101,110.7 102,709. 0 87, 245. 7 87, 245. 7 87, 045. 7

一日平均配水量 ✝ ㎥ 62,760 64,606 54,736 54,971 54,825

一日最大配水量 ✞ ㎥ 71,801 76,890 62,703 72,611 61,887

施 設 利 用 率
✝／✜×100 ✟ ％ 62.1 （62.9） （62.5） （62.3） （61.6）

62.9 62.7 63. 0 63. 0

最 大 稼 動 率
✞／✜×100 ✠ ％ 71.0 （70.7） （69.7） （73.1） （69.1）

74.9 71.9 83. 2 71. 1

ෛ ՙ 率
✝／✞×100 ✡ ％ 87.4 （88.9） （89.6） （85.3） （89.2）

84.0 87.3 75. 7 88. 6

配 水 管 延 長 ✢ ̼ 1,749,929 1,741, 253 1,213, 128 1,159, 021 1,155, 981 導ૹ配水管総延長

配水管使用効率
✙／✢ ✣ ㎥ö̼ 13.1 （19.5） （20.3） （20.5） （20.7）

13.5 16.5 17. 4 17. 3

（）（　）は同規平均である。
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別表２

ऩӹతऩೖઅผ決算ൺֱද
（単位ɿ千円・％）

区分
項目節

30　年　度 29　年　度 比 較 増 減
金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率

Ӧ 業 ऩ ӹ úþúýÿúú þû�ú úúûúþüÿ þù�÷ úĀú÷þü øø�ÿ
給 水 収 益 3,546,244 70.5 3, 148, 170 67.8 398,074 12.6

水 道 料 金 3,546,244 70.5 3, 148, 170 67.8 398,074 12.6

受 ୗ 工 事 収 益 1,685 0.0 1, 536 0.0 149 9.7

給 水 工 費 1,685 0.0 1, 536 0.0 149 9.7

そ の 他 営 業 収 益 188,904 3.8 194,052 4.2 △	5,148 △	2.7

手 数 料 3,660 0.1 3, 557 0.1 103 2.9

下水道使用料事務受ୗ料 80,403 1.6 92, 601 2.0 △	12,198 △	13.2

配 水 管 移 設 等 ෛ ୲ 金 15,204 0.3 9, 166 0.2 6, 038 65.9

消 Ր ખ 維 持 ෛ ୲ 金 8,429 0.2 8, 194 0.2 235 2.9

納 付 金 66,715 1.3 65, 020 1.4 1, 695 2.6

そ の 他 他 会 計 繰 入 金 14,494 0.3 15, 513 0.3 △	1,020 △	6.6

Ӧ 業 ֎ ऩ ӹ øùĀ÷ùÿÿ ùü�þ øùĀĀÿùþ ùÿ�÷ ˚�Āüúÿ ˚�÷�þ
受 取 利 ଉ 及 び 配 当 金 248 0.0 61 0.0 186 306.6

༬ 金 利 ଉ 247 0.0 59 0.0 188 318.6

貸 付 金 利 ଉ 1 0.0 2 0.0 △	2 △	50.0

他 会 計 補 ॿ 金 619,620 12.3 614,929 13.2 4, 691 0.8

他 会 計 補 ॿ 金 619,620 12.3 614,929 13.2 4, 691 0.8

長 期 前 受 金  入 660,370 13.1 680,477 14.7 △	20,107 △	3.0

長 期 前 受 金  入 660,370 13.1 680,477 14.7 △	20,107 △	3.0

ࡶ 収 益 10,051 0.2 4, 359 0.1 5, 692 130.6

 貸 料 1,035 0.0 1, 037 0.0 △	2 △	0.2

不 用  売 ٫ 益 5,818 0.1 1, 398 0.0 4, 420 316.2

そ の 他 ࡶ 収 入 3,197 0.1 1, 924 0.0 1, 274 66.2

ಛ ผ ར ӹ ùýÿ ÷�÷ ÷ ÷ ùýÿ օ૿
そ の 他 ಛ 別 利 益 268 0.0 0 0 268 օ増

そ の 他 ಛ 別 利 益 268 0.0 0 0 268 օ増

ܭ　　　　߹ ü÷ùþúĀ÷ ø÷÷ ûýûúüÿü ø÷÷ úÿúÿ÷ü ÿ�ú

（）Ծ受消費税及び地方消費税含む。
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別表３

ຊతऩೖઅผ決算ൺֱදࢿ
（単位ɿ千円・％）

区分
項目節

30　年　度 29　年　度 比 較 増 減
金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率

ا 業 ࠴ Āþùú÷÷ ýû�ü þûüü÷÷ ûü�ú ùùýÿ÷÷ ú÷�û

企 業 ࠴ 972,300 64.5 745,500 45.3 226,800 30.4

上 水 道 事 業 ࠴ 972,300 64.5 745,500 45.3 226,800 30.4

ࠃ ݿ ิ ॿ ۚ øùøùĀ ÷�ÿ øþ÷ĀûĀ ø÷�û ˚çøüÿÿù÷ ˚çĀù�Ā

ࠃ ݿ 補 ॿ 金 12,129 0.8 170,949 10.4 △	158,820 △	92.9

ࠃ ݿ 補 ॿ 金 12,129 0.8 170,949 10.4 △	158,820 △	92.9

ଞ ձ ܭ ิ ॿ ۚ ûþÿøø ú�ù ûýÿüý ù�ÿ Āüü ù�÷

他 会 計 補 ॿ 金 47,811 3.2 46, 856 2.8 955 2.0

他 会 計 補 ॿ 金 47,811 3.2 46, 856 2.8 955 2.0

ग़ ࢿ ۚ ùÿ÷ûúÿ øÿ�ý ûúÿ÷ûÿ ùý�ý △	øüþýø÷ ˚çúý�÷

他 会 計 出 資 金 280,438 18.6 438,048 26.6 △	157,610 △	36.0

他 会 計 出 資 金 280,438 18.6 438,048 26.6 △	157,610 △	36.0

工 事 ෛ ୲ ۚ øĀûû÷ü øù�Ā ùûùĀĀù øû�ÿ ˚	ûÿüÿþ ˚çù÷�÷

工 事 ෛ ୲ 金 194,405 12.9 242,992 14.8 △	48,587 △	20.0

配 水 工 事 ෛ ୲ 金 194,405 12.9 242,992 14.8 △	48,587 △	20.0

ܭ　　　　߹ øü÷þ÷ÿú ø÷÷ øýûûúûû ø÷÷ ˚çøúþùýù ˚çÿ�ú

（）Ծ受消費税及び地方消費税含む。
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別表４

ൺ　　　ֱ　　　ଛ　　　ӹ

借　　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率

Ӧ 業 අ 用 û÷úùÿĀø Āø�ø ûó÷üúóûĀú Ā÷�ý ˚�ù÷ý÷ù ˚�÷�ü

原 水 及 び 浄 水 費 742,290 16.8 684,700 15.3 57, 590 8.4

配 水 費 230,075 5.2 230,916 5.2 △	841 △	0.4

給 水 費 166,830 3.8 183,220 4.1 △	16,390 △	8.9

受 ୗ 工 事 費 6,863 0.2 6, 712 0.2 151 2.2

業 務 費 215,544 4.9 216,778 4.8 △	1,235 △	0.6

総 係 費 270,986 6.1 302,230 6.8 △	31,244 △	10.3

減 価 ঈ ٫ 費 2,270,387 51.3 2, 308, 185 51.6 △	37,797 △	1.6

資 ࢈ 減  費 129,915 2.9 120,752 2.7 9, 164 7.6

Ӧ 業 ֎ අ 用 úĀúÿþù ÿ�Ā ûøüýúý Ā�ú ˚�ùøþýû ˚�ü�ù

支  利 ଉ 及 び
企 業 ࠴ 取 ѻ 諸 費 390,711 8.8 413,958 9.3 △	23,247 △	5.6

ࡶ 支 出 3,161 0.1 1, 678 0.0 1, 483 88.4

ಛ ผ ଛ ࣦ ø÷ú ÷�÷ ûûĀĀ ÷�ø ˚�ûúĀý ˚�Āþ�þ

過 年 度 損 益 म 正 損 103 0.0 4, 499 0.1 △	4,396 △	97.7

අ 用 ߹ ܭ ûûùýÿýý ø÷÷ ûûþúýùÿ ø÷÷ ˚�ûýþýù ˚�ø�÷

   ७ ར ӹ úùüùÿý ʵ ˚	þýùýÿ ʵ û÷øüüû üùý�ü

ܭ　　　　　߹ ûþüùøüù ʵ ûúĀþúý÷ ʵ úüûþĀù ÿ�ø
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計　　　算　　　書
（単位ɿ千円・％）

貸　　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率

Ӧ 業 ऩ ӹ úûýùøúý þù�Ā ú÷Āþþûú þ÷�û úýûúĀú øø�ÿ

給 水 収 益 3,283,734 69.1 2, 915, 135 66.3 368,599 12.6

受 ୗ 工 事 収 益 1,560 0.0 1, 422 0.0 138 9.7

そ の 他 営 業 収 益 176,842 3.7 181,186 4.1 △	4,344 △	2.4

Ӧ 業 ֎ ऩ ӹ øùÿĀþûÿ ùþ�ø øùĀĀýøþ ùĀ�ý ˚çĀÿýĀ ˚ç÷�ÿ

受 取 利 ଉ 及 び 配 当 金 248 0.0 61 0.0 186 306.6

他 会 計 補 ॿ 金 619,620 13.0 614,929 14.0 4, 691 0.8

長 期 前 受 金  入 660,370 13.9 680,477 15.5 △	20,107 △	3.0

ࡶ 収 益 9,510 0.2 4, 149 0.1 5, 361 129.2

ಛ ผ ར ӹ ùýÿ ÷�÷ ÷ ÷ ùýÿ օ૿

そ の 他 ಛ 別 利 益 268 0.0 0 0 268 օ増

ܭ　　　　　߹ ûþüùøüù ø÷÷ ûúĀþúý÷ ø÷÷ úüûþĀù ÿ�ø
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別表５

ൺ　　　ֱ　　　ି　　　आ

借　　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率
ݻ ఆ ࢿ ࢈ üü÷üúĀùù Āü�ø üüúúüûýü Āü�ü ˚çùÿøüûû ˚ç÷�ü
有 ܗ ݻ 定 資 ࢈ 53,940,716 93.2 54, 194, 332 93.5 △	253,616 △	0.5

 地 3,581,088 6.2 3, 548, 073 6.1 33, 014 0.9

立  9,051 0.0 10, 900 0.0 △	1,849 △	17.0

建  2,020,981 3.5 2, 056, 886 3.5 △	35,905 △	1.7

構 築  42,178,687 72.9 42, 354, 781 73.1 △	176,094 △	0.4

機 ց 及 び  置 5,496,243 9.5 5, 611, 244 9.7 △	115,001 △	2.0

ं  運 ൖ ۩ 21,874 0.0 10, 172 0.0 11, 702 115.0

工 ۩ 器۩及び備 49,690 0.1 61, 206 0.1 △	11,516 △	18.8

建 設 Ծ 勘 定 583,103 1.0 541,069 0.9 42, 033 7.8

ແ ܗ ݻ 定 資 ࢈ 1,113,206 1.9 1, 141, 133 2.0 △	27,927 △	2.4

ి  加 入 ݖ 389 0.0 389 0.0 0 0

μ ム 使 用 ݖ 1,112,817 1.9 1, 140, 744 2.0 △	27,927 △	2.4

ྲྀ ಈ ࢿ ࢈ ùÿøþüýþ û�Ā ùýøùúĀý û�ü ù÷üøþø þ�Ā
現 金 ༬ 金 1,748,415 3.0 1, 251, 559 2.2 496,857 39.7

未 収 金 527,226 0.9 787,586 1.4 △	260,360 △	33.1

貸  引 当 金 △	2,188 △	0.0 △	3,019 △	0.0 831 27.5

ஷ ଂ  36,714 0.1 36, 251 0.1 464 1.3

 期 貸 付 金 500,000 0.9 500,000 0.9 0 0

前  金 7,400 0.0 40, 020 0.1 △	32,620 △	81.5

ࢿ ࢈ ߹ ܭ üþÿþøûÿĀ ø÷÷ üþĀûþÿýø ø÷÷ ˚çþýúþù ˚ç÷�ø
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ର　　　র　　　ද
（単位ɿ千円・％）

貸　　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率
ݻ ఆ ෛ ࠴ ùø÷ûøýùü úý�û ùøùÿĀøøø úý�þ ˚çùûþûÿý ˚çø�ù
企 業 ࠴ 20,040,380 34.6 20, 272, 145 35.0 △	231,765 △	1.1

前 受 金 129,442 0.2 129,442 0.2 0 0

引 当 金 871,803 1.5 887,524 1.5 △	15,721 △	1.8

ྲྀ ಈ ෛ ࠴ øÿþ÷ýÿü ú�ù øĀûÿüüþ ú�û ˚çþþÿþù ˚çû�÷
企 業 ࠴ 1,204,065 2.1 1, 175, 780 2.0 28, 285 2.4

未  金 559,287 1.0 680,108 1.2 △	120,821 △	17.8

未  費 用 7,063 0.0 3, 355 0.0 3, 708 110.5

前 受 金 1,285 0.0 5, 506 0.0 △	4,221 △	76.7

引 当 金 70,808 0.1 66, 450 0.1 4, 358 6.6

༬ り 金 28,177 0.0 17, 358 0.0 10, 819 62.3

܁ Ԇ ऩ ӹ øúûÿúø÷û ùú�ú øúÿúĀÿûù ùú�Ā ˚çúüýþúÿ ˚çù�ý
長 期 前 受 金 25,943,438 44.8 25, 672, 910 44.3 270,528 1.1

長期前受金収益化ྦྷ計額 △	12,460,334 △	21.5 △	11,833, 068 △	20.4 △	627,266 △	5.3

ෛ ࠴ ߹ ܭ úýúĀüûøû ýù�Ā úþ÷þþüøø ýû�÷ ˚çýÿù÷Āþ ˚çø�ÿ

ࢿ ຊ ۚ øüÿ÷ýÿøú ùþ�ú øüüùýúþü ùý�ÿ ùÿ÷ûúÿ ø�ÿ
自 ݾ 資 本 金 15,806,813 27.3 15, 526, 375 26.8 280,438 1.8

 ༨ ۚ üýýĀùýù Ā�ÿ üúûúĀþý Ā�ù úùüùÿý ý�ø
資 本 剰 余 金 2,000,466 3.5 2, 000, 466 3.5 0 0

ࠃ ）ݿ 県 ） 補 ॿ 金 766,011 1.3 766,011 1.3 0 0

他 会 計 補 ॿ 金 21,153 0.0 21, 153 0.0 0 0

工 事 ෛ ୲ 金 1,128,815 2.0 1, 128, 815 1.9 0 0

受 ଃ 財 ࢈ ධ 価 額 84,487 0.1 84, 487 0.1 0 0

利 益 剰 余 金 3,668,796 6.3 3, 343, 510 5.8 325,286 9.7
当 年 度未処分利益
剰 余 金 3,668,796 6.3 3, 343, 510 5.8 325,286 9.7
前 年 度繰越利益
剰 余 金 3,343,510 5.8 3, 419, 778 5.9 △	76,268 △	2.2

当 年 度 純 利 益 325,286 0.6 △	76,268 △	0.1 401,554 526.5

ࢿ ຊ ߹ ܭ ùøûþý÷þü úþ�ø ù÷ÿþ÷úüø úý�÷ ý÷üþùû ù�Ā

ෛ ࠴ ɾ ࢿ ຊ ߹ ܭ üþÿþøûÿĀ ø÷÷ üþĀûþÿýø ø÷÷ ˚çþýúþù ˚ç÷�ø
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別表６

営　　　ܦ　　　業　　　ࣄ

分析項目 算　　　　　ࣜ 30　　年　　度 29年度 28年度

構
　
成
　
比
　
率

ݻ 定 資 ࢈
構 成 比 率

ݻ 定 資 ࢈
総 資 ࢈

×100
55,053, 922
57,871, 489

×100 95.1
（91.3） （91.2）
95.5 96.0	

ݻ 定 ෛ ࠴
構 成 比 率

ݻ 定 ෛ ࠴
総 資 本

×100
21,041, 625
57,871, 489

×100 36.4
（35.3） （29.7）
36.7 32.6	

自 ݾ 資 本
構 成 比 率

自 ݾ 資 本
総 資 本

×100
34,959, 179
57,871, 489

×100 60.4
（60.9） （66.8）
59.9 64.9	

財
　
　
務
　
　
比
　
　
率

ݻ 定 資 ࢈ 対
長期資本比率

ݻ 定 資 ࢈
自ݾ資本ʴݻ定ෛ࠴

×100
55,053, 922
56,000, 804

×100 98.3
（95.0） （94.5）
98.8 98.4	

ݻ 定 比 率
ݻ 定 資 ࢈
自 ݾ 資 本

×100
55,053, 922
34,959, 179

×100 157.5
（150.1）（136.5）
159.4 147.9	

ྲྀ 動 比 率
ྲྀ 動 資 ࢈
ྲྀ 動 ෛ ࠴

×100
2,817,567
1,870, 685

×100 150.6
（223.3）（251.6）
134.1 163.0	

比率ݧ性試ࢎ
（ 当 座 比 率 ）

現 金 ༬ 金 ʴ
（未収金－貸引当金）
ྲྀ 動 ෛ ࠴

×100
2,273,453
1,870, 685

×100 121.5
（208.7）（240.1）
104.5 115.2	

現 金 比 率
現 金 ༬ 金
ྲྀ 動 ෛ ࠴

×100
1,748,415
1,870, 685

×100 93.5
（263.7）（269.4）
64.2 82.8	

収
　
　
　
益
　
　
　
率

総資本利益率
経 常 損 益
平 均 総 資 本

×100
325,121

57,909, 675
×100 0.56

（0.84） （1.27）
△	0.14 △	0.15

総 収 支 比 率
総 収 益
総 費 用

×100
4,752,152
4,426, 866

×100 107.3
（109.2）（113.5）
98.3 98.2	

経常収支比率
経 常 収 益
経 常 費 用

×100
4,751,884
4,426, 763

×100 107.3
（109.3）（113.9）
98.4 97.9	

営業収支比率
営業収益－受ୗ工事収益
営業費用－受ୗ工事費

×100
3,460,576
4,026, 028

×100 86.0
（101.2）（106.8）
76.5 88.4	

そ
　
の
　
他

利 ࢠ ෛ ୲ 率
支  利 ଉ 及 び
企 業 ࠴ 取 ѻ 諸 費
有 利 ࢠ ෛ ࠴

×100
390,711

21,244, 445
×100 1.8

（1.9） （2.0）
1.9 2. 2	

企業࠴ঈؐ金対
減価ঈ٫費比率

企 業 ࠴ ঈ ؐ 金
当 年 度 減 価 ঈ ٫ 費
－ 長 期 前 受 金  入

×100
1,174,383
1,610, 017

×100 72.9
（82.0） （74.4）
69.1 73.1	
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　　　ੳ　　　ද
（単位ɿ千円・％）

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　総資࢈に対するݻ定資࢈のめる割合を示すものであり、ݻ定資࢈のめる割合が大である
場合は資本がݻ定化の傾向にあり、いほど良い。たͩし、施設ܕ事業では高くなる傾向にある。

　総資本に対するݻ定ෛ࠴のめる割合を示すものであり、この比率がいほど長期的なฦ済
ෛ୲が少ないことを示し、経営は安定傾向にあるとݴえる。

　総資本に対する自ݾ資本等のめる割合を示すものであり、この比率が高いほどฦ済の必要
のない資金により運営していることを示し、経営は安定傾向にあるとݴえる。

、等長期的資金のൣғ内で行われるべきとの立場から࠴定ෛݻ資本とݾの調ୡが自࢈定資ݻ　
少なくとも100％以下であることが望ましく、過した場合は過大投資とݴえる。

資本等ฦ済の必要のない資金によってまかなわれるべきであるとする企業財ݾが自࢈定資ݻ　
政上の原ଇから、100％以下が望ましいとされている。たͩし、施設ܕ事業では企業࠴等の活
用による整備が想定され、必ずしも100%以下にはなっていない。

　１年以内に現金化できる資࢈と支わなけれならないෛ࠴とを比較するもので、ྲྀ動性の
確保には、ྲྀ動資࢈がྲྀ動ෛ࠴の２ഒ以上あることが望まれ、理想比率は200％以上である。

　ྲྀ動資࢈のうち現金༬金及び容易に現金化しうる未収金（貸引当金を除く）などの当座資
とを対比させたもので、100％以上が理想比率とされている࠴とྲྀ動ෛ࢈

　ྲྀ動ෛ࠴に対する現金༬金の割合を示す比率で、20％以上が理想値とされている。

　企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益（ಛ別損益を除く）とを比
較したもので、この比率が高いほど投下資本に比べ営業活動が活発で経営成績が良である

　総収益と総費用を対比したものであり、収益と費用の総体的な関連を示すものであり、数値
が高いほど経営状態が良い。

　経常収益（営業収益ʴ営業外収益）と経常費用（営業費用ʴ営業外費用）を対比したもので
あり、100％をえる場合は単年度ࠇ字を、100％未満は単年度赤字を表すことになる。

　業務活動によってもたらされた営業収益とそれに要した営業費用とを対比して、営業活動の能力
を示すものであり、これによって経営活動の成否が判断されるもので、比率の高いほど良である。

　損益計算書が示す支利ଉ等を貸借対照表に示されたෛ࠴（企業࠴�リース࠴務�一時借入
金）と比較することにより、平均的な利ࢠ率を算出したものである。

　企業࠴ঈؐ金とそのओ要ঈؐ財源である当年度減価ঈ٫費（長期前受金入を除く。）を比
較したもので、企業࠴ঈؐ能力を示し、比率がいほどঈؐ能力は高い。
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分析項目 算　　　　　ࣜ 30　　年　　度 29年度 28年度

回
　
　
　
転
　
　
　
率

自ݾ資本回転率
営業収益－受ୗ工事収益
平 均 自 ݾ 資 本

3,460,576
34,834, 686

0.10	
	 0. 14
 （0.14）
0.09	 0. 09	

回転率࢈定資ݻ
営業収益－受ୗ工事収益
平 均 ݻ 定 資 ࢈

3,460,576
55,194, 694

0.06	
（0.09） （0.10）
0.06	 0. 06	

ྲྀ動資࢈回転率
営業収益－受ୗ工事収益
平 均 ྲྀ 動 資 ࢈

3,460,576
2,714, 982

1.27	
（0.96） （1.02）
1.38	 1. 34	

未収金回転率
営業収益－受ୗ工事収益
平 均 未 収 金

3,460,576
657,406

5.26	
（10.02） （7.78）
5.33	 7. 45	

（）（　）内は同規平均である。

˞各算ࣜに用いた用ޠは次のとおりである。
１　総 資 ࢈ʴ繰延資࢈ʴྲྀ動資࢈定資ݻ　ʹ　࢈
２　自 ݾ 資 本　ʹ　資本金ʴ資本剰余金ʴ利益剰余金ʴ繰延収益
３　総 資 本　ʹ　自ݾ資本（２の算ࣜによる）ʴݻ定ෛ࠴ʴྲྀ動ෛ࠴
４　総 収 益　ʹ　営業収益ʴ営業外収益ʴಛ別利益
５　総 費 用　ʹ　営業費用ʴ営業外費用ʴಛ別損失
６　経 常 収 益　ʹ　営業収益ʴ営業外収益
７　経 常 費 用　ʹ　営業費用ʴ営業外費用
８　平 均 ˓ ˓　ʹ　（期ट˓˓ʴ期末˓˓）／２
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（単位ɿ千円・回）

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　この回転率は自ݾ資本の活動能率を示すもので、この比率の高いほど、投下自ݾ資本に比し
て営業活動が活発なことを示す。

　この回転率は営業収益に比して資本がどのఔ度にݻ定しているかを示すもので、この回転率
のいことはݻ定資࢈への投資の過大なことを示しており、数値は高いほど良い。

　この回転率は現金༬金回転率・未収金回転率・ஷଂ回転率等を包括するもので、期資࢈
の活動状況を示し、比率が高いほど収益の回収がૣく、健全性を示す。

　この回転率は未収金の回転度を示すもので、高けれ高いほど回転がく、ݖ࠴が未回収
のまま留する期間がいことを示す。





ᶘɹ業༻ਫಓࣄ業
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ᶘ　業༻ਫಓࣄ業

１　業実（別表１　業務実績表ࢀ照）

業務実績のओなものは、次のとおりである。

区　　　分 30年度 29年度 比較増減 増減率 備　　　考

給 水 先（社） 1 1 0 0

一日配水能力（㎥） 5,800 5,800 0 0

一日契約給水量（㎥） 200 200 0 0 年度末現在

契 約 率（％） 3.4 3.4 0 0 一日契約給水量×100一日配水能力

配 水 量（㎥） 44,938 65,531 △	20,593 △	31.4

給 水 量（㎥） 45,096 67,493 △	22,397 △	33.2 売上水量

有 収 率（％） 100.4 103.0 △	2.6 － 給　水　量×100配　水　量

配 水 管 延 長（̼） 1,798.7 1, 798. 7 0 0 導配水管総延長

　一日配水能力は、前年度と同等である。
　当年度末現在の一日契約給水量は、前年度末と同等の200㎥であり、当年度中のҟ動はなかった。
　配水量は44,938㎥で、前年度（65,531㎥）に比べ、20,593㎥、31.4％減少している。
　給水量は45,096㎥で、前年度（67,493㎥）に比べ、22,397㎥、33.2％減少している。
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２　༧ࢉのࣥߦঢ়گ

（1）収益的収入及び支出
ア　第１　収　　　益

（単位ɿ千円・％）

項 目 予算額 決算額
予算対比 29年度

決算額
前年度対比

備　考
増減額 収入率 増減額 増減率

営 業
収 益 給 水 収 益 1,614 1,616 2 100.1 1, 904 △	288 △	15.1

営業外
収 益

長 期 前 受
金  入 220 220 0 100 220 0 0

ࡶ 収 益 1 0 △	1 0 0 0 －

小 計 221 220 △	1 99.5 220 0 0

計 1,835 1,836 1 100.1 2, 124 △	288 △	13.6

　❞　決算額は1,836千円であり、前年度（2,124千円）に比べ、288千円、13.6％減少している。
　❟　項の増減のओなものは、次のとおりである。
　　　営業収益（288千円減）は、給水収益が減少したためである。

イ　第１　費　　　用
（単位ɿ千円・％）

項 目 予算額 決算額
予算対比 29年度

決算額
前年度対比

備　考
不用額 執行率 増減額 増減率

営 業
費 用

原 水 及 び
浄 水 費 2,241 1,152 1,089 51.4 1, 851 △	699 △	37.8

配 水 及 び
給 水 費 218 17 201 7.8 17 0 0.0

総 係 費 155 124 31 80.0 155 △	31 △	20.0

減価ঈ٫費 3,209 3,209 0 100.0 3, 364 △	155 △	4.6

小 計 5,823 4,503 1,320 77.3 5, 387 △	884 △	16.4

営業外
費 用

支利ଉ及び
企業࠴取ѻ諸費 100 0 100 0 0 0 －

ࡶ 支 出 1 0 1 0 0 0 －

小 計 101 0 101 0 0 0 －
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項 目 予算額 決算額
予算対比 29年度

決算額
前年度対比

備　考
不用額 執行率 増減額 増減率

ಛ 別
損 失

過年度損益
म 正 損 0 0 0 － 9 △	9 օ減

予備費 予 備 費 300 0 300 0 0 0 －

計 6,224 4,503 1,721 72.3 5, 396 △	893 △	16.5

　❞　決算額は4,503千円であり、前年度（5,396千円）に比べ、893千円、16.5％減少している。
　❟　項の増減のओなものは、次のとおりである。
　　	　営業費用（884千円減）は、原水及び浄水費699千円等が減少したためである。
　❠　支出額のओなものは、次のとおりである。
　　　営業費用（4,503千円）は、原水及び浄水費1,152千円、減価ঈ٫費3,209千円等である。

（2）資本的収入及び支出
　当年度の資本的収入及び支出はなかった。

（3）企業࠴借入の状況
　企業࠴の当年度の借入はなかった。

（4）ٞ会のٞ決を経なけれྲྀ用できない経費の状況
　当年度中における֘当事項はなかった。
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Ӧܦ　３

（1）損益収支の状況（別表２　比較損益計算書、別表３　比較貸借対照表、別表４　事業経営分析
表ࢀ照）
　営業収益1,616千円（前年度1,904千円）と営業費用4,503千円（前年度5,387千円）を対比した
営業収支比率が35.9％と、前年度（35.3％）に比べ、0.6ポイント上昇している。
　経常収益（営業収益ʴ営業外収益）1,836千円（前年度2,124千円）と経常費用（営業費用ʴ営
業外費用）4,503千円（前年度5,396千円）を対比した経常収支比率は40.8％で、前年度（39.4％）
に比べ、1.4ポイント上昇している。
　当年度純利益（総収益－総費用）は△2,667千円（前年度△3,272千円）であり、前年度繰越利
益剰余金11,058千円（前年度14,330千円）を合わせ、当年度未処分利益剰余金は8,391千円（前年
度11,058千円）である。

（2）収入及び支出の状況
ア　水道料金の調定・収入状況
　　水道料金の調定・収入状況は、次表のとおりである。

　　水道ྉۚௐఆɾऩೖঢ়گ� 	 （単位ɿ݅・千円・％）

区　　分 給水先 調定額 収入済額 不納欠損額 未収額 徴収率

30 年 度 1 1,616 1,616 0 0 100

29 年 度 1 1,904 1,904 0 0 100

イ　性質別支出の状況
　　費用を性質別に分類すると、次表のとおりである。

　　ੑ࣭ผඅ用の༁	 （単位ɿ千円・％）

区　　　　　分
30 年 度 29 年 度 前年度比較

金　額 構成比 金　額 構成比 増減額 増減率

動 力 費 818 18.2 796 14.8 22 2.8

ༀ  費 6 0.1 13 0.2 △	7 △	53.8

減 価 ঈ ٫ 費 3,209 71.3 3, 364 62.3 △	155 △	4.6

そ の 他 経 費 470 10.4 1, 214 22.5 △	744 △	61.3

過 年 度 損 益 म 正 損 0 0 9 0.2 △	9 օ減

計 4,503 100 5,396 100 △	893 △	16.5

（）減価ঈ٫費には、長期前受金入見合い分220千円を含む。
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契約水量に対し
58円66銭

配水量に対し
95円30銭

配水量に対し
95円30銭

配水量に対し
26円03銭

1㎥当た
り単価

契約水量に対し
22円13銭

原水及び浄水費
　　　　1,152
配水及び給水費

17

ਫݪՁ
　1,170

ਫݪՁ
　4,282

૯ݪՁ
　4,282

ൢചݪՁ
　4,282

販売損失
2,667

ൢചՁ֨
1,616

（3,113）
総係費	 124
減価ঈ٫費					
	 3, 209
長期前受金			
入見合分
	 △	220

（3）販売原価等の分析
　給水収益1,616千円に対する経常費用は4,503千円であり、経常費用から長期前受金入見合い
の減価ঈ٫費220千円を除いた額は4,282千円である。
　これらをもとに契約水量１㎥当たりの原価等を試算すると次表のとおりである。

Ձਤ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位ɿ千円）ݪ

　配 水 量　　44,938㎥
　契約水量　　73,000㎥

１㎥当たり販売原価等の状況	 （単位ɿ円・％）　　　　　　　　

区　　　分 30年度 29年度
前年度対比

増減額 増減率

販 売 原 価 ✔ 58.66 70.78 △	12.12 △	17.12

販 売 価 格 ✕ 22.13 26.08 △	3.95 △	15.15

販		売		収		益	✕－✔ △	36.53 △	44.70 8. 17 18.28
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（照ࢀ別表３　比較貸借対照表）ঢ়ଶࡒ　４

（1）資　　࢈
　資࢈は70,384千円で、前年度（73,276千円）に比べ、2,892千円、3.9％減少している。
　増減のओなものは、次のとおりである。
、は62,585千円で、前年度（65,794千円）に比べ、3,209千円、4.9％減少している。これは࢈定資ݻ　
構築2,421千円、機ց及び置608千円等が減少したためである。
　ྲྀ動資࢈は7,799千円で、前年度（7,482千円）に比べ、317千円、4.2％増加している。これは、
現金༬金が増加したためである。

（2）ෛ　　࠴
　ෛ࠴は4,048千円で、前年度（4,273千円）に比べ、225千円、5.3％減少している。
　これは、工事ෛ୲金187千円等が減少したためである。

（3）資　　本
　資本は66,336千円で、前年度（69,003千円）に比べ、2,667千円、3.9％減少している。
　これは、利益剰余金が減少したためである。

（4）資金の状況について
　業務活動によるΩϟογϡ・ϑϩーは316	千円で、前年度（△	107千円）に比べ、423千円増
加している。
　投資活動によるΩϟογϡ・ϑϩーは、前年度と同様なかった。
　財務活動によるΩϟογϡ・ϑϩーは、前年度と同様なかった。
　資金期末高は7,799千円で、前年度（7,482千円）に比べ、317千円増加している。
　Ωϟογϡ・ϑϩー計算書の状況は次表のとおりである。



―	41	―

	 （単位ɿ千円）

区　　　　　　　分 30年度
（̖）

29年度
（̗）

増減額
（̖）－（̗）

１業務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー

当年度純利益（△は純損失） △	2,667 △	3,272 605

減価ঈ٫費 3,209 3,364 △	155

長期前受金入額 △	220 △	220 0

未収金の増減額（△は増加） 0 9 △	9

未金の増減額（△は減少） △	5 12 △	17

業務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー 316 △	107 423

２ 投資活動によるΩϟογϡ・ϑϩー

投資活動によるΩϟογϡ・ϑϩー 0 0 0

３ 財務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー

財務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー 0 0 0

資金増加額（ຢは減少） 316 △	107 423

資金期ट高 7,482 7,589 △	107

資金期末高 7,799 7,482 317

（）本表は、間法により作成されている。
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（照ࢀ別表４　事業経営分析表）Ӧੳܦ　̑

　経営成績及び財政状態から各छの比率分析を試み、前年度と比較してみると、次のとおりである。
（1）財政の健全性
　企業の長期健全性を表わす自ݾ資本構成比率は、前年度と同じく99.9％である。
対長期資本比率は89.0％で、前年度࢈定資ݻに対する資本調ୡの適合関係を表わす࢈定資ݻ　
（89.9％）に比べ0.9ポイント下降し、改善しており、望ましいとされる100％以下を維持している。
　期࠴務に対する現金、༬金等の支能力をみるྲྀ動比率は8,665.6％で、前年（7,875.8％）
に比べ789.8ポイント上昇し、改善しており、理想とされる200％以上を維持している。
　ྲྀ動比率とともに支能力をみるࢎ性試ݧ比率（当座比率）もྲྀ動比率と同数値の8,665.6％で、
前年（7,875.8％）に比べ789.8ポイント上昇し、改善しており、理想比率とされる100％以上を維
持している。

（2）経営の安定性
　経常的な収益と費用の関連を示す経常収支比率は40.8％で、前年度（39.4％）に比べ1.4ポイン
ト上昇し、改善しているが、100％を下回り単年度赤字となっている。
　営業活動の能力を示す営業収支比率は35.9％で、前年度（35.3％）に比べ0.6ポイント上昇し、
改善している。
　ྲྀ動資࢈が、どのఔ度経営活動に利用されているかを示すྲྀ動資࢈回転率は0.21回で、前年度
（0.25回）に比べ0.04回下降し、わずかにѱ化している。
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別表１

業　　　　࣮　　　　ද

区　　　　　分 単
位 30年度 29年度 28年度 備　　　考

給 水 先 ✔ 社 1 1	 1	 年度末現在

一日配水能力 ✕ ㎥ 5,800 5,800	 5, 800	

一日契約給水量 ✖ ㎥ 200 200	 200	 年度末現在

契 約 率
✖／✕×100 ✗ ％ 3.4 3.4 3. 4

配 水 量 ✘ ㎥ 44,938 65,531	 82, 086	 年間総配水量

給 水 量 ✙ ㎥ 45,096 67,493	 81, 495	 売上水量

有 収 率
✙／✘×100 ✚ ％ 100.4 103.0 99. 3

一日平均配水量 ✛ ㎥ 123 180	 225	

一日最大配水量 ✜ ㎥ 192 462	 408	

施 設 利 用 率
✛／✕×100 ✝ ％ 2.1 3.1 3. 9

最 大 稼 動 率
✜／✕×100 ✞ ％ 3.3 8.0 7. 0

ෛ ՙ 率
✛／✜×100 ✟ ％ 64.1 39.0 55. 1

配 水 管 延 長 ✠ ̼ 1,798.7 1, 798. 7 1, 798. 7 導ૹ配水管総延長

配水管使用効率
✘／✠ ✡ ㎥ö̼ 25.0 36. 4 45. 6
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別表２

ൺ　　ֱ　　ଛ　　ӹ

借 方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金	額	✔ 構成比 金	額	✕ 構成比 ✔－✕ 率

Ӧ 業 අ 用 ûü÷ú ø÷÷�÷ üúÿþç ĀĀ�ÿ ˚	ÿÿû ˚	øý�û

原 水 及 び 浄 水 費 1,152 25.6 1, 851	 34. 3 △	699 △	37.8

配 水 及 び 給 水 費 17 0.4 17	 0. 3 0 0

総 係 費 124 2.8 155	 2. 9 △	31 △	20.0

減 価 ঈ ٫ 費 3,209 71.3 3, 364	 62. 3 △	155 △	4.6

ಛ ผ ଛ ࣦ ÷ ÷ Āç ÷õù ˚	Ā օݮ

過 年 度 損 益 म 正 損 0 0 9	 0. 2 △	9 օ減

අ　　用　　ܭ ûü÷ú ø÷÷ üúĀýç ø÷÷ç ˚	ÿĀú ˚	øý�ü

   ७ ར ӹ ˚	ùýýþ ʵ ˚	úùþù ʵ ý÷ü øÿ�ü

ܭ　　　　　߹ øóÿúý ʵ ùøùûç ʵ ˚	ùÿÿ ˚	øú�ý
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計　　算　　ॻ
（単位ɿ千円・％）

貸 方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金	額	✔ 構成比 金	額	✕ 構成比 ✔－✕ 率

Ӧ 業 ऩ ӹ øýøý ÿÿ�÷ øĀ÷ûç ÿĀ�ý ˚	ùÿÿ ˚	øü�ø

給 水 収 益 1,616 88.0 1, 904	 89. 6 △	288 △	15.1

Ӧ 業 ֎ ऩ ӹ ùù÷ øùõ÷ ùù÷ç ø÷õû ÷ ÷

長 期 前 受 金  入 220 12.0 220	 10. 4 0 0

ܭ　　　　　߹ øÿúý ø÷÷ ùøùûç ø÷÷ç ˚	ùÿÿ ˚	øú�ý
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別表３

ൺ　　ֱ　　ି　　आ

借 方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金	額	✔ 構成比 金	額	✕ 構成比 ✔－✕ 率

ݻ ఆ ࢿ ࢈ ýùüÿü ÿÿ�Ā ýüþĀû ÿĀ�ÿ ˚çúù÷Ā ˚çû�Ā

有 ܗ ݻ 定 資 ࢈ 62,585 88.9 65, 794 89.8 △	3,209 △	4.9

 地 10,403 14.8 10, 403 14.2 0 0

建  1,368 1.9 1, 548 2.1 △	180 △	11.6

構 築  39,761 56.5 42, 182 57.6 △	2,421 △	5.7

機 ց 及 び  置 11,053 15.7 11, 661 15.9 △	608 △	5.2

ྲྀ ಈ ࢿ ࢈ þþĀĀ øø�ø þûÿù ø÷�ù úøþ û�ù

現 金 ༬ 金 7,799 11.1 7, 482 10.2 317 4.2

ܭ　߹　࢈　ࢿ þ÷úÿû ø÷÷ þúùþý ø÷÷ ˚çùÿĀù ˚çú�Ā
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ର　　র　　ද
（単位ɿ千円・％）

貸 方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金	額	✔ 構成比 金	額	✕ 構成比 ✔－✕ 率

ྲྀ ಈ ෛ ࠴ Ā÷ ÷�ø Āü ÷�ø ˚çü ˚çü�ú

未  金 86 0.1 91 0.1 △	5 △	5.5

未  費 用 4 0.0 4 0.0 0 0

܁ Ԇ ऩ ӹ úĀüÿ ü�ý ûøþÿ üõþ ˚çùù÷ ˚çü�ú

長 期 前 受 金 3,958 5.6 4, 178 5.7 △	220 △	5.3

寄 附 金 575 0.8 575 0.8 0 0

他 会 計 補 ॿ 金 1,360 1.9 1, 393 1.9 △	33 △	2.4

工 事 ෛ ୲ 金 2,023 2.9 2, 210 3.0 △	187 △	8.5

ෛ　ܭ　߹　࠴ û÷ûÿ ü�ÿ ûùþú ü�ÿ ˚çùùü ˚çü�ú

ࢿ ຊ ۚ üþĀûü ÿù�ú üþĀûü þĀ�ø ÷ ÷

自 ݾ 資 本 金 57,945 82.3 57, 945 79.1 0 0

 ༨ ۚ ÿúĀø øø�Ā øø÷üÿ øü�ø ˚çùýýþ ˚çùû�ø

利 益 剰 余 金 8,391 11.9 11, 058 15.1 △	2,667 △	24.1

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 8,391 11.9 11, 058 15.1 △	2,667 △	24.1

前 年 度 繰 越
利 益 剰 余 金 11,058 15.7 14, 330 19.6 △	3,272 △	22.8

当 年 度 純 利 益 △	2,667 △	3.8 △	3,272 △	4.5 605 18.5

ܭ　߹　ຊ　ࢿ 66,336 94.2 69, 003 94.2 △	2,667 △	3.9

ෛ ࠴ ɾ ࢿ ຊ ߹ ܭ þ÷úÿû ø÷÷ þúùþý ø÷÷ ˚çùÿĀù ˚çú�Ā



―	48	―

別表４

営　　　ܦ　　　業　　　ࣄ

分析項目 算　　　　　ࣜ 30　　年　　度 29年度 28年度

構
　
成
　
比
　
率

ݻ 定 資 ࢈
構 成 比 率

ݻ 定 資 ࢈
総 資 ࢈

×100
62,585
70,384

×100 88.9 89. 8 90. 1

ݻ 定 ෛ ࠴
構 成 比 率

ݻ 定 ෛ ࠴
総 資 本

×100
0

70,384
×100 0 0 0

自 ݾ 資 本
構 成 比 率

自 ݾ 資 本
総 資 本

×100
70,294
70,384

×100 99.9 99. 9 99. 9

財
　
　
務
　
　
比
　
　
率

ݻ 定 資 ࢈ 対
長期資本比率

ݻ 定 資 ࢈
自ݾ資本ʴݻ定ෛ࠴

×100
62,585
70,294

×100 89.0 89. 9 90. 2

ݻ 定 比 率
ݻ 定 資 ࢈
自 ݾ 資 本

×100
62,585
70,294

×100 89.0 89. 9 90. 2

ྲྀ 動 比 率
ྲྀ 動 資 ࢈
ྲྀ 動 ෛ ࠴

×100
7,799
90
×100 8,665. 6 7, 875. 8 9, 155. 4

比率ݧ性試ࢎ
（ 当 座 比 率 ）

現 金 ༬ 金 ʴ 未 収 金
ྲྀ 動 ෛ ࠴

×100
7,799
90
×100 8,665. 6 7, 875. 8 9, 155. 4

現 金 比 率
現 金 ༬ 金
ྲྀ 動 ෛ ࠴

×100
7,799
90
×100 8,665. 6 7, 875. 8 9, 143. 4

収
　
　
　
益
　
　
　
率

総資本利益率
経 常 損 益
平 均 総 資 本

×100
△	2,667
71,830

×100 △	3.7 △	4.3 △	4.3

総 収 支 比 率
総 収 益
総 費 用

×100
1,836
4,503

×100 40.8 39. 4 ˞	40.2

経常収支比率
経 常 収 益
経 常 費 用

×100
1,836
4,503

×100 40.8 39. 4 ˞	40.2

営業収支比率
営業収益－受ୗ工事収益
営業費用－受ୗ工事費

×100
1,616
4,503

×100 35.9 35. 3 ˞	36.1

そ
　
の
　
他

利 ࢠ ෛ ୲ 率
支  利 ଉ 及 び
企 業 ࠴ 取 ѻ 諸 費
有 利 ࢠ ෛ ࠴

×100
0	
0
×100 0 0 0

企業࠴ঈؐ金対
減価ঈ٫費比率

企 業 ࠴ ঈ ؐ 金
当 年 度 減 価 ঈ ٫ 費
－ 長 期 前 受 金  入

×100
0	

2, 989
×100 0 0 0
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　　　ੳ　　　ද
（単位ɿ千円・％）

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　総資࢈に対するݻ定資࢈のめる割合を示すものであり、ݻ定資࢈のめる割合が大である
場合は資本がݻ定化の傾向にあり、いほど良い。たͩし、施設ܕ事業では高くなる傾向にある。

　総資本に対するݻ定ෛ࠴のめる割合を示すものであり、この比率がいほど長期的なฦ済
ෛ୲が少ないことを示し、経営は安定傾向にあるとݴえる。

　総資本に対する自ݾ資本のめる割合を示すものであり、この比率が高いほどฦ済の必要の
ない資金により運営していることを示し、経営は安定傾向にあるとݴえる。

、等長期的資金のൣғ内で行われるべきとの立場から࠴定ෛݻ資本とݾの調ୡが自࢈定資ݻ　
少なくとも100％以下であることが望ましく、過した場合は過大投資とݴえる。

資本等ฦ済の必要のない資金によってまかなわれるべきであるとする企業財ݾが自࢈定資ݻ　
政上の原ଇから、100％以下が望ましいとされている。たͩし、施設ܕ事業では企業࠴等の活
用による整備が想定され、必ずしも100％以下にはなっていない。

　１年以内に現金化できる資࢈と支わなけれならないෛ࠴とを比較するもので、ྲྀ動性の
確保には、ྲྀ動資࢈がྲྀ動ෛ࠴の２ഒ以上あることが望まれ、理想比率は200％以上である。

　ྲྀ動資࢈のうち現金༬金及び容易に現金化しうる未収金（貸引当金を除く）などの当座資
。とを対比させたもので、100％以上が理想比率とされている࠴とྲྀ動ෛ࢈

	ྲྀ動ෛ࠴に対する現金༬金の割合を示す比率で、20％以上が理想値とされている。

　企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益（ಛ別損益を除く）とを比
較したもので、この比率が高いほど投下資本に比べ営業活動が活発で経営成績が良である。

　総収益と総費用を対比したものであり、収益と費用の総体的な関連を示すものであり、数値
が高いほど経営状態が良い。

　経常収益（営業収益ʴ営業外収益）と経常費用（営業費用ʴ営業外費用）を対比したもので
あり、100％をえる場合は単年度ࠇ字を、100％未満は単年度赤字を表すことになる。

　業務活動によってもたらされた営業収益とそれに要した営業費用とを対比して、営業活動の能力
を示すものであり、これによって経営活動の成否が判断されるもので、比率の高いほど良である。

　損益計算書が示す支利ଉ等を貸借対照表に示されたෛ࠴（企業࠴ʴリース࠴務ʴ一時借入
金）と比較することにより、平均的な利ࢠ率を算出したものである。

　企業࠴ঈؐ金とそのओ要ঈؐ財源である当年度減価ঈ٫費（長期前受金入を除く）を比較
したもので、企業࠴ঈؐ能力を示し、比率がいほどঈؐ能力は高い。
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分析項目 算　　　　　ࣜ 30　　年　　度 29年度 28年度

回
　
　
　
転
　
　
　
率

自ݾ資本回転率
営業収益－受ୗ工事収益
平 均 自 ݾ 資 本

1,616
71,738

0.02 0. 03 ˞	0.03

回転率࢈定資ݻ
営業収益－受ୗ工事収益
平 均 ݻ 定 資 ࢈

1,616
64,190

0.03 0. 03	 0. 03

ྲྀ動資࢈回転率
営業収益－受ୗ工事収益
平 均 ྲྀ 動 資 ࢈

1,616
7,641

0.21 0. 25	 ˞	0.26

ˎʜ	消費税及び地方消費税の会計処理が税ࠐ方ࣜとなり、平成28年度決算審査意見書と算出数値がҟ
なるՕॴ

˞各算ࣜに用いた用ޠは次のとおりである。
１　総 資 ࢈ʴ繰延資࢈ʴྲྀ動資࢈定資ݻ　ʹ　࢈
２　自 ݾ 資 本　ʹ　資本金ʴ資本剰余金ʴ利益剰余金ʴ繰延収益
３　総 資 本　ʹ　自ݾ資本（２の算ࣜによる）ʴݻ定ෛ࠴ʴྲྀ動ෛ࠴
４　総 収 益　ʹ　営業収益ʴ営業外収益ʴಛ別利益
５　総 費 用　ʹ　営業費用ʴ営業外費用ʴಛ別損失
６　経 常 収 益　ʹ　営業収益ʴ営業外収益
７　経 常 費 用　ʹ　営業費用ʴ営業外費用
８　平 均 ˓ ˓　ʹ　（期ट˓˓ʴ期末˓˓）／２
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（単位ɿ千円・回）

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　この回転率は自ݾ資本の活動能率を示すもので、この比率の高いほど、投下自ݾ資本に比し
て営業活動が活発なことを示す。

　この回転率は営業収益に比して資本がどのఔ度にݻ定しているかを示すもので、この回転率
のいことはݻ定資࢈への投資の過大なことを示しており、数値は高いほど良い。

　この回転率は現金༬金回転率・未収金回転率・ஷଂ回転率等を包括するもので、期資࢈
の活動状況を示し、比率が高いほど収益の回収がૣく、健全性を示す。





ᶙɹපɹӃɹࣄɹ業
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ᶙ　ප　Ӄ　ࣄ　業

１　業実（別表１　業務実績表ࢀ照）

　業務実績のओなものは、次のとおりである。
　延入院患者数は92,939人で、前年度（93,691人）に比べ、752人、0.8％減少している。
　新入院患者数は6,329人で、前年度（6,516人）に比べ、187人、2.9％減少している。
　一日平均入院患者数は、254.6人で、前年度（256.7人）に比べ、2.1人、0.8％減少している。
　病床利用率は、74.9％で、前年度（75.5％）に比べ、0.6ポイント下降している。
　平均在院日数は、13.7日で、前年度（13.4日）に比べ、0.3日、2.2％増加している。
　延外来患者数は、103,000人で、前年度（110,540人）に比べ、7,540人、6.8％減少している。
　新外来患者数は、11,475人で、前年度（12,434人）に比べ、959人、7.7％減少している。
　一日平均外来患者数は、422.1人で、前年度（453.0人）に比べ、30.9人、6.8％減少している。
　延入院・外来患者合計は、195,939人で、前年度（204,231人）に比べ、8,292人、4.1％減少している。

（1）　患者の動向
　ア　患者のすう勢
　平成26年度から５Χ年間のすう勢は、次表のとおりである。
　外来入院患者比率は、110.8％で、前年度	118.0％ 
に比べ、7.2ポイント下降している。なお、
地方公営企業年ؑの全ࠃ経営規別（一ൠ病院300床以上400床未満）の平均（以下「同規平
均」という。）の平成29年度の比率は166.2%である。

（単位ɿ人・％）

区　　分
30年度 29年度 28年度 27年度 26年度

人数 指数 人数 指数 人数 指数 人数 指数 人数 指数
入院患者数 92,939 91.0 93, 691 91.8 100,462 98.4 93, 957 92.0 102,076 100
外来患者数 103,000 78.9 110,540 84.7 117,574 90.0 125,196 95.9 130,581 100
合　　　計 195,939 84.2 204,231 87.8 218,036 93.7 219,153 94.2 232,657 100

外 来 入 院
患 者 比 率

（166.2） （166.8） （171.3） （171.0）
110.8 118.0 117.0 133.2 127.9


　
Պ

入 院 32,697 99.6 31, 312 95.4 30, 812 93.9 27, 170 82.8 32, 827 100
外 来 27,562 75.4 28, 643 78.3 28, 030 76.6 30, 714 84.0 36, 576 100
計 60,259 86.8 59, 955 86.4 58, 842 84.8 57, 884 83.4 69, 403 100

ਆ
ܦ

Պ

入 院 2 0.3 2 0.3 10 1.3 0 0 743 100
外 来 1,826 108.2 2, 211 131.1 1, 984 117.6 2, 266 134.3 1, 687 100
計 1,828 75.2 2, 213 91.1 1, 994 82.1 2, 266 93.3 2, 430 100

॥

ث

Պ

入 院 3,963 65.3 4, 925 81.2 7, 407 122.0 5, 517 90.9 6, 069 100
外 来 1,278 42.3 3, 238 107.3 4, 427 146.7 3, 565 118.1 3, 018 100
計 5,241 57.7 8, 163 89.8 11, 834 130.2 9, 082 99.9 9, 087 100
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区　　分
30年度 29年度 28年度 27年度 26年度

人数 指数 人数 指数 人数 指数 人数 指数 人数 指数

֎
　
Պ

入 院 15,512 102.7 16, 274 107.7 14, 758 97.7 14, 820 98.1 15, 105 100
外 来 11,327 91.8 12, 640 102.4 12, 331 99.9 12, 615 102.2 12, 338 100
計 26,839 97.8 28, 914 105.4 27, 089 98.7 27, 435 100.0 27, 443 100


ਆ
ܦ
֎
Պ

入 院 4,421 92.4 4, 344 90.8 4, 679 97.8 3, 731 78.0 4, 783 100
外 来 2,153 98.1 2, 188 99.7 2, 121 96.6 2, 101 95.7 2, 195 100
計 6,574 94.2 6, 532 93.6 6, 800 97.4 5, 832 83.6 6, 978 100


ܗ
֎
Պ

入 院 20,506 100.5 18, 326 89.8 22, 725 111.4 20, 749 101.7 20, 402 100
外 来 14,490 82.4 13, 273 75.4 15, 153 86.1 17, 087 97.1 17, 594 100
計 34,996 92.1 31, 599 83.2 37, 878 99.7 37, 836 99.6 37, 996 100

࢈
්
ਓ
Պ

入 院 2,606 55.3 3, 170 67.3 4, 014 85.2 4, 511 95.8 4, 709 100
外 来 5,680 61.9 6, 140 66.9 7, 008 76.3 8, 321 90.6 9, 182 100
計 8,286 59.7 9, 310 67.0 11, 022 79.3 12, 832 92.4 13, 891 100

খ
ࣇ
Պ

入 院 2,927 67.2 2, 267 52.1 3, 336 76.6 3, 820 87.7 4, 354 100
外 来 4,654 74.7 4, 803 77.1 5, 463 87.7 5, 457 87.6 6, 231 100
計 7,581 71.6 7, 070 66.8 8, 799 83.1 9, 277 87.6 10, 585 100

؟
　
Պ

入 院 1,959 38.1 3, 454 67.2 3, 690 71.8 5, 160 100.4 5, 137 100
外 来 4,869 53.8 6, 351 70.2 7, 548 83.5 9, 833 108.7 9, 042 100
計 6,828 48.2 9, 805 69.2 11, 238 79.3 14, 993 105.7 14, 179 100

ൽ
ෘ
Պ

入 院 1,915 76.4 2, 022 80.7 2, 050 81.8 3, 135 125.1 2, 505 100
外 来 8,220 83.2 8, 728 88.4 8, 476 85.8 8, 938 90.5 9, 875 100
計 10,135 81.9 10, 750 86.8 10, 526 85.0 12, 073 97.5 12, 380 100

ൻ

ث
Պ

入 院 4,540 101.2 6, 493 144.7 6, 088 135.7 4, 514 100.6 4, 487 100
外 来 7,376 87.9 7, 892 94.0 8, 322 99.1 8, 057 96.0 8, 396 100
計 11,916 92.5 14, 385 111.7 14, 410 111.9 12, 571 97.6 12, 883 100

ࣖ
ඓ
Һ

Պ

入 院 0 － 0 － 0 － 1 օ増 0 －
外 来 756 70.6 844 78.8 899 83.9 1, 051 98.1 1, 071 100
計 756 70.6 844 78.8 899 83.9 1, 052 98.2 1, 071 100

์
ࣹ
ઢ
Պ

入 院 620 70.9 903 103.3 816 93.4 595 68.1 874 100
外 来 3,313 115.6 3, 609 125.9 3, 635 126.8 3, 595 125.4 2, 866 100
計 3,933 105.2 4, 512 120.6 4, 451 119.0 4, 190 112.0 3, 740 100

ຑ
ਲ
Պ

入 院 84 140.0 185 308.3 60 100.0 141 235.0 60 100
外 来 1,113 96.3 1, 003 86.8 999 86.4 1, 094 94.6 1, 156 100
計 1,197 98.4 1, 188 97.7 1, 059 87.1 1, 235 101.6 1, 216 100

ϝ
ϯ
λ
ϧ

Ϋ
Ϧ
χ
ỽ
Ϋ

入 院 10 47.6 14 66.7 17 81.0 93 442.9 21 100
外 来 2,936 122.6 2, 795 116.8 2, 542 106.2 2, 583 107.9 2, 394 100
計 2,946 122.0 2, 809 116.3 2, 559 106.0 2, 676 110.8 2, 415 100

（単位ɿ人・％）
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（単位ɿ人・％）

区　　分
30年度 29年度 28年度 27年度 26年度

人数 指数 人数 指数 人数 指数 人数 指数 人数 指数

ࣃ
　
Պ

入 院 0 － 0 － 0 － 0 － 0 －

外 来 4,167 59.9 6, 182 88.8 8, 636 124.1 7, 919 113.8 6, 960 100

計 4,167 59.9 6, 182 88.8 8, 636 124.1 7, 919 113.8 6, 960 100

ٹ
ٸ
Պ

入 院 1,177 օ増 － － － － － － － －

外 来 1,280 օ増 － － － － － － － －

計 2,457 օ増 － － － － － － － －

（）１　（　）内は各年度における同規平均。
　　　２　指数ɿ平成26年度を100とし、各年度の数値をඦ分比で表したものである。
科は外来に区分しているが、ओとして他科の入院患者向けに関係࣬病等の治療と併せてࣃ　	３　　　

診療している。

イ　地域別利用状況
　患者の地域別利用状況は、次表のとおりである。

（単位ɿ人・％）

年度 区　分 鳥取市 ീ಄町 ඒ町ؠ ஐ಄町 एࡩ町 その他 計

30

延患者数 144,071 28,261 3,347 7,460 4,852 7,948 195,939

構 成 比 73.5 14.4 1. 7 3. 8 2. 5 4. 1 100

指 数 89.8 96.0 92. 3 86. 8 75. 1 83. 0 89. 9

29

延患者数 150,483 27,925 4,282 7,832 4,890 8,819 204,231

構 成 比 69.0 12.8 2. 0 3. 6 2. 2 4. 0 100

指 数 93.8 94.9 118.1 91. 1 75. 7 92. 1 93. 7

28

延患者数 160,350 29,427 3,626 8,593 6,460 9,580 218,036

構 成 比 73.5 13.5 1. 7 3. 9 3. 0 4. 4 100

指 数 100 100 100 100 100 100 100

（）指数ɿ平成28年度を100とし、各年度の数値をඦ分比で表したものである。
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2　༧ࢉのࣥߦঢ়گ

（1）収益的収入及び支出
ア　第１　病院事業収益

（単位ɿ千円・％）

項 目 予算現額 決算額 予算対比 29年度
決算額

前年度対比 備　考増減額 収入率 増減額 増減率

医 業
収 益

入 院 収 益 4,803,476 4,651, 901 △	151,575 96.8 4, 684, 250 △	32,349 △	0.7

Ծ受消費
税及び地
方消費税
27, 215千
円含む

外 来 収 益 1,593,734 1,496, 281 △	97,453 93.9 1, 595, 786 △	99,505 △	6.2

保 ݥ 等
調 整 増 減 0 △	25,167 △	25,167 － △	26,567 1,400 5.3

そ の 他
医 業 収 益 576,889 582,710 5,821 101.0 613,642 △	30,932 △	5.0

小 計 6,974,099 6,705, 726 △	268,373 96.2 6, 867, 111 △	161,385 △	2.4

医業外
収 益

受 取 利 ଉ
及び配当金 3,518 3,517 △	1 100.0 4, 710 △	1,193 △	25.3

Ծ受消費
税及び地
方消費税
5 , 7 8 6千
円含む

他 会 計
繰 入 金 456,831 452,775 △	4,056 99.1 451,086 1,689 0.4

補 ॿ 金 24,894 22,243 △	2,651 89.4 25, 387 △	3,144 △	12.4

保 ݥ 金 100 4,518 4,418 4,518. 0 1, 577 2,941 186.5

患者外給৯
収 益 30 7 △	24 23.3 21 △	15 △	69.0

長期前受金
 入 122,300 122,303 3 100.0 118,118 4,185 3.5

そ の 他
医業外収益 77,465 76,929 △	536 99.3 78, 483 △	1,554 △	2.0

小 計 685,138 682,291 △	2,847 99.6 679,382 2,909 0.4

附ଳ事
業収益

病後ࣇ保ҭ
収 益 12,811 11,968 △	843 93.4 12, 555 △	587 △	4.7 Ծ受消費

税及び地
方消費税
195千円含
む

院内ୗࣇॴ
収 益 24,627 22,604 △	2,023 91.8 24, 841 △	2,237 △	9.0

小 計 37,438 34,573 △	2,865 92.3 37, 396 △	2,823 △	7.5

ಛ 別
利 益

ݻ 定 資 ࢈
売 ٫ 益 0 5 5 － 0 5 օ増 Ծ受消費

税及び地
方消費税
4 0 0円含
む

そ の 他
ಛ 別 利 益 18,334 22,174 3,840 120.9 30, 205 △	8,031 △	26.6

小 計 18,334 22,180 3,846 121.0 30, 205 △	8,025 △	26.6

計 7,715,009 7,444, 770 △	270,239 96.5 7, 614, 094 △	169,324 △	2.2

❞　決算額は、7,444,770千円であり、予算額（7,715,009千円）に対する収入率は	96.5％で、
前年度（7,614,094千円）に比べ、169,324千円、2.2％減少している。
❟　項の増減のओなものは、次のとおりである。（別表２		収益的収入節別決算比較表ࢀ照）

2　༧ࢉのࣥߦঢ়گ

（1）収益的収入及び支出
ア　第１　病院事業収益

（単位ɿ千円・％）

項 目 予算現額 決算額 予算対比 28年度
決算額

前年度対比 備　考増減額 収入率 増減額 増減率

医 業
収 益

入 院 収 益 4,821,305 4,684, 250 △	137,055 97.2 4, 942, 062 △	257,812 △	5.2

Ծ受消費
税及び地
方消費税
28, 334千
円含む

外 来 収 益 1,597,526 1,595, 786 △	1,740 99.9 1, 656, 727 △	60,941 △	3.7

保 ݥ 等
調 整 増 減 0 △	26,567 △	26,567 － △	22,700 △	3,867 △	17.0

そ の 他
医 業 収 益 586,952 613,642 26,690 104.5 581,557 32,085 5.5

小 計 7,005,783 6,867, 111 △	138,672 98.0 7, 157, 646 △	290,535 △	4.1

医業外
収 益

受 取 利 ଉ
及び配当金 4,710 4,710 0 100.0 4, 898 △	188 △	3.8

Ծ受消費
税及び地
方消費税
5 , 2 6 3千
円含む

他 会 計
繰 入 金 452,907 451,086 △	1,821 99.6 451,094 △	8 △	0.1

補 ॿ 金 25,641 25,387 △	254 99.0 29, 171 △	3,784 △	13.0

保 ݥ 金 299 1,577 1,278 527.4 162 1,415 873.5

患者外給৯
収 益 21 21 0 100 24 △	3 △	12.5

長期前受金
 入 122,207 118,118 △	4,089 96.7 107,823 10,295 9.5

そ の 他
医業外収益 68,553 78,483 9,930 114.5 83, 814 △	5,331 △	6.4

小 計 674,338 679,382 5,044 100.7 676,986 2,396 0.4

附ଳ事
業収益

病後ࣇ保ҭ
収 益 12,808 12,555 △	253 98.0 8, 981 3,574 39.8 Ծ受消費

税及び地
方消費税
220千円含
む

院内ୗࣇॴ
収 益 26,949 24,841 △	2,108 92.2 26, 090 △	1,249 △	4.8

小 計 39,757 37,396 △	2,361 94.1 35, 071 2,325 6.6

ಛ 別
利 益

そ の 他
ಛ 別 利 益 29,933 30,205 272 100.9 23, 379 6,826 29.2

小 計 29,933 30,205 272 100.9 23, 379 6,826 29.2

計 7,749,811 7,614, 094 △	135,717 98.2 7, 893, 082 △	278,988 △	3.5

❞　決算額は、7,614,094千円であり、予算額（7,749,811千円）に対する収入率は98.2％で、前
年度（7,893,082千円）に比べ、278,988千円、3.5％減少している。

❟　項の増減のओなものは、次のとおりである。（別表２　収益的収入節別決算比較表ࢀ照）
　医業収益（290,535千円減）は、その他医業収益32,085千円が増加したものの、入院収益
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　　医業収益（161,385千円減）は、外来収益99,505千円、入院収益32,349千円等が減少したた
めである。
❠　収入額のओなものは、次のとおりである。
　医業収益（6,705,726千円）は、入院収益4,651,901千円、外来収益1,496,281千円、他会計
ෛ୲金187,670千円、医療૬ஊ収益181,447千円等である。
　医業外収益（682,291千円）は、他会計繰入金452,775千円、長期前受金入122,303千円等
である。

イ　第１　病院事業費用
（単位ɿ千円・％）

項 目 予算現額 決算額 予算対比 29年度
決算額

前年度対比 備　考不用額 執行率 増減額 増減率

医 業
費 用

給 与 費 4,541,622 4, 512, 746 28,876 99.4 4, 385, 995 126,751 2.9

Ծ消費
税及び地
方消費税
194,215千
円含む

ࡐ 料 費 1,607,318 1,504, 009 103,309 93.6 1, 658, 166 △	154,157 △	9.3

経 費 1,207,967 1,130, 870 77,097 93.6 1, 133, 055 △	2,	185 △	0.2

減価ঈ٫費 479,045 479,044 1 100.0 593,178 △	114,134 △	19.2

資࢈減費 72,457 71,892 565 99.2 3, 829 68,063 1777.6

研究研म費 154,196 144,757 9,439 93.9 166,432 △	21,675 △	13.0

小 計 8,062,605 7,843, 318 219,287 97.3 7, 940, 655 △	97,337 △	1.2

医業外
費 用

支利ଉ及び
企業࠴取ѻ諸費 179,804 179,710 94 99.9 207,421 △	27,711 △	13.4

Ծ消費
税及び地
方消費税
２千円含
む

消費税及び
地方消費税 21,141 16,823 4,319 79.6 20, 148 △	3,	326 △	16.5

ࡶ 損 失 65,178 54,769 10,409 84.0 9, 965 44,804 449.6

患 者 外 給
৯ ࡐ 料 費 62 20 42 32.3 39 △	19 △	47.5

医 ࢣ 確 保
経 費 6,414 6,414 0 100 4,464 1,950 43.7

小 計 272,599 257,736 14,863 94.5 242,037 15,699 6.5

附ଳ事
業費用

病 後 ࣇ
保 ҭ 費 用 12,811 11,968 843 93.4 12, 553 △	585 △	4.7 Ծ消費

税及び地
方消費税
1,611千円
含む

院内ୗࣇॴ
費 用 24,627 22,604 2,023 91.8 24, 841 △	2,	237 △	9.0

小 計 37,438 34,573 2,865 92.3 37, 394 △	2,	821 △	7.5

ಛ 別
損 失 ಛ 別 損 失 690 640 50 92.8 291 349 119.8

予備費 予 備 費 1,500 0 1,500 0 0 0 －

計 8,374,832 8,136, 267 238,565 97.2 8, 220, 377 △	84,110 △	1.0
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❞　決算額は、8,136,267千円であり、前年度（8,220,377千円）に比べ、84,110千円、	1.0％減
少している。
❟　項の増減のओなものは、次のとおりである。
　医業費用（97,337千円減）は、給与費126,751千円等が増加したものの、ࡐ料費	154,157千円、
減価ঈ٫費114,134千円等が減少したためである。
　医業外費用（15,699千円増）は、支利ଉ及び企業࠴取ѻ諸費27,711千円等が減少したも
のの、ࡶ損失44,804千円等が増加したためである。
❠　支出額のओなものは、次のとおりである。
　医業費用（7,843,318千円）は、給与費4,512,746千円、ࡐ料費1,504,009千円、経費	1,130,870
千円、減価ঈ٫費479,044千円、研究研म費144,757千円等である。
　医業外費用（257,736千円）は、支利ଉ及び企業࠴取ѻ諸費179,710千円等である。

（2）資本的収入及び支出
ア　第１　資本的収入

（単位ɿ千円・％）

項 目 予算現額 決算額
予算対比 29年度

決算額
前年度対比

備　考
増減額 収入率 増減額 増減率

他会計
繰入金

他会計
繰入金 658,775 657,711 △	1,	064 99.8 655,969 1,742 0.3

企業࠴ 企業࠴ 840,100 784,100 △	56,000 93.3 124,800 659,300 528.3

補ॿ金 県　ࠃ
補ॿ金 0 0 0 － 6,224 △	6,	224 օ減

その他
収　入

その他
収　入 15,750 15,750 0 100 0 15,750 օ増

計 1,514,625 1,457, 561 △	57,064 96.2 786,993 670,568 85.2

　決算額は、1,457,561千円であり、前年度（786,993千円）に比べ、670,568千円、85.2％増加
している。
　これは、企業659,300࠴千円等が増加したためである。

イ　第１　資本的支出
（単位ɿ千円・％）

項 目 予算現額 決算額
予算対比 29年度

決算額
前年度対比

備　考
不用額 執行率 増減額 増減率

企業࠴
ঈؐ金

企業࠴
ঈؐ金 954,852 954,852 0 100.0 905,582 49,270 5.4

建　設
改良費

営　業
設備費 917,879 860,741 57,138 93.8 256,464 604,277 235.6

Ծ消費税
及び地方消
費税62, 462
千円含む
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項 目 予算現額 決算額
予算対比 29年度

決算額
前年度対比

備　考
不用額 執行率 増減額 増減率

医　ࢣ
学金

医　ࢣ
学金 4,800 4,800 0 100 9,600 △	4,	800 △	50.0

補ॿ金等
ฦ ؐ 金

補ॿ金等
ฦ ؐ 金 12,175 12,150 25 99.8 17 12,133 71370.6

計 1,889,706 1,832, 542 57,164 97.0 1, 171, 663 660,879 56.4

　決算額は、1,832,542千円であり、前年度（1,171,663千円）に比べ、660,879千円、56.4％増
加している。
　これは、建設改良費604,277千円等が増加したためである。

ウ　資本的収入額（1,457,561千円）が資本的支出額（1,832,542千円）に不足する額374,981千円
は、過年度分損益勘定留保資金371,256千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整
額3,726千円で補てんしている。

（3）企業࠴借入の状況
　企業࠴の当年度借入高は、784,100千円（予算に定める限度額840,100千円）で、年度末未ঈؐ
。高は、5,172,077千円（前年度5,342,828千円）である

（4）一時借入金の状況
　一時借入金はなかった。（借入限度額500,000千円）

（5）ٞ会のٞ決を経なけれྲྀ用できない経費の状況
　　ྲྀ用の実績はなかった。

（単位ɿ千円）

区　　　　　　分 ٞ　決　額 執　行　額

職 員 給 与 費 4,554,055 4,524, 531

ަ ࡍ 費 900 548

（6）たなԷ資ߪ࢈入限度額
。入額は、1,445,548千円であるߪ入限度額1,550,312千円に対するߪ　

Ӧܦ　３

（1）損益収支の状況（別表４　比較損益計算書、別表６　事業経営分析表ࢀ照）
　医業収益6,678,511千円（前年度6,838,777千円）と、医業費用7,649,103千円（前年度	7,734,567
千円）を対比した医業収支比率は、87.3％（前年度88.4％、前年度同規平均88.4％）で、前年
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度に比べ、1.1ポイント下降している。
　経常収益（医業収益ʴ医業外収益ʴ附ଳ事業収益）7,389,395千円（前年度7,550,072千円）と、
経常費用（医業費用ʴ医業外費用ʴ附ଳ事業費用）8,106,157千円（前年度	8,186,962千円）を対
比した経常収支比率は、91.2％（前年度92.2％、前年度同規平均96.3％）で、前年度に比べ、1.0
ポイント下降している。
　総収益（経常収益ʴಛ別利益）7,411,574千円（前年度7,580,277千円）と、総費用（経常費用
ʴಛ別損失）8,106,796千円（前年度8,187,252千円）を対比した総収支比率は、	91.4％（前年度
92.6％、前年度同規平均96.1％）で、前年度に比べ、1.2ポイント下降している。
　当年度純利益は、△695,222千円（前年度純利益△606,975千円）であり、前年度繰越欠損金
9,303,060千円（前年度8,696,085千円）を加えた当年度未処理欠損金は、	9,998,282千円である。

（2）収益及び費用のओな状況
ア　診療行ҝ別収益の状況
　診療行ҝ別収益の状況は、次表のとおりである。
　入院収益は、33,062千円、0.7％減少している。
　これは、入院料・給৯料67,557千円等が増加したものの、手ज़及び処置料87,687千円、ࣹ
料16,277千円等が減少したためである。
　外来収益は、97,311千円、6.1％減少している。
　これは、検査料27,427千円、์ࣹઢ料24,724千円等が減少したためである。

（単位ɿ千円・％）

区　分
入　　　　　　　　院 外　　　　　　　　来

30年度 29年度
比　　　較

30年度 29年度
比　　　　較

増減額 増減率 増減額 増減率
ॳ診料・
࠶ 診 料 － － － － 107,237 114,213 △	6,976 △	6.1

入院料・
給 ৯ 料 3,225,649 3,158, 092 67,557 2.1 － － － －

投 ༀ 料 19,569 25,353 △	5,784 △	22.8 24, 766 37,972 △	13,206 △	34.8

 ࣹ 料 31,324 47,601 △	16,277 △	34.2 397,348 406,465 △	9,117 △	2.2

検 査 料 33,494 33,048 446 1.3 323,217 350,644 △	27,427 △	7.8

์ࣹઢ料 21,647 23,997 △	2,350 △	9.8 383,403 408,127 △	24,724 △	6.1

手ज़及び
処 置 料 1,163,880 1,251, 567 △	87,687 △	7.0 92, 867 110,546 △	17,679 △	16.0

そ の 他 139,152 128,120 11,032 8.6 159,213 157,394 1,819 1.2

計 4,634,716 4,667, 778 △	33,062 △	0.7 1, 488, 050 1,585, 361 △	97,311 △	6.1

（）１　Ծ受消費税及び地方消費税を除く。
　　　２　保ݥ等調整減後の額である。
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イ　患者一人一日当たり診療収入
　患者一人一日当たり診療収入は、次表のとおりである。
　前年度に比べ、入院は47円、0.1％、外来は105円、0.7％増加している。

（単位ɿ円・％）

区　分
入　　　　　　　　院 外　　　　　　　　来

30年度 29年度 比　　　較 30年度 29年度 比　　　　較
増減額 増減率 増減額 増減率

ॳ診料・
࠶ 診 料 － － － － 1,041 1,033 8 0.8

入院料・
給 ৯ 料 34,707 33,708 999 3.0 － － － －

投 ༀ 料 211 271 △	60 △	22.1 240 344 △	104 △	30.2

 ࣹ 料 337 508 △	171 △	33.7 3, 858 3,677 181 4.9

検 査 料 360 353 7 2.0 3, 138 3,172 △	34 △	1.1

์ࣹઢ料 233 256 △	23 △	9.0 3, 722 3,692 30 0.8

手ज़及び
処 置 料 12,523 13,357 △	834 △	6.2 902 999 △	97 △	9.7

そ の 他 1,497 1,368 129 9.4 1, 546 1,425 121 8.5

計 49,868 （46,986） 47 0.1 14,447 （12,839） 105 0.749, 821 14,342

（）１　Ծ受消費税及び地方消費税を除く。	 	 	
　　　２　（　）内は同規平均である。

ウ　診療科別収益の状況
　診療科͝との入院、外来別収益の状況は、次表のとおりである。
	 （単位ɿ人・円・千円）

区　　分

30　年　度 29　年　度 差　引　増　減

取 ѻ
患者数

一 人
当たり
単 価

金 額
（千円）

取 ѻ
患者数

一 人
当たり
単 価

金 額
（千円）

患 者 の
増 減

一人当た
り単価の
増 減

金 額
（千円）

（$／"） （'／%） （"－%）（#－&）（$－'）
̖ ̗ ̘ ̙ ̚ ̛ ̜ ̝ ̞

内 科
入院 32,697 38,500 1,258, 846 31,312 38,581 1,208, 048 1,385 △	81 50,798
外来 27,562 16,981 468,041 28,643 16,192 463,778 △	1,	081 790 4,263

ਆ経内科
入院 2 38,424 77 2 38,500 77 0 △	76 △	0
外来 1,826 8,919 16,286 2,211 8,986 19,867 △	385 △	66 △	3,	581

॥ 環 器
内 科

入院 3,963 61,955 245,528 4,925 53,925 265,581 △	962 8,030 △	20,053
外来 1,278 13,641 17,433 3,238 24,276 78,607 △	1,	960 △	10,635 △	61,174

外 科
入院 15,512 55,747 864,742 16,274 55,860 909,059 △	762 △	113 △	44,317
外来 11,327 29,119 329,829 12,640 30,271 382,628 △	1,	313 △	1,	152 △	52,799

 ਆ 経
外 科

入院 4,421 46,755 206,706 4,344 47,168 204,898 77 △	413 1,808
外来 2,153 9,969 21,464 2,188 12,142 26,567 △	35 △	2,	173 △	5,	103
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区　　分

30　年　度 29　年　度 差　引　増　減

取 ѻ
患者数

一 人
当たり
単 価

金 額
（千円）

取 ѻ
患者数

一 人
当たり
単 価

金 額
（千円）

患 者 の
増 減

一人当た
り単価の
増 減

金 額
（千円）

（$／"） （'／%） （"－%）（#－&）（$－'）
̖ ̗ ̘ ̙ ̚ ̛ ̜ ̝ ̞

整ܗ外科
入院 20,506 56,050 1,149, 363 18,326 57,357 1,051, 133 2,180 △	1,	307 98,230
外来 14,490 8,799 127,497 13,273 8,897 118,090 1,217 △	98 9,407

人科්࢈
入院 2,606 53,921 140,518 3,170 49,700 157,548 △	564 4,221 △	17,030
外来 5,680 8,856 50,300 6,140 8,200 50,349 △	460 656 △	49

小 ࣇ 科
入院 2,927 47,616 139,373 2,267 45,923 104,107 660 1,693 35,266
外来 4,654 7,125 33,160 4,803 6,419 30,830 △	149 706 2,330

؟ 科
入院 1,959 90,716 177,713 3,454 80,931 279,537 △	1,	495 9,785 △	101,824
外来 4,869 10,052 48,945 6,351 10,322 65,557 △	1,	482 △	270 △	16,612

ൽ ෘ 科
入院 1,915 35,054 67,128 2,022 38,631 78,111 △	107 △	3,	577 △	10,983
外来 8,220 8,735 71,799 8,728 8,555 74,672 △	508 179 △	2,	873

ൻ器科
入院 4,540 55,312 251,116 6,493 52,646 341,828 △	1,	953 2,666 △	90,712
外来 7,376 18,175 134,060 7,892 15,823 124,873 △	516 2,352 9,187

ࣖ ඓ
Һ  科

入院 0 0 0 0 0 0 0 0 0
外来 756 5,020 3,795 844 4,975 4,199 △	88 45 △	404

์ࣹઢ科
入院 620 62,312 38,633 903 56,749 51,244 △	283 5,563 △	12,611
外来 3,313 27,463 90,985 3,609 28,443 102,650 △	296 △	980 △	11,665

ຑ ਲ 科
入院 84 88,714 7,452 185 87,584 16,203 △	101 1,131 △	8,	751
外来 1,113 1,238 1,378 1,003 1,166 1,169 110 73 209

ࣃ 科
入院 0 0 0 0 0 0 0 0 0
外来 4,167 5,748 23,954 6,182 4,625 28,593 △	2,	015 1,123 △	4,	639

メンタϧ
クリχοク

入院 10 37,631 376 14 28,857 404 △		4 8,774 △	28
外来 2,936 4,536 13,319 2,795 4,627 12,932 141 △	90 387

救 急 科
入院 1,177 74,040 87,146 － － － 1,177 74,040 87,146
外来 1,280 27,972 35,805 － － － 1,280 27,972 35,805

計
入院 92,939 49,868 4,634, 716 93,691 49,821 4,667, 778 △	752 47 △	33,062
外来 103,000 14,447 1,488, 050 110,540 14,342 1,585, 361 △	7,	540 105 △	97,311

（）　Ծ受消費税及び地方消費税を除く。

Τ　入院及び外来にかかる調定及び未収額の状況
　現年度分の入院、外来収益の調定及び収入状況は、次表のとおりである。

	 （単位ɿ千円・％）

区　　分 入　　院 外　　来 計 29年度実績

調 定 額 4,634,716 1,488, 050 6,122, 766 6,253, 139

収 入 済 額 3,715,899 1,206, 164 4,922, 063 5,083, 410

未 収 額 918,817 281,885 1,200, 703 1,169, 729

徴 収 率 80.2 81.1 80. 4 81. 3

（）　Ծ受消費税及び地方消費税を除き、保ݥ等調整増減後の額である。
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❞　未収額は、1,200,703千円である。
　内訳は、診療ใु求額1,131,586千円、患者ෛ୲額69,117千円である。
❟　ཌ年度以降に繰越す前年度以前未収金は、患者ෛ୲額38,479千円である。
❠　過年度未収金にかかる貸引当金取่額（不納欠損処理によるもの）は7,595千円で、過
年度損益म正損（غ์ݖ࠴によるもの）は79千円である。

Φ　職員の業務能率
　職員一人一日当たりの業務能率は、次表のとおりである。

（単位ɿ人・円）

区　　　分
30年度 29年度 28年度 27年度 26年度

入院 外来 入院 外来 入院 外来 入院 外来 入院 外来

取 ѻ
患者数

医　ࢣ 4.1 4.5 4. 2 5. 0 （4.6） （7.6） （4.5） （7.8） （4.6） （7.9）
4.7 5. 4 4. 2 5. 7 4. 4 5. 7

　護
部　門 0.8 0.9 0. 8 1. 0 （0.9） （1.5） （0.9） （1.5） （0.9） （1.5）

0.9 1. 0 0. 8 1. 1 0. 9 1. 1

診 療
収 入

医　ࢣ 269,702 （306,273） （309,665） （305,928） （299,855）
280,775 304,418 294,519 294,224

　護
部　門 50,704 （59,777） （59,104） （58,954） （57,686）

56,041 57,802 56,921 58,227

（）（　）内は各年度における同規平均である。

Χ　性質別費用の状況
　医業費用および医業外費用を性質別に分類すると、次表のとおりである。

（単位ɿ千円・％）

区　　分
30　年　度 29　年　度 28　年　度

金　額 構成比 前年度
増減比 金　額 構成比 前年度

増減比 金　額 構成比 前年度
増減比

給 与 費 4,510,890 55.9 2. 9 4, 384, 078 53.8 3. 5 4, 236, 803 52.2 2. 1
ࡐ 料 費 1,393,064 17.3 △	9.3 1, 535, 701 18.8 △	4.5 1, 608, 270 19.8 △	1.6
経 費 1,051,405 13.0 △	0.2 1, 053, 410 12.9 0. 6 1, 047, 536 12.9 △	2.0
減 価ঈ٫費 479,044 5.9 △	19.2 593,177 7.3 △	1.4 601,886 7.4 5. 4
資 減費࢈ 71,892 0.9 1777.6 3, 829 0.0 △	69.3 12, 481 0.2 △	31.6
研 究研म費 142,808 1.8 △	13.1 164,371 2.0 11. 1 148,005 1.8 4. 2
支  利 ଉ
及び企業࠴
取 ѻ 諸 費

179,710 2.2 △	13.4 207,421 2.5 △	11.4 234,056 2.9 △	10.2

ࡶ 損 失 237,948 2.9 16. 1 204,872 2.5 △	4.9 215,398 2.7 △	6.1
患者外給৯用
ࡐ 料 費 19 0.0 △	48.8 37 0.0 △	30.2 53 0.0 55. 9

医ࢣ確保経費 6,414 0.1 43. 7 4, 464 0.1 △	38.0 7, 200 0.1 33. 3
計 8,073,195 100 △	1.0 8, 151, 360 100 0.5 8, 111, 688 100 0.4

（）1　附ଳ事業費用（病後ࣇ保ҭ事業、院内ୗࣇॴ事業）を除く。
　　　2　Ծ消費税及び地方消費税を除く。
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Ω　患者一人一日当たりༀ費等
　患者一人一日当たりのༀ費等は、次表のとおりである。

（単位ɿ円）
区　　　分 30年度 29年度 28年度 27年度 26年度

投 ༀ 391 （807） （859） （969） （728）
487 526 469 467

 ࣹ 2,659 （2,510） （2,461） （2,274） （2,187）
2,702 2,593 2,754 2,350

入院患者給৯ࡐ料 493 （353） （356） （364） （369）
488 503 510 487

（）（　）内は各年度における同規平均である。

（照ࢀ別表５　比較貸借対照表）ঢ়ଶࡒ　４

（1）資　　࢈
　資࢈は、11,832,919千円で、前年度	11,564,627千円
に比べ、268,292千円、2.3％増加している。
　増減のओなものは、次のとおりである。
、195,412千円、建167,227千円等が減少したものの࢈は、リース資（164,174千円増）࢈定資ݻ　
器ց備553,659千円が増加したためである。
　ྲྀ動資࢈（104,118千円増）は、期貸付金300,000千円等が減少したものの、現金༬金390,318
千円等が増加したためである。

（2）ෛ　　࠴
　ෛ࠴は、9,090,517千円で、前年度（8,646,130千円）に比べ、444,387千円、5.1％増加している。
増減のओなものは、次のとおりである。
199,637千円、リー࠴は、引当金101,403千円が増加したものの、企業（118,227千円減）࠴定ෛݻ　
ス࠴務19,993千円が減少したためである。
　ྲྀ動ෛ࠴（580,657千円増）は、リース࠴務49,191千円等が減少したものの、未金	596,869千
円等が増加したためである。
　繰延収益（18,043千円減）は、長期前受金が減少したためである。

（3）資　　本
　資本は、2,742,402千円で、前年度（2,918,497千円）に比べ、176,095千円、6.0％減少している。
　増減のओなものは、次のとおりである。
　資本金（519,127千円増）は、資本金が増加したためである。
　剰余金（695,222千円減）は、利益剰余金695,222千円が減少したためである。

（4）資金の状況について
　Ωϟογϡ・ϑϩー計算書の、当年度における現金・༬金の収入・支出状況は次のとおりである。
　当年度資金期末高は1,345,755千円で、前年度（955,437千円）に比べ、390,318千円増加して
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いる。
　このうち業務活動によるΩϟογϡ・ϑϩーは△196,501千円で、前年度（213,015千円）に比
べ409,516千円の減少、投資活動によるΩϟογϡ・ϑϩーは168,071千円で、前年度（42,438千
円）に比べ125,633千円の増加、財務活動によるΩϟογϡ・ϑϩーは	418,748千円で、前年度（△
249,421千円）に比べ668,169千円の増加となっている
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Ωϟογϡ・ϑϩー計算書	 （単位ɿ千円）

区　　　　　　　分 30年度 29年度 増減額
１業務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー
当年度純利益（△は純損失） △	695,222 △	606,975 △	88,247
減価ঈ٫費 480,349 594,496 △	114,147
除٫費等࢈定資ݻ 71,176 2,886 68,290
引当金の増減額（△は減少）	 118,604 213,114 △	94,510
長期前受金入額 △	122,303 △	118,118 △	4,185
受取利ଉ及び配当金 △	3,517 △	4,710 1,193
支利ଉ及び企業࠴取ѻ諸費 179,710 207,421 △	27,711
未収金の増減額（△は増加） △	29,004 85,540 △	114,544
未金の増減額（△は減少） △	9,357 65,423 △	74,780
たなԷ資࢈の増減額（△は増加） 6,924 5,718 1,206
ಛ別利益 △	22,174 △	30,205 8,031
ಛ別損失 349 △	797 1,146
その他 4,840 1,952 2,888
小計 △	19,625 415,745 △	435,370
利ଉ及び配当金の受取額 2,835 4,697 △	1,862
利ଉの支額 △	179,710 △	207,427 27,717
業務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー △	196,501 213,015 △	409,516

２ 投資活動によるΩϟογϡ・ϑϩー
有ݻܗ定資࢈の取ಘによる支出 △	137,214 △	156,702 19,488
補ॿ金等による収入ݿࠃ 6,485 4,739 1,746
補ॿ金等のฦؐによる支出ݿࠃ 0 △	17 17
一ൠ会計ຢは他のಛ別会計からの繰入金による収入 0 4,018 △	4,018
一ൠ会計ຢは他のಛ別会計からの繰入金ฦؐによる支出 △	12,150 0 △	12,150
鳥取市立病院医ࢣ学金貸与による支出 △	4,800 △	9,600 4,800
鳥取市立病院医ࢣ学金ฦ済による収入 15,750 0 15,750
期貸付金による支出 △	900,000 △	1,300, 000 400,000
期貸付金の回収による収入 1,200,000 1,500, 000 △	300,000
投資活動によるΩϟογϡ・ϑϩー 168,071 42,438 125,633

３ 財務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー
建設改良費等の財源に充てるための企業࠴による収入 784,100 124,800 659,300
建設改良費等の財源に充てるための企業࠴のঈؐによる支出 △	954,852 △	905,582 △	49,270
他会計等からの出資等による収入 658,683 649,771 8,912
リース࠴務のฦ済による支出 △	69,183 △	118,410 49,227
財務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー 418,748 △	249,421 668,169

資金増加額（ຢは減少額） 390,318 6,032 384,286
資金期ट高 955,437 949,405 6,032
資金期末高 1,345,755 955,437 390,318

（）本表は間法による。
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（照ࢀ別表６　事業経営分析表）Ӧੳܦ　̑

（1）財政の健全性
　長期的な資金の安定性を表すݻ定比率は、269.6％で、前年度（248.4％）に比べ、	21.2ポイン
ト上昇し、ѱ化している。
　期࠴務に対応する現金༬金等によるྲྀ動資࢈の支能力をみるྲྀ動比率は157.7％で、前年
度（205.1％）に比べ、47.4ポイント下降し、ѱ化しており、200％以上とされる理想比率を下回っ
ている。
　また、ྲྀ動比率とともに、ྲྀ動資࢈のうち当座資࢈（現金༬金及び換金性の高い資࢈）の支
能力をみるࢎ性試ݧ比率（当座比率）は、116.0％で、前年度（131.2％）に比べ、15.2ポイント
下降し、ѱ化しているが、100％以上とされる理想比率は上回っている。

（2）経営の安定性
　医業収益とそれに要した医業費用とを対比して業務活動の能率を示す医業収支比率は、87.3％
（前年度88.4％、前年度同規平均88.4％）で、前年度に比べ1.1ポイント下降し、ѱ化しており、
100％を下回る状態が継続している。
　経常的な収益と費用の関連を示す経常収支比率は、91.2％（前年度92.2％、前年度同規平均
96.3％）で、前年度に比べ、1.0ポイント下降し、ѱ化している。
　営業未収金等の回転度を表す未収金回転率は、5.15回で、前年度（5.16回）に比べ、0.01回
下降し、わずかにѱ化している。
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別表１

業　　　　࣮　　　　ද

区　　　　　　分 単
位

30年度
29年度 28年度 27年度

予定量 実　績

ೖ
Ӄ

一 ൠ 病 床 数 ✔ 床 340 340 340 340 340

延 患 者 数 ✕ 人 94,900 92,939 93,691 100,462 93,957

一 日 平 均 患 者 数 ✖ 人 260 254.6 256.7 275.2 256.7

֎
དྷ

延 患 者 数 ✗ 人 109,800 103,000 110,540 117,574 125,196

一 日 平 均 患 者 数 ✘ 人 450 422.1 453.0 483.8 515.2

病 床 利 用 率
％ － 74.9

（72.8） （72.2） （70.8）
　　　　 　✕

年延病床数×100 75.5 81. 0 75. 5

外 来 入 院 患 者 比 率
✗/✕×100 ％ － 110.8

（166.2） （166.8） （171.3）
118.0 117.0 133.2

病床100床当たり
職 員 数

職員数×100病床数　　

年 度 末 現 在

医 ࢣ 人 － 18.2
（16.1） （15.8） （15.1）
18.5 17.1 17. 4

 護 部 門 人 － 86.8
（83.6） （82.1） （80.8）
83.6 79.8 82. 5

ༀ ࡎ 部 門 人 － 5.0
（4.3） （4.1） （4.0）
4.7 5. 0 4. 4

事 務 部 門 人 － 10.6
（13.0） （12.8） （12.2）
10.0 9. 4 9. 1

給 ৯ 部 門 人 － 3.2
（2.3） （2.2） （2.3）
3.2 3. 2 3. 2

์ࣹઢ部門 人 － 3.8
（4.1） （3.9） （3.8）
4.1 3. 8 3. 8

ྟ床検査部門 人 － 4.4
（5.2） （5.0） （4.9）
3.5 3. 5 3. 5

その他職員 人 － 10.9
（10.8） （10.1） （9.5）
9.4 8. 8 7. 9

全 職 員 人 － 143.0 （139.4） （136.0） （132.6）
137.1 130.7 127.3

（）１（　）内は各年度における同規平均である。	
　　 ２ 各職員数ཝの数値は公営企業決算統計調査ථ（総務省）ࡌه数値により算出した。
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別表２

ऩӹతऩೖઅผ決算ൺֱද
（単位ɿ千円・％）

区分
項目節

30　年　度 29　年　度 比 較 増 減
金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率

ҩ 業 ऩ ӹ ýþ÷üþùý Ā÷�ø ýÿýþøøø Ā÷�ù ˚çøýøúÿü ˚çù�û

入 院 収 益 4,651,901 62.5 4, 684, 250 61.5 △	32,349 △	0.7

入 院 収 益 4,651,901 62.5 4, 684, 250 61.5 △	32,349 △	0.7

外 来 収 益 1,496,281 20.1 1, 595, 786 21.0 △	99,505 △	6.2

外 来 収 益 1,496,281 20.1 1, 595, 786 21.0 △	99,505 △	6.2

保 ݥ 等 調 整 増 減 △	25,167 △	0.3 △	26,567 △	0.3 1, 400 5.3

（ 入　　　 院 ） △	17,116 △	0.2 △	16,311 △	0.2 △	805 △	4.9

（ 外　　　 来 ） △	8,051 △	0.1 △	10,256 △	0.1 2, 205 21.5

そ の 他 医 業 収 益 582,710 7.8 613,642 8.1 △	30,932 △	5.0

室 料 差 額 収 益 85,694 1.2 88, 717 1.2 △	3,023 △	3.4

公ऺӴ生活動収益 67,319 0.9 68, 872 0.9 △	1,553 △	2.3

医 療 ૬ ஊ 収 益 181,447 2.4 189,508 2.5 △	8,061 △	4.3

受ୗ検査施設利用収益 2,108 0.0 1, 293 0.0 815 63.0

その他医業収益 58,472 0.8 67, 265 0.9 △	8,793 △	13.1

他 会 計 ෛ ୲ 金 187,670 2.5 197,987 2.6 △	10,317 △	5.2

ҩ 業 ֎ ऩ ӹ ýÿùùĀø Ā�ù ýþĀúÿù ÿ�Ā ùĀ÷Ā ÷�û

受取利ଉ及び配当金 3,517 0.0 4, 710 0.1 △	1,193 △	25.3

༬ 金 利 ଉ 135 0.0 195 0.0 △	60 △	30.8

貸 付 金 利 ଉ 3,382 0.0 4, 515 0.1 △	1,133 △	25.1

他 会 計 繰 入 金 452,775 6.1 451,086 5.9 1, 689 0.4

他 会 計 ෛ ୲ 金 452,775 6.1 451,086 5.9 1, 689 0.4

補 ॿ 金 22,243 0.3 25, 387 0.3 △	3,144 △	12.4

ࠃ 県 補 ॿ 金 18,517 0.2 22, 119 0.3 △	3,602 △	16.3

そ の 他 補 ॿ 金 3,726 0.1 3, 268 0.0 458 14.0

その他医業外収益 76,929 1.0 78, 483 1.0 △	1,554 △	2.0

その他医業外収益 76,929 1.0 78, 483 1.0 △	1,554 △	2.0
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区分
項目節

30　年　度 29　年　度 比 較 増 減
金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率

保 ݥ 金 4,518 0.1 1, 577 0.0 2, 941 186.5

保 ݥ 金 4,518 0.1 1, 577 0.0 2, 941 186.5

患 者 外 給 ৯ 収 益 7 0.0 21 0.0 △	15 △	69.0

患者外給৯収益 7 0.0 21 0.0 △	15 △	69.0

長 期 前 受 金  入 122,303 1.6 118,118 1.6 4, 185 3.5

長期前受金入 122,303 1.6 118,118 1.6 4, 185 3.5

ෟ ଳ 事 業 ऩ ӹ úûüþú ÷�ü úþúĀý ÷õü ˚çùÿùú ˚çþ�ü

病 後 ࣇ 保 ҭ 収 益 11,968 0.2 12, 556 0.2 △	588 △	4.7

ෛ ୲ 金 11,968 0.2 12, 556 0.2 △	588 △	4.7

院 内 ୗ ࣇ ॴ 収 益 22,604 0.3 24, 840 0.3 △	2,236 △	9.0

利 用 料 2,629 0.0 2, 973 0.0 △	344 △	11.6

ෛ ୲ 金 19,976 0.3 21, 867 0.3 △	1,891 △	8.6

ಛ ผ ར ӹ ùùøÿ÷ ÷�ú ú÷ù÷ü ÷�û ˚çÿ÷ùü ˚çùý�ý

ݻ 定 資 ࢈ 売 ٫ 益 5 0.0 0 0	 5 օ増

売٫益࢈定資ݻ 5 0.0 0 0	 5 օ増

そ の 他 ಛ 別 利 益 22,174 0.3 30, 205 0.4 △	8,031 △	26.6

長期前受金入 22,174 0.3 29, 740 0.4 △	7,566 △	25.4

引 当 金  入 0 0	 465 0.0 △	465 օ減

ܭ　　　　　߹ þûûûþþ÷ ø÷÷ þýøû÷Āû ø÷÷ ˚çøýĀúùû ˚çù�ù

（）Ծ受消費税及び地方消費税含む。
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別表３

ຊతऩೖઅผ決算ൺֱදࢿ
（単位ɿ千円・％）

区分
項目節

30　年　度 29　年　度 比 較 増 減
金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率

ଞ ձ ܭ ܁ ೖ ۚ ýüþþøø ûü�ø ýüüĀýĀ ÿú�û øþûù ÷�ú

他 会 計 繰 入 金 657,711 45.1 655,969 83.4 1, 742 0.3

他 会 計 繰 入 金 657,711 45.1 655,969 83.4 1, 742 0.3

ا 業 ࠴ þÿûø÷÷ üú�ÿ øùûÿ÷÷ øü�Ā ýüĀú÷÷ üùÿ�ú

企 業 ࠴ 784,100 53.8 124,800 15.9 659,300 528.3

企 業 ࠴ 784,100 53.8 124,800 15.9 659,300 528.3

ิ ॿ ۚ ÷ ÷ ýùùû ÷�ÿ ˚çýùùû օݮ

ࠃ 県 補 ॿ 金 0 0 6,224 0.8 △	6,224 օ減

県 補 ॿ 金 0 0 6,224 0.8 △	6,224 օ減

ͦ の ଞ ऩ ೖ øüþü÷ ø�ø ÷ ÷ øüþü÷ օ૿

そ の 他 収 入 15,750 1.1 0 0 15,750 օ増

そ の 他 収 入 15,750 1.1 0 0 15,750 օ増

ܭ øûüþüýø ø÷÷ þÿýĀĀú ø÷÷ ýþ÷üýÿ ÿü�ù
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別表４

ൺ　　　ֱ　　　ଛ　　　ӹ

借　　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率

ҩ 業 අ 用 þýûĀø÷ú Āû�û þþúûüýþ Āû�ü ˚çÿüûýû ˚çø�ø

給 与 費 4,510,890 55.6 4, 384, 079 53.5 126,811 2.9

ࡐ 料 費 1,393,064 17.2 1, 535, 701 18.8 △	142,637 △	9.3

経 費 1,051,405 13.0 1, 053, 410 12.9 △	2,005 △	0.2

減 価 ঈ ٫ 費 479,044 5.9 593,177 7.2 △	114,133 △	19.2

資 ࢈ 減  費 71,892 0.9 3, 829 0.0 68, 063 1,777. 6

研 究 研 म 費 142,808 1.8 164,371 2.0 △	21,563 △	13.1

ҩ 業 ֎ අ 用 ûùû÷Āù ü�ù ûøýþĀû ü�ø þùĀÿ ø�ÿ
支  利 ଉ 及 び
企 業 ࠴ 取 ѻ 諸 費 179,710 2.2 207,421 2.5 △	27,711 △	13.4

患 者 外 給 ৯ 用 ࡐ 料 費 19 0.0 37 0.0 △	18 △	48.8

医 ࢣ 確 保 経 費 6,414 0.1 4, 464 0.1 1, 950 43.7

ࡶ 損 失 237,948 2.9 204,872 2.5 33, 076 16.1

ෟ ଳ 事 業 අ 用 úùĀýù ÷�û úüý÷ø ÷�û ˚çùýúĀ ˚çþ�û

病 後 ࣇ 保 ҭ 費 用 11,935 0.1 12, 503 0.2 △	568 △	4.5

院 内 ୗ ࣇ ॴ 費 用 21,027 0.3 23, 098 0.3 △	2,071 △	9.0

ಛ ผ ଛ ࣦ ýû÷ ÷�÷ ùĀ÷ ÷�÷ úü÷ øù÷�ý

ಛ 別 損 失 640 0.0 290 0.0 350 120.6

අ　用　߹　ܭ ÿø÷ýþĀý ø÷÷ç ÿøÿþùüù ø÷÷ç ˚çÿ÷ûüý ˚çø�÷

   ७ ར ӹ ˚çýĀüùùù ô ˚çý÷ýĀþü ô ˚çÿÿùûþ ˚çøû�ü

ܭ　　　　　߹ þûøøüþû ô þüÿ÷ùþþ ô ˚çøýÿþ÷ú ˚çù�ù
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計　　　算　　　ॻ
（単位ɿ千円・％）

貸　　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率

ҩ 業 ऩ ӹ ýóýþÿóüøø Ā÷�ø ýÿúÿþþþ Ā÷�ù ˚çøý÷ùýý ˚çù�ú

入 院 収 益 4,651,832 62.8 4, 684, 088 61.8 △	32,256 △	0.7

外 来 収 益 1,496,101 20.2 1, 595, 617 21.0 △	99,516 △	6.2

保 ݥ 等 調 整 減 △	25,167 △	0.3 △	26,567 △	0.4 1, 400 5.3

そ の 他 医 業 収 益 555,745 7.5 585,639 7.7 △	29,894 △	5.1

ҩ 業 ֎ ऩ ӹ ýþýü÷ý Ā�ø ýþûøøĀ ÿ�Ā ùúÿþ ÷�û

受 取 利 ଉ 及 び 配 当 金 3,517 0.0 4, 710 0.1 △	1,193 △	25.3

他 会 計 繰 入 金 452,775 6.1 451,086 6.0 1, 689 0.4

補 ॿ 金 22,243 0.3 25, 387 0.3 △	3,144 △	12.4

保 ݥ 金 4,518 0.1 1, 577 0.0 2, 941 186.5

患 者 外 給 ৯ 収 益 6 0.0 19 0.0 △	13 △	68.3

長 期 前 受 金  入 122,303 1.7 118,118 1.6 4, 185 3.5

そ の 他 医 業 外 収 益 71,144 1.0 73, 222 1.0 △	2,078 △	2.8

ෟ ଳ 事 業 ऩ ӹ úûúþÿ ÷�ü úþøþý ÷�ü ˚çùþĀÿ ˚çþ�ü

病 後 ࣇ 保 ҭ 収 益 11,968 0.2 12, 555 0.2 △	587 △	4.7

院 内 ୗ ࣇ ॴ 収 益 22,410 0.3 24, 621 0.3 △	2,211 △	9.0

ಛ ผ ར ӹ ùùøþĀ ÷�ú ú÷ù÷ü ÷�û ˚çÿ÷ùý ˚	ùý�ý

ݻ 定 資 ࢈ 売 ٫ 益 5 0.0 0 0 5 օ増

そ の 他 ಛ 別 利 益 22,174 0.3 30, 205 0.4 △	8,031 △	26.6

ܭ　　　　　߹ þûøøüþû ø÷÷ þüÿ÷ùþþ ø÷÷ ˚çøýÿþ÷ú ˚çù�ù
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別表５

ൺ　　　ֱ　　　ି　　　आ

借　　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率

ݻ ఆ ࢿ ࢈ ÿùøüøøĀ ýĀ�û ÿ÷ü÷Āûü ýĀ�ý øýûøþû ù�÷

有 ܗ ݻ 定 資 ࢈ 8,127,323 68.7 7, 944, 835 68.7 182,488 2.3

 地 1,696,515 14.3 1, 696, 515 14.7 0 0

立  38,431 0.3 38, 431 0.3 0 0

建  4,833,208 40.8 5, 000, 435 43.2 △	167,227 △	3.3

器 ց 備  1,328,223 11.2 774,564 6.7 553,659 71.5

ं ྆ 257 0.0 257 0.0 △	0 0

構 築  145,430 1.2 152,762 1.3 △	7,332 △	4.8

機 ց 及 び  置 37,531 0.3 38, 732 0.3 △	1,201 △	3.1

リ － ス 資 ࢈ 47,727 0.4 243,139 2.1 △	195,412 △	80.4

ແ ܗ ݻ 定 資 ࢈ 4,177 0.0 5, 127 0.0 △	950 △	18.5

ి  加 入 ݖ 3,577 0.0 3, 577 0.0 0 0

リ － ス 資 ࢈ 600 0.0 1, 550 0.0 △	950 △	61.3

投 資 そ の 他 資 ࢈ 83,619 0.7 100,983 0.9 △	17,364 △	17.2

医 ࢣ  学 金 83,610 0.7 100,974 0.9 △	17,364 △	17.2

そ の 他 投 資 9 0.0 9 0.0 △	0 △	4

ྲྀ ಈ ࢿ ࢈ úýøþÿ÷÷ ú÷�ý úüøúýÿù ú÷�û ø÷ûøøÿ ú�÷

現 金 ༬ 金 1,345,755 11.4 955,437 8.3 390,318 40.9

未 収 金 1,305,795 11.0 1, 286, 334 11.1 19, 461 1.5

ஷ ଂ  59,037 0.5 65, 962 0.6 △	6,925 △	10.5

前  費 用 0 0.0 110 0.0 △	110 օ減

前  金 7,163 0.1 5, 789 0.1 1, 374 23.7

 期 貸 付 金 900,000 7.6 1, 200, 000 10.4 △	300,000 △	25.0

そ の 他 ྲྀ 動 資 ࢈ 50 0.0 50 0.0 0 0

ࢿ ࢈ ߹ ܭ øøÿúùĀøĀ ø÷÷ç øøüýûýùþ ø÷÷ç ùýÿùĀù ù�ú
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ର　　　র　　　ද
（単位ɿ千円・％）

貸　　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率

ݻ ఆ ෛ ࠴ ýûĀøúĀÿ üû�Ā ýý÷Āýùü üþ�ù ˚çøøÿùùþ ˚çø�ÿ

企 業 ࠴ 4,188,340 35.4 4, 387, 977 37.9 △	199,637 △	4.5

リ － ス ࠴ 務 16,762 0.1 36, 755 0.3 △	19,993 △	54.4

引 当 金 2,286,296 19.3 2, 184, 893 18.9 101,403 4.6

ྲྀ ಈ ෛ ࠴ ùùĀûø÷ÿ øĀ�û øþøúûüø øû�ÿ üÿ÷ýüþ úú�Ā

企 業 ࠴ 983,737 8.3 954,852 8.3 28, 885 3.0

リ － ス ࠴ 務 20,113 0.2 69, 304 0.6 △	49,191 △	71.0

未  金 836,043 7.1 239,174 2.1 596,869 249.6

未  費 用 132,431 1.1 141,836 1.2 △	9,405 △	6.6

༬ り 金 32,265 0.3 32, 575 0.3 △	310 △	1.0

前 受 金 1,004 0.0 1, 686 0.0 △	682 △	40.4

引 当 金 287,515 2.4 273,024 2.4 14, 491 5.3

そ の 他 ྲྀ 動 ෛ ࠴ 1,000 0.0 1, 000 0.0 0 0

܁ Ԇ ऩ ӹ ú÷ü÷øø ù�ý úùú÷üû ù�ÿ ˚çøÿ÷ûú ˚çü�ý

長 期 前 受 金 305,011 2.6 323,054 2.8 △	18,043 △	5.6

ෛ ࠴ ߹ ܭ Ā÷Ā÷üøþ þý�ÿ ÿýûýøú÷ þû�ÿ ûûûúÿþ ü�ø

ࢿ ຊ ۚ øùþû÷ýÿû ø÷þõþ øùùùøüüþ ø÷üõþ üøĀøùþ ûõù

資 本 金 12,740,684 107.7 12, 221, 557 105.7 519,127 4.2

 ༨ ۚ ˚çĀĀĀÿùÿù ˚çÿû�ü ˚çĀú÷ú÷ý÷ ˚çÿ÷�û ˚çýĀüùùù ˚çþ�ü

利 益 剰 余 金 △	9,998,282 △	84.5 △	9,303, 060 △	80.4 △	695,222 △	7.5

当年度未処理剰余金																																		 △	9,998, 282 △	84.5 △	9,303, 060 △	80.4 △	695,222 △	7.5
繰 越 剰 余 金
年 度 末  高 △	9,303,060 △	78.6 △	8,696, 085 △	75.2 △	606,975 △	7.0

当 年 度 純 利 益 △	695,222 △	5.9 △	606,975 △	5.2 △	88,247 △	14.5

ࢿ ຊ ߹ ܭ ùþûùû÷ù ùú�ù ùĀøÿûĀþ ùü�ù ˚çøþý÷Āü ˚çý�÷

ෛ ࠴ ɾ ࢿ ຊ ߹ ܭ øøÿúùĀøĀ ø÷÷ øøüýûýùþ ø÷÷ ùýÿùĀù ù�ú
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別表６

営　　　ܦ　　　業　　　ࣄ

分析項目 算　　　　　ࣜ 30　年　度 29年度 28年度

構
　
成
　
比
　
率

ݻ 定 資 ࢈
構 成 比 率

ݻ 定 資 ࢈
総 資 ࢈

×100
8,215,119
11,832, 919

×100 69.4 69. 6 69. 2

ݻ 定 ෛ ࠴
構 成 比 率

ݻ 定 ෛ ࠴
総 資 本

×100
6,491,398
11,832, 919

×100 54.9 57. 2 59. 4

自 ݾ 資 本
構 成 比 率

自 ݾ 資 本
総 資 本

×100
3,047,413
11,832, 919

×100 25.8 28. 0 27. 1

財
　
　
務
　
　
比
　
　
率

ݻ 定 資 ࢈ 対
長期資本比率

ݻ 定 資 ࢈
自ݾ資本ʴݻ定ෛ࠴

×100
8,215,119
9,538, 811

×100 86.1 81. 7 80. 0

ݻ 定 比 率
ݻ 定 資 ࢈
自 ݾ 資 本

×100
8,215,119
3,047, 413

×100 269.6 248.4 255.2

ྲྀ 動 比 率
ྲྀ 動 資 ࢈
ྲྀ 動 ෛ ࠴

×100
3,617,800
2,294, 108

×100 157.7 205.1 227.7

比率ݧ性試ࢎ
（ 当 座 比 率 ）

現 金 ༬ 金 ʴ
（未収金－貸引当金）
ྲྀ 動 ෛ ࠴

×100
2,661,310
2,294, 108

×100 116.0 131.2 139.6

現金༬金比率
現 金 ༬ 金
ྲྀ 動 ෛ ࠴

×100
1,345,755
2,294, 108

×100 58.7 55. 8 57. 0

収
　
　
　
益
　
　
　
率

総資本利益率
当 年 度 純 利 益
平 均 総 資 本

×100
△	695,222
11,698, 773

×100 △	5.9 △	5.1 △	2.3

総 収 支 比 率
総 収 益
総 費 用

×100
7,411,574
8,106, 796

×100 91.4 （96.1） （96.1）
92.6 96.5	

経常収支比率
経 常 収 益
経 常 費 用

×100
7,389,395
8,106, 157

×100 91.2 （96.3） （96.7）
92.2 96.2	

医業収支比率
医 業 収 益
医 業 費 用

×100
6,678,511
7,649, 103

×100 87.3 （88.4） （89.3）
88.4 93.1

そ
　
の
　
他

利 ࢠ ෛ ୲ 率
支  利 ଉ
有 利 ࢠ ෛ ࠴

×100
179,710
5,172, 077

×100 3.5 3. 9 3. 8

企業࠴ঈؐ金対
減価ঈ٫費比率

企 業 ࠴ ঈ ؐ 金
当年度減価ঈ٫費－
長 期 前 受 金  入

×100
954,852
333,873

×100 286.0 228.7 218.5
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　　　ੳ　　　ද
（単位ɿ千円・％）

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　総資࢈に対するݻ定資࢈のめる割合を示すものであり、ݻ定資࢈のめる割合が大である
場合は資本がݻ定化の傾向にあり、いほど良い。

　総資本に対するݻ定ෛ࠴のめる割合を示すものであり、この比率がいほど長期的なฦ済
ෛ୲が少ないことを示し、経営は安定傾向にあるとݴえる。

　総資本に対する自ݾ資本等のめる割合を示すものであり、この比率が高いほどฦ済の必要
のない資金により運営していることを示し、経営は安定傾向にあるとݴえる。

、等長期的資金のൣғ内で行われるべきとの立場から࠴定ෛݻ資本とݾの調ୡが自࢈定資ݻ　
少なくとも100％以下であることが望ましく、過した場合は過大投資とݴえる。

資本等ฦ済の必要のない資金によってまかなわれるべきであるとする企業財ݾが自࢈定資ݻ　
政上の原ଇから、100％以下が望ましいとされている。たͩし、施設ܕ事業では企業࠴等の活
用による整備が想定され、必ずしも100％以下になっていない。

　１年以内に現金化できる資࢈と支わなけれならないෛ࠴とを比較するもので、ྲྀ動性の
確保には、ྲྀ動資࢈がྲྀ動ෛ࠴の２ഒ以上あることが望まれ、理想比率は200％以上である。

　ྲྀ動資࢈のうち現金༬金及び容易に現金化しうる未収金（貸引当金を除く）などの当座資
。とを対比させたもので、100％以上が理想比率とされている࠴とྲྀ動ෛ࢈

　ྲྀ動ෛ࠴に対する現金༬金の割合を示す比率で、20％以上が理想値とされている。

　企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益とを比較したもので、この
比率が高いほど投下資本に比べ営業活動が活発で経営成績が良である。

　総収益と総費用を対比したもので、収益と費用の総体的な関連を示すものであり、数値が高
いほど経営状態が良い。

　経常収益（営業収益ʴ営業外収益）と経常費用（営業費用ʴ営業外費用）を対比したもので
あり、100％をえる場合は単年度ࠇ字を、100％未満は単年度赤字を表すことになる。

　業務活動によってもたらされた営業収益とそれに要した営業費用とを対比して、営業活動の能
力を示すものであり、これによって経営活動の成否が判断されるもので、比率の高いほど良で
ある。

　損益計算書が示す支利ଉ等を貸借対照表に示されたෛ࠴（企業࠴ʴリース࠴務ʴ一時借入
金）と比較することにより、平均的な利ࢠ率を算出したものである。

　企業࠴ঈؐ金とそのओ要ঈؐ財源である当年度減価ঈ٫費（長期前受金入を除く）を比較
したもので、企業࠴ঈؐ能力を示し、比率がいほどঈؐ能力は高い。
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分 析 項 目 算　　　　　ࣜ 30　年　度 29年度 28年度

回
　
　
　
転
　
　
　
率

自 ݾ 資 本 回 転 率
医 業 収 益
平 均 自 ݾ 資 本

6,678,511
3,144, 482

2.12 2. 08 2. 22

ݻ 定 資 ࢈ 回 転 率
医 業 収 益
平 均 ݻ 定 資 ࢈

6,678,511
8,133, 032

0.82 0. 83 0. 82

ྲྀ 動 資 ࢈ 回 転 率
医 業 収 益
平 均 ྲྀ 動 資 ࢈

6,678,511
3,565, 741

1.87 1. 87 1. 85

未 収 金 回 転 率
医 業 収 益
平 均 未 収 金

6,678,511
1,296, 064

5.15 5. 16 5. 33

˞各算ࣜに用いた用ޠは、次のとおりである。
１　総 資 ࢈ʴ繰延資࢈ʴྲྀ動資࢈定資ݻ　ʹ　࢈
２　自 ݾ 資 本　ʹ　資本金ʴ資本剰余金ʴ利益剰余金ʴ繰延収益
３　総 資 本　ʹ　自ݾ資本（２の算ࣜによる）ʴݻ定ෛ࠴ʴྲྀ動ෛ࠴
４　総 収 益　ʹ　医業収益ʴ医業外収益ʴ附ଳ事業収益ʴಛ別利益
５　総 費 用　ʹ　医業費用ʴ医業外費用ʴ附ଳ事業費用ʴಛ別損失
６　経 常 収 益　ʹ　医業収益ʴ医業外収益ʴ附ଳ事業収益
７　経 常 費 用　ʹ　医業費用ʴ医業外費用ʴ附ଳ事業費用
８　平 均 ˓ ˓　ʹ　（期ट˓˓ʴ期末˓˓）/２

（）（　）内は同規平均である。
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（単位ɿ千円・回）

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　この回転率は自ݾ資本の活動能率を示すもので、この比率の高いほど、投下自ݾ資本に比し
て営業活動が活発なことを示す。

　この回転率は営業収益に比して資本がどのఔ度にݻ定しているかを示すもので、この回転率
のいことはݻ定資࢈への投資の過大なことを示しており、数値は高いほど良い。

　この回転率は現金༬金回転率・未収金回転率・ஷଂ回転率等を包括するもので、期資࢈
の活動状況を示し、比率が高いほど収益の回収がૣく、健全性を示す。

　この回転率は未収金の回転度を示すもので、高けれ高いほど回転がく、ݖ࠴が未回収
のまま留する期間がいことを示す。





ᶚɹԼਫಓࣄ業
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ᶚ　Լਫಓࣄ業

１　業実

業務実績のओなものは、次のとおりである。

区　　　　分 30年度 29年度 増　減 増減率
（％） 備　　　　考

処 理 面 （ੵIB） 3,543 3, 540 3 0.1 公共下水道、ಛ定環境保全公共下水道区域面ੵ

行政区域内人口（人） 187,288 188,739 △	1,	451 △	0.8

処理区域内人口（人） 177,724 178,535 △	811 △	0.5

人 口 普 及 率（％） 94.9 94.6 0. 3 － 処理区域内人口×100行政区域内人口

水 洗 化 人 口（人） 171,333 172,271 △	938 △	0.5

水 洗 化 率（％） 96.4 96.5 △		0. 1 － 水 洗 化 人 口×100処理区域内人口

年間総処理水量（㎥） 25,260,201 25,535, 111 △	274,910 △	1.1

うち汚水処理水量（㎥） 22,478,583 22,780, 211 △	301,628 △	1.3

有 収 水 量（㎥） 19,687,008 19,795, 138 △	108,130 △	0.5 使用料対象水量

有 収 率（％） 87.6 86.9 0. 7 － 有　収　水　量×100汚水処理水量

　処理区域内人口は、177,724人で、前年度（178,535人）に比べ811人減少している。
　水洗化人口は、171,333人で、前年度（172,271人）に比べ938人、0.5％減少している。
　年間総処理水量は、25,260,201㎥で、前年度（25,535,111㎥）に比べ274,910㎥、1.1％減少してい
る。そのうち汚水処理水量は22,478,583㎥で、前年度（22,780,211㎥）に比べ、	301,628㎥、1.3％減
少している。
　有収水量は、19,687,008㎥で、前年度（19,795,138㎥）に比べ108,130㎥、0.5％減少しているが、
有収率は、87.6％で、前年度（86.9％）に比べ0.7ポイント上昇している。
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2　༧ࢉのࣥߦঢ়گ

（1）収益的収入及び支出
ア　第１　下水道等事業収益

（単位ɿ千円・％）

項 目 予算額 決算額
予 算 対 比 29年度

決算額
前年度対比

備　考
増減額 収入率 増減額 増減率

Ӧ
　
ۀ
　
収
　
益

下 水 道
使 用 料 3,603,741 3, 581, 342 △	22,399 99.4 3, 597, 288 △	15,946 △	0.4

Ծ受消費
税及び地
方消費税
268 , 551
千円含む

他 会 計
ෛ ୲ 金 2,391,087 2,391, 086 △	1 100.0 2, 357, 524 33,562 1.4

他 会 計
補 ॿ 金 263,859 263,859 0 100 247,920 15,939 6.4

そ の 他
営 業 収 益 44,049 46,609 2,560 105.8 44, 491 2,118 4.8

小　計 6,302,736 6,282, 896 △	19,840 99.7 6, 247, 223 35,673 0.6

Ӧ
ۀ
֎
収
益

受取利ଉ及
び 配 当 金 118 128 10 108.5 19 109 576.0

Ծ受消費
税及び地
方消費税
2, 602 千
円含む

他 会 計
ෛ ୲ 金 850,571 850,572 1 100.0 849,904 668 0.1

他 会 計
補 ॿ 金 25,215 25,215 0 100 25,981 △	766 △	2.9

長期前受金
 入 2,760,244 2,782, 524 22,280 100.8 2, 845, 869 △	63,345 △	2.2

ࡶ 収 益 38,075 43,201 5,126 113.5 25, 033 18,168 72.6

小　計 3,674,223 3,701, 640 27,417 100.7 3, 746, 806 △	45,166 △	1.2

ಛ
　
ผ
　
ར
　
益

ݻ 定 資 ࢈
売 ٫ 益 10 0 △	10 0 0 0 －

過年度損益
म 正 益 10 0 △	10 0 25,497 △	25,497 օ減

引			当			金
			入			益 1 3,769 3,768 376,900. 0 0 3, 769 օ増

そ の 他
ಛ 別 利 益 10 0 △	10 0 2,557 △	2,557 օ減

小　計 31 3,769 3,738 12,158. 1 28, 054 △	24,285 △	86.6

計 9,976,990 9,988, 305 11,315 100.1 10, 022, 083 △	33,778 △	0.3

❞　決算額は、9,988,305千円であり、前年度（10,022,083千円）に比べ、33,778千円、	0.3％減
少している。
❟　項の増減のओなものは、次のとおりである。
　営業収益（35,673千円増）は、下水道使用料15,946千円が減少したものの、他会計ෛ୲金
33,562千円、他会計補ॿ金15,939千円等が増加したためである。
　営業外収益（45,166千円減）は、ࡶ収益18,168千円等が増加したものの、長期前受金入
63,345千円等が減少したためである。
❠　収入額のओなものは、次のとおりである。
　営業収益6,282,896千円は、下水道使用料3,581,342千円、一ൠ会計ෛ୲金2,391,086千円、
一ൠ会計補ॿ金263,859千円等である。
　営業外収益3,701,640千円は、長期前受金入2,782,524千円、一ൠ会計ෛ୲金850,572千円
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等である。

イ　第１　下水道等事業費用
（単位ɿ千円・％）

項 目 予算額 決算額 繰越額
予 算 対 比 29年度

決算額
前年度対比

備　考
不用額 執行率 増減額 増減率

Ӧ

ۀ

අ

༻

管 ڎ 費 388,279 378,128 0 10,151 97.4 365,458 12,670 3.5

Ծ消費
税及び地
方消費税
152,280千
円含む。

ポンプ場費 158,446 154,708 0 3,738 97.6 159,456 △	4,748 △	3.0

処 理 場 費 1,480,788 1,455, 772 0 25,016 98.3 1, 431, 193 24,579 1.7

水質管理費 26,459 26,122 0 337 98.7 22, 997 3,125 13.6

水 洗 化 等
普 及 費 24,346 24,127 0 219 99.1 22, 815 1,312 5.8

業 務 費 126,700 125,454 0 1,246 99.0 139,588 △	14,134 △	10.1

総 係 費 186,434 185,011 0 1,423 99.2 186,591 △	1,580 △	0.8

減価ঈ٫費 5,168,576 �5, 247, 380 0 △	78,804 101.5 5, 301, 890 △	54,510 △	1.0

資࢈減費 23,838 10,026 0 13,812 42.1 30, 987 △	20,961 △	67.6

そ の 他
営 業 費 用 10 0 0 10 0 0 0 －

小　　計 7,583,876 7,606, 729 0 △	22,853 100.3 7, 660, 975 △	54,246 △	0.7

Ӧ
ۀ
֎
අ
༻

支利ଉ及び
企業࠴取ѻ諸費 1,226,618 1,223, 439 0 3,179 99.7 1, 323, 393 △	99,954 △	7.6

消費税及び
地方消費税 135,144 80,247 0 54,897 59.4 114,152 △	33,905 △	29.7

ࡶ 支 出 10 0 0 10 0 0 0 －

小　　計 1,361,772 1,303, 686 0 58,086 95.7 1, 437, 545 △	133,859 △	9.3

ಛ
ผ
ଛ
ࣦ

過年度損益
म 正 損 3,768 2,923 0 845 77.6 445 2,478 556.9 Ծ消費

税及び地
方消費税
2 1 7千円
含む。

そ の 他
ಛ 別 損 失 28,036 28,006 0 30 99.9 28, 006 0 0

小　　計 31,804 30,929 0 875 97.2 28, 451 2,478 8.7

予　備　費 827 0 0 827 0 0 0 －

計 8,978,279 8,941, 344 0 36,935 99.6 9, 126, 971 △	185,627 △	2.0

ˎ地方公営企業法施行令第18条第５項の規定を適用し、予算額を過した支出となっている。

❞　決算額は、8,941,344千円であり、前年度（9,126,971千円）に比べ、185,627千円、	2.0％減
少している。
❟　項の増減のओなものは、次のとおりである。
　営業費用（54,246千円減）は、処理場費24,579千円、管ڎ費12,670千円等が増加したものの、
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減価ঈ٫費54,510千円、資࢈減費20,961千円等が減少したためである。
　営業外費用（133,859千円減）は、支利ଉ及び企業࠴取ѻ諸費99,954千円、消費税及び
地方消費税33,905千円が減少したためである。
　ಛ別損失（2,478千円増）は、過年度損益म正損2,478千円が増加したためである。
❠　支出額のओなものは、次のとおりである。
　営業費用7,606,729千円は、減価ঈ٫費5,247,380千円、処理場費1,455,772千円、管ڎ費
378,128千円、総係費185,011千円、ポンプ場費154,708千円、業務費125,454千円等である。
　営業外費用1,303,686千円は、支利ଉ及び企業࠴取ѻ諸費1,223,439千円等である。ಛ別
損失30,929千円は、その他ಛ別損失28,006千円等である。

（2）　資本的収入及び支出
ア　第１　資本的収入

（単位ɿ千円・％）

項 目 予算額 決算額
予 算 対 比 29年度

決算額
前年度対比

備　考
増減額 収入率 増減額 増減率

企 業 ࠴ 建 設
企 業 ࠴ 2,798,000 1,985, 400 △	812,600 71.0 1, 798, 900 186,500 10.4

予算額には、前年
度繰越額に係る財
源充当額743, 300
千円及びཌ年度繰
越額785, 300千円
を含む。

補 ॿ 金
ࠃ 県
ަ 付 金
（補ॿ金）

1,040,306 597,542 △	442,764 57.4 574,778 22,764 4.0

予算額には、前年
度繰越額に係る財
源充当額374, 126
千円及びཌ年度繰
越額442, 764千円
を含む。

出 資 金 他 会 計
出 資 金 123,066 85,266 △	37,800 69.3 59, 818 25,448 42.5

予算額には、前年
度繰越額に係る財
源充当額7, 100千
円及びཌ年度繰
越額37, 500千円を
含む。

ෛ ୲ 金
及 び
分 ୲ 金

他 会 計
ෛ ୲ 金 918,656 918,656 0 100 917,845 811 0.1

受益者ෛ
୲金及び
分 ୲ 金

78,734 82,727 3,993 105.1 115,790 △	33,063 △	28.6

小 計 997,390 1,001, 383 3,993 100.4 1, 033, 635 △	32,252 △	3.1

࢈定資ݻ
売٫金

࢈定資ݻ
売٫金 10 0 △	10 0 0 0 －

そ の 他
資 本 的
収 入

そ の 他
資 本 的
収 入

29,329 21,611 △	7,718 73.7 28, 873 △	7,262 △	25.2

予算額には、前年
度繰越額に係る財
源充当額13, 155
千円及びཌ年度繰
越額499千円を含
む。

計 4,988,101 3,691, 202 △	1,296, 899 74.0 3, 496, 004 195,198 5.6
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❞　決算額は、3,691,202千円であり、前年度（3,496,004千円）に比べ、195,198千円、	5.6％増
加している。
❟　決算額195,198千円増は、受益者ෛ୲金及び分୲金33,063千円等が減少したものの、建設
企業186,500࠴千円、他会計出資金25,448千円等が増加したためである。
❠　収入額のओなものは、次のとおりである。
　補ॿ金597,542千円は、ަࠃ付金（社会資本整備総合ަ付金）577,865千円、県補ॿ金	
19,677千円である。
　ෛ୲金及び分୲金1,001,383千円は、一ൠ会計ෛ୲金918,656千円、受益者ෛ୲金	55,980千
円、分୲金（公共下水道ಛ別使用分୲金）19,710千円、加入金（業ूམ排水ಛ別使用加入金）
7,037千円である。
　その他資本的収入21,611千円は、下水道管移設工事補ঈ費21,532千円等である。

イ　第１　資本的支出
（単位ɿ千円・％）

項 目 予算額 決算額 ཌ年度
繰越額

予 算 対 比 29年度
決算額

前年度対比
備　考

不用額 執行率 増減額 増減率

建 設
改良費

管 ڎ 費 2,816,909 1,722, 044 1,063, 950 30,915 61.1 1, 263, 890 458,154 36.2
予算額に
は、前年
度繰越額
1,406,740
千円を含
む。
決算額に
は、Ծ
消費税及
び 地 方
消 費 税
148 , 943
千円を含
む。

ポ ン プ
場 費 151,400 126,400 25,000 0 83.5 45, 900 80,500 175.4

処理場費 532,359 207,192 324,913 253 38.9 165,815 41,377 25.0

建 設
総 務 費 168,843 163,830 1,934 3,080 97.0 160,140 3,690 2.3

࢈定資ݻ
ߪ 入 費 7,003 7,002 0 1 100.0 160,307 △	153,305 △	95.6

小　　計 3,676,514 2,226, 468 1,415, 798 34,248 60.6 1, 796, 052 430,416 24.0

企業࠴
ঈؐ金

企 業 ࠴
ঈ ؐ 金 4,651,956 4,651, 851 0 105 100.0 4, 568, 722 83,129 1.8

その他
資本的
支 出

そ の 他
資 本 的
支 出

10 0 0 10 0 18 △	18 օ減

予備費 予 備 費 100 0 0 100 0 0 0 －

計 8,328,580 6,878, 319 1,415, 798 34,463 82.6 6, 364, 792 513,527 8.1

❞　決算額は、6,878,319千円であり、前年度（6,364,792千円）に比べ、513,527千円増加している。
❟　項の増減のओなものは、次のとおりである。
　建設改良費（430,416千円増）は、ݻ定資ߪ࢈入費153,305千円が減少したものの、管ڎ費
458,154千円、ポンプ場費80,500千円等が増加したためである。
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❠　支出額のओなものは、次のとおりである。
　建設改良費2,226,468千円は、管ڎ費1,722,044千円、処理場費207,192千円、建設総務費
163,830千円、ポンプ場費126,400千円等である。
　企業࠴ঈؐ金4,651,851千円は、企業࠴ঈؐ金（元金）である。
❡　資本的収入額3,541,467千円（繰越工事資金149,735千円を除く）が資本的支出額	6,878,319
千円に不足する額3,336,852千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額75,886
千円、繰越工事資金259,222千円、過年度分損益勘定留保資金1,833,301千円、当年度分損益
勘定留保資金1,168,443千円で補てんしている。

（3）工事の実施状況
　実施状況は次表のとおりである。
	 （単位ɿ݅・千円）

建設工事の内容 ݅数 金　額 備　　　考

管 ڎ 工 事 33 1,555,950 （普及促進）第10工区下水道工事等

移 設 工 事 12 28,380 湖山川Տ川改म工事に伴う下水道管移設工事等

処 理 場 工 事
（建設工事委ୗ含む） 4 202,956 鳥取市公共下水道Տ原浄化センター建設工事委ୗ等

計 49 1,787,286

（）Ծ消費税及び地方消費税含む。

（4）　企業࠴の状況
　建設改良事業等の財源である企業࠴の当年度借入額は1,985,400千円、当年度ঈؐ額は	
4,651,851千円であり、年度末の未ঈؐ高は63,181,302千円となっている。

（5）一時借入金の状況
　借入限度額2,000,000千円に対し、借入れの実績はなかった。

（6）ٞ会のٞ決を経なけれྲྀ用できない経費の状況
　ྲྀ用の実績はなかった。
	 （単位ɿ千円）

区　　　分 ٞ　決　額 執　行　額

職 員 給 与 費 365,532 363,609

（考ࢀ）
損 益 勘 定 218,681 217,749

資 本 勘 定 146,851 145,860

　地方公営企業法施行令第17条では、予算にܝげる事項として予定支出の金額、ٞ会のٞ決を経
なけれྲྀ用することのできない経費（以下、「ྲྀ用ࢭې項目」という。）等をࡌهすることが規
定されており、下水道等事業については鳥取市下水道等事業会計予算（以下、「予算」という。）



―	87	―

において定めている。
　ٞ決額については、予算第３条で定める収益的支出予定額及び第４条で定める資本的支出予定
額の算出ࠜ拠となった職員給与費と、第９条で定めるྲྀ用ࢭې項目である職員給与費の額が不一
致となっていたため、ここでは第９条で定める額をࡌܝしている。

（7）たなԷ資ߪ࢈入限度額の状況
。入額は9,952千円であったߪ入限度額12,600千円に対するߪ　

Ӧܦ　３

（1）損益収支の状況（別表１　比較損益計算書、別表２　比較貸借対照表ࢀ照）
　営業損益は、営業収益6,014,345千円に対し、営業費用7,454,448千円で、営業損失	1,440,103千
円（前年度1,532,883千円）が生じているが、営業外損益は、営業外収益3,699,038千円に対して、
営業外費用1,261,653千円で、営業外利益2,437,385千円（前年度2,380,808千円）が生じている。
その結果、997,282千円の経常利益（前年度847,925千円）が生じている。
　純損益は、総収益9,717,152千円（前年度比較34,031千円、0.3％の減）に対し、総費用	8,746,814
千円（前年度比較156,808千円、1.8％の減）で、970,338千円の純利益（前年度847,561千円）が
生じている。
　なお、当年度純利益に前年度繰越利益剰余金1,426,823千円を加えた、当年度未処分利益剰余
金は2,397,161千円（前年度1,426,823千円）となっている。

（2）収入及び支出の状況
　ア　規別処理状況　
　　　排除汚水量（有収水量）の使用者規別状況は、次表のとおりである。

有収水量の状況
	 （単位ɿ千㎥）

30
　
年
　
度

区　分

（考ࢀ）
使用料
単　価

一　　　ൠ　　　汚　　　水
ಛ 別
汚 水 計～8㎥

（基本
1,912円）

8～
20㎥

20～
30㎥

30～
50㎥

50～
100㎥

100～
200㎥

200～
500㎥

500～
1000㎥

1000㎥
をえる 小計

27円 112円 166円 183円 208円 221円 231円 255円 291円 122円

公　共 5,193 4,484 1,400 794 494 479 619 445 1,551 15,458 60 15,518

ಛ　環 385 399 161 110 64 62 98 78 86 1,444 8 1,452

　ू 794 860 370 229 74 69 100 66 38 2,600 0 2,600

ू　ړ 39 41 17 10 1 ˎ	0 0 0 0 108 0 108

ྛ　ू 3 2 1 ˎ	0 0 0 0 0 0 6 0 6

小規 1 1 ˎ	0 ˎ	0 ˎ	0 0 0 0 0 3 0 3
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30
　
年
　
度

区　分

（考ࢀ）
使用料
単　価

一　　　ൠ　　　汚　　　水
ಛ 別
汚 水 計～8㎥

（基本
1,912円）

8～
20㎥

20～
30㎥

30～
50㎥

50～
100㎥

100～
200㎥

200～
500㎥

500～
1000㎥

1000㎥
をえる 小計

27円 112円 166円 183円 208円 221円 231円 255円 291円 122円

合計✔ 6,415 5,787 1,951 1,144 633 609 817 590 1,675 19,619 68 19,687

構成比 32.6% 29.4% 9.9% 5.8% 3.3% 3.0% 4.1% 3.0% 8.5% 99.7% 0.3% 100%

29
年
度

合計✕ 6,368 5,830 2,004 1,186 648 625 818 593 1,650 19,722 73 19,795

✔－✕ 47 △	43 △	53 △	42 △	15 △	16 △	1 △	3 25 △	103 △	5 △	108

˞　「～8㎥」と「1000㎥をえる」区分以外のそれぞれの区分は、「˓㎥をえ˓㎥まで」とಡみସえる。
˞	　使用料単価のうちの1,912円は基本料金、その他のஈ֊区分等はै量料金を示す。（ಛ別汚水には
基本料金の設定はない。）
˞　ಛ別汚水は、一ൠ公ऺཋ場、プーϧ用汚水の水量。
˞　「ˎ」は500㎥未満を表す。

　イ　下水道等使用料徴収状況
　下水道使用料の現年分調定額は3,581,342千円、収入済額は3,506,990千円で、徴収率は97.9％
であり、前年度（98.0％）に比べ0.1ポイント下降している。
　時効により、平成25年度以前のො՝にかかるݖ࠴額92,488千円のうち、15,032千円（2,678
݅）を不納欠損処分している。

下水道使用料の徴収状況
	 （単位ɿ千円・％・ポイント）

調定額 収入済額 収入未済額 収納率

30年度

✔

現　年 3,581,342 3,506, 990 74,352 97.9

過　年 256,620 55,823 ˎ	 	185,765 21.8

合　計 3,837,962 3,562, 813 260,117 92.8

29年度

✕

現　年 3,597,288 3,525, 823 71,465 98.0

過　年 250,045 51,383 ˎ	 	185,155 20.5

合　計 3,847,333 3,577, 206 256,620 93.0

増減

✔－✕

現　年 △	15,946 △	18,833 2,887 △	0.1

過　年 6,575 4,440 610 1.3

合　計 △	9,371 △	14,393 3,497 △	0.2

ˎ不納欠損等処理後の数値である。
）Ծ受消費税及び地方消費税含む
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（3）その他ಛه事項
ア　下水道事業受益者ෛ୲金
　都市計画法第75条の規定に基づき、公共下水道整備費用の一部に充てるため、条例を制定し
受益者ෛ୲金を徴収しており、このෛ୲金は、資本的収入に属するものとして簿外管理し、入
金があったもののみ調定処理している。
　時効により、平成25年度以前のො՝にかかるݖ࠴額1,440千円のうち、135千円（15݅）を
不納欠損処分している。

（単位ɿ千円・％・ポイント）

区分／年度 30年度✔ 29年度✕ 比較✔－✕

ො ՝ 総 額 61,044 93,454 △	32,410

収 入 済 額 55,530 86,981 △	31,451

徴 収 率 91.0 93.1 △	2.1

処 分 金 額
（ 不 納 欠 損 額 ） 135 306 △	171

（照ࢀ別表２　比較貸借対照表）　ঢ়ଶࡒ　４

（1）資　　࢈
　資࢈は132, 436, 563千円で、前年度（134, 844, 798千円）に比べ、2,408, 235千円、1.8％減少し
ている。
　増減のओなものは、次のとおりである。
,2,807）࢈定資ݻ　 773千円減）は、地3,663千円が増加したものの、構築1,300, 175千円、
機ց及び置1,280, 072千円等が減少したためである。
　ྲྀ動資399）࢈, 538千円増）は、期貸付金1,000, 000千円、前金42,522千円等が減少したも
のの、現金༬金1,416, 847千円、未収金29,464千円が増加したためである。

（2）ෛ　　࠴
　ෛ࠴は118,746,815千円で、前年度（122,284,686千円）に比べ、3,537,871千円、2.9％減少している。
　増減のओなものは、次のとおりである。
2,746,694࠴は、退職給付引当金27,767千円が増加したものの、企業（2,721,889千円減）࠴定ෛݻ　
千円等が減少したためである。
　ྲྀ動ෛ࠴（116,101千円増）は、༬り金8,467千円等が減少したものの、企業80,243࠴千円、未
金31,988千円等が増加したためである。
　繰延収益（932,083千円減）は、長期前受金帳簿原価1,833,087千円が増加したものの、長期前
受金の収益化（営業外収益へのৼସ）により、2,765,170千円が減少したためである。

（3）資　　本
　資本は13, 689, 748千円で、前年度（12, 560, 112千円）に比べ、1, 129, 636千円、9. 0％増加している。
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　増減のओなものは、次のとおりである。
　資本金（85, 266千円増）は、自ݾ資本金85, 266千円が増加したためである。
　剰余金（1,044, 370千円増）は、利益剰余金970, 338千円、資本剰余金74, 032千円が増加した
ためである。

（4）資金の状況について
　Ωϟογϡ・ϑϩー計算書の、当年度における現金・༬金の収入・支出状況は次のとおりである。
　資金の期末高は3,574,015千円で、前年度（2,157,168千円）に比べ、1,416,847千円増加して
いる。そのうち、業務活動によるΩϟογϡ・ϑϩーは3,528,079	千円で、前年度（3,898,610千
円）に比べ370,531千円減少、投資活動によるΩϟογϡ・ϑϩーは474,841千円で、前年度（△
911,762千円）に比べ1,386,603千円増加、財務活動によるΩϟογϡ・ϑϩーは△2,586,072千円で、
前年度（△2,710,634千円）に比べ124,562千円増加となっている。
	 （単位ɿ千円）

区　　　　　　　分 30年度✔ 29年度✕ 増減✔－✕
１業務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー
当年度純利益（△は純損失） 970,338 847,561 122,777
減価ঈ٫費 5,247,380 5,301, 890 △	54,510
除٫費等࢈定資ݻ 10,026 30,987 △	20,961
引当金の増減額（△は減少） 30,068 30,801 △	733
長期前受金入額 △	2,782,524 △	2,845, 869 63,345
受取利ଉ及び配当金 △	128 △	19 △	109
支利ଉ及び企業࠴取ѻ諸費 1,223,439 1,323, 393 △	99,954
未収金の増減額（△は増加） △	29,463 10,631 △	40,094
ஷଂの増減額（△は増加） 3,217 1,184 2,033
前金の増減額（△は増加） 42,522 △	58,022 100,544
未金の増減額（△は減少） 31,988 578,726 △	546,738
未費用の増減額（△は減少） 13,025 △	11,712 24,737
前受金の増減額（△は減少） △	30 △	41 11
༬り金の増減額（△は減少） △	8,467 12,044 △	20,511
その他 0 430 △	430
小計 4,751,390 5,221, 984 △	470,594
利ଉ及び配当金の受取額 128 19 109
利ଉの支額 △	1,223,439 △	1,323, 393 99,954
業務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー 3,528,079 3,898, 610 △	370,531

２ 投資活動によるΩϟογϡ・ϑϩー
有ݻܗ定資࢈の取ಘによる支出 △	2,449,633 △	1,755, 123 △	694,510
補ॿ金等による収入ݿࠃ 1,029,618 749,163 280,455
一ൠ会計ຢは他のಛ別会計からの繰入金による収入 894,855 894,216 639
補ॿ金等のฦؐ 0 △	18 18
期貸付金の回収による収入 1,000,000 200,000 800,000
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区　　　　　　　分 30年度✔ 29年度✕ 増減✔－✕
期貸付金による支出 0 △	1,000,000 1,000, 000
投資活動によるΩϟογϡ・ϑϩー 474,841 △	911,762 1,386, 603

３ 財務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー
建設改良費等の財源に充てるための企業࠴による収入 1,985,400 1,798, 900 186,500
建設改良費等の財源に充てるための企業࠴のঈؐによる支出 △	4,651,851 △	4,568, 721 △	83,130
他会計等からの出資による収入 85,266 59,818 25,448
リース࠴務のฦ済による支出 △	4,887 △	631 △	4,256
財務活動によるΩϟογϡ・ϑϩー △	2,586,072 △	2,710, 634 124,562

資金増加額 1,416,847 276,213 1,140, 634
資金期ट高 2,157,168 1,880, 954 276,213
資金期末高 3,574,015 2,157, 168 1,416, 847

）本表は、間法により作成されている。

（照ࢀ別表３　事業経営分析表）　Ӧੳܦ　̑

　経営成績及び財政状態から各छの比率分析を試み、前年度と比較してみると、次のとおりである。

（1）財政の健全性
　企業の長期健全性を表わす自ݾ資本構成比率は51.2％で、前年度（50.2％）に比べ、1.0ポイン
ト上昇し、改善している。
対長期資本比率は101.7％で、前年度࢈定資ݻに対する資本調ୡの適合関係を表わす࢈定資ݻ　
（101.8％）に比べ0.1ポイント下降し、改善しているが、望ましいとされる100％以下を上回って
いる。
　期࠴務に対する現金、༬金等の支能力をみるྲྀ動比率は66.0％で、前年度（60.7％）に比
べ5.3ポイント上昇し、改善しているが、理想とされる200％以上を大きく下回っている。
　ྲྀ動比率とともに支能力をみるࢎ性試ݧ比率（当座比率）は62.8％で、前年度（40.6％）に
比べ22.2ポイント上昇し、改善しているが、理想とされる100％以上を大きく下回っている。

（2）経営の安定性
　営業収益とそれに要した営業費用とを対比して業務活動の能力を示す営業収支比率は	80.7％
で、前年度（79.6％）と比べ1.1ポイント上昇し、改善している。
　経常的な収益と費用の関連を示す経常収支比率は111.4％で、前年度（109.6％）に比べ、1.8ポ
イント上昇し、改善している。
　ྲྀ動資࢈がどのఔ度経営活動に利用されているかを示すྲྀ動資࢈回転率は1.56回で、前年度
（1.93回）に比べ0.37回下降し、ѱ化している。
　営業未収金等の回転度を表わす未収金回転率は20.94回で、前年度（21.52回）に比べ0.58回
下降し、ѱ化している。
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別表１

ൺ　　　ֱ　　　ଛ　　　ӹ

借　　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率

Ӧ 業 අ 用 þûüûûûÿ ÿü�ù þüø÷ûúú ÿû�û ˚çüüĀÿü ˚ç÷�þ

管 ڎ 費 352,475 4.0 340,738 3.8 11, 737 3.4

ポ ン プ 場 費 143,275 1.6 147,671 1.7 △	4,396 △	3.0

処 理 場 費 1,349,897 15.4 1, 327, 242 14.9 22, 655 1.7

水 質 管 理 費 25,519 0.3 22, 488 0.3 3, 031 13.5

水 洗 化 等 普 及 費 24,074 0.3 22, 757 0.3 1, 317 5.8

業 務 費 117,823 1.3 130,946 1.5 △	13,123 △	10.0

総 係 費 183,979 2.1 185,714 2.1 △	1,735 △	0.9

減 価 ঈ ٫ 費 5,247,380 60.0 5, 301, 890 59.5 △	54,510 △	1.0

資 ࢈ 減  費 10,026 0.1 30, 987 0.3 △	20,961 △	67.6

Ӧ 業 ֎ අ 用 øùýøýüú øû�û øúýûþþø øü�ú ˚çø÷úøøÿ ˚çþ�ý

支  利 ଉ 及 び
企 業 ࠴ 取 ѻ 諸 費 1,223,439 14.0 1, 323, 393 14.9 △	99,954 △	7.6

ࡶ 支 出 38,213 0.4 41, 378 0.5 △	3,165 △	7.6

ಛ ผ ଛ ࣦ ú÷þøú ÷�û ùÿûøÿ ÷�ú ùùĀü ÿ�ø

過 年 度 損 益 म 正 損 2,707 0.0 412 0.0 2, 295 557.0

そ の 他 ಛ 別 損 失 28,006 0.3 28, 006 0.3 0 0

අ　用　߹　ܭ ÿþûýÿøû ø÷÷ ÿĀ÷úýùù ø÷÷ ˚çøüýÿ÷ÿ ˚çø�ÿ

   ७ ར ӹ Āþ÷úúÿ ʵ ÿûþóüýø ʵ øùùþþþ øû�ü

ܭ　　　　　߹ Āþøþøüù ʵ Āþüøøÿú ʵ ˚çúû÷úø ˚ç÷�ú
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計　　　算　　　ॻ
（単位ɿ千円・％）

貸　　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率

Ӧ 業 ऩ ӹ ý÷øûúûü ýø�Ā üĀþþüü÷ ýø�ú úýþĀü ÷�ý

下 水 道 使 用 料 3,316,141 34.1 3, 330, 822 34.2 △	14,681 △	0.4

他 会 計 ෛ ୲ 金 2,391,086 24.6 2, 357, 524 24.2 33, 562 1.4

他 会 計 補 ॿ 金 263,859 2.7 247,920 2.5 15, 939 6.4

そ の 他 営 業 収 益 43,260 0.4 41, 284 0.4 1, 976 4.8

Ӧ 業 ֎ ऩ ӹ úýĀĀ÷úÿ úÿ�ø úþûüüþĀ úÿ�û ˚çûýüûø ˚çø�ù

受 取 利 ଉ 及 び 配 当 金 128 0.0 19 0.0 109 576.0

他 会 計 ෛ ୲ 金 850,572 8.8 849,904 8.7 668 0.1

他 会 計 補 ॿ 金 25,215 0.3 25, 981 0.3 △	766 △	2.9

長 期 前 受 金  入 2,782,524 28.6 2, 845, 869 29.2 △	63,345 △	2.2

ࡶ 収 益 40,598 0.4 23, 806 0.2 16, 792 70.5

ಛ ผ ར ӹ úþýĀ ÷�÷ ùÿ÷üû ÷�ú ˚çùûùÿü ˚çÿý�ý

過 年 度 損 益 म 正 益 0 0 25,497 0.3 △	25,497 օ減

引 当 金  入 益 3,769 0.0 0 0 3,769 օ増

そ の 他 ಛ 別 利 益 0 0 2,557 0.0 △	2,557 օ減

ܭ　　　　　߹ Āþøþøüù ø÷÷ Āþüøøÿú ø÷÷ ˚çúû÷úø ˚ç÷�ú
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別表２

ൺ　　　ֱ　　　ି　　　आ

借　　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率
ݻ ఆ ࢿ ࢈ øùÿúÿùüüú Āý�Ā øúøøĀ÷úùý Āþ�ú ˚çùÿ÷þþþú ˚çù�ø
有 ܗ ݻ 定 資 ࢈ 128,373,069 96.9 131,180, 842 97.3 △	2,807, 773 △	2.1
 地 6,220,499 4.7 6, 216, 836 4.6 3, 663 0.1
建  2,837,050 2.1 2, 896, 994 2.1 △	59,945 △	2.1
構 築  105,735,536 79.8 107,035, 711 79.4 △	1,300, 175 △	1.2
機 ց 及 び  置 13,362,515 10.1 14, 642, 587 10.9 △	1,280, 073 △	8.7
ं  運 ൖ ۩ 133,091 0.1 151,411 0.1 △	18,320 △	12.1
工 ۩ 器۩及び備 10,804 0.0 14, 026 0.0 △	3,222 △	23.0
リ ー ス 資 ࢈ 8,086 0.0 12, 377 0.0 △	4,291 △	34.7
建 設 Ծ 勘 定 65,488 0.0 210,899 0.2 △	145,412 △	68.9

ແ ܗ ݻ 定 資 ࢈ 9,484 0.0 9, 484 0.0 0 0
地 上 ݖ 9,484 0.0 9, 484 0.0 0 0

ྲྀ ಈ ࢿ ࢈ û÷üû÷ø÷ ú�ø úýüûûþù ù�þ úĀĀüúÿ ø÷�Ā
現 金 ༬ 金 3,574,015 2.7 2, 157, 168 1.6 1, 416, 847 65.7
未 収 金 301,952 0.2 272,489 0.2 29, 463 10.8
貸  引 当 金 △	19,835 0.0 △	18,801 0.0 △	1,034 △	5.5
ஷ ଂ  8,978 0.0 12, 195 0.0 △	3,217 △	26.4
 期 貸 付 金 0 0 1,000,000 0.7 △	1,000, 000 օ減
前  金 188,900 0.1 231,422 0.2 △	42,522 △	18.4

ࢿ ࢈ ߹ ܭ øúùûúýüýú ø÷÷ øúûÿûûþĀÿ ø÷÷ ˚çùû÷ÿùúü ˚çø�ÿ
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ର　　　র　　　ද
（単位ɿ千円・％）

貸　　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　目
30　年　度 29　年　度 比 較 増 減

金額　✔ 構成比 金額　✕ 構成比 ✔ － ✕ 率
ݻ ఆ ෛ ࠴ üÿûùûÿÿ÷ ûû�ø ýøóøûýþýĀ ûü�ú ˚çùóþùøóÿÿĀ ˚çû�ü
企 業 ࠴ 58,282,086 44.0 61, 028, 780 45.3 △	2,746, 694 △	4.5
長 期 リ ー ス ࠴ 務 3,003 0.0 5, 965 0.0 △	2,962 △	49.7
引 当 金 139,791 0.1 112,024 0.1 27, 767 24.8
ྲྀ ಈ ෛ ࠴ ýøúĀýüÿ û�ý ý÷ùúüüþ û�ü øøýø÷ø ø�Ā
企 業 ࠴ 4,899,216 3.7 4, 818, 973 3.6 80, 243 1.7
 期 リ ー ス ࠴ 務 2,962 0.0 4, 887 0.0 △	1,925 △	39.4
未  金 1,174,972 0.9 1, 142, 984 0.8 31, 988 2.8
未  費 用 16,258 0.0 3, 233 0.0 13, 025 402.9
前 受 金 38 0.0 68 0.0 △	30 △	44.3
引 当 金 25,966 0.0 24, 699 0.0 1, 267 5.1
༬ り 金 20,246 0.0 28, 713 0.0 △	8,467 △	29.5
܁ Ԇ ऩ ӹ üûøÿùùþþ û÷�Ā üüøøûúý÷ û÷�Ā ˚çĀúù÷ÿú ˚çø�þ
長 期 前 受 金 73,831,089 55.7 71, 998, 002 53.4 1, 833, 087 2.5
長期前受金収益化ྦྷ計額 △	19,648,812 △	14.8 △	16,883, 642 △	12.5 △	2,765, 170 △	16.4
ෛ ࠴ ߹ ܭ øøÿþûýÿøü ÿĀ�þ øùùùÿûýÿý Ā÷�þ ˚çúóüúþóÿþø ˚çù�Ā
ࢿ ຊ ۚ ÿ÷þÿÿûü ý�ø þĀĀúüþĀ ü�Ā ÿüùýý øõø
自 ݾ 資 本 金 8,078,845 6.1 7, 993, 579 5.9 85, 266 1.1
 ༨ ۚ üýø÷Ā÷ú û�ù ûüýýüúú úõû ø÷ûûúþ÷ ùù�Ā
資 本 剰 余 金 3,213,742 2.4 3, 139, 710 2.3 74, 032 2.4
受 ଃ 財 ࢈ ධ 価 額 71,546 0.1 71, 546 0.1 0 0
受益者ෛ୲金及び分୲金 1,076 0.0 1, 076 0.0 0 0
工 事 ෛ ୲ 金 10,681 0.0 10, 681 0.0 0 0
他 会 計 ෛ ୲ 金 344,791 0.3 270,759 0.2 74, 032 27.3
ࠃ ）ݿ 県 ） 補 ॿ 金 2,784,113 2.1 2, 784, 113 2.1 0 0
そ の 他資本剰余金 1,534 0.0 1, 534 0.0 0 0

利 益 剰 余 金 2,397,161 1.8 1, 426, 823 1.1 970,338 68.0
当年度未処分利益剰余金 2,397,161 1.8 1, 426, 823 1.1 970,338 68.0
前年度繰越利益剰余金 1,426,823 1.1 579,262 0.4 847,561 146.3
当 年 度 純 利 益 970,338 0.7 847,561 0.6 122,777 14.5

ࢿ ຊ ߹ ܭ øúýÿĀþûÿ ø÷�ú øùüý÷øøù Ā�ú øøùĀýúý Ā�÷
ෛ ɾ࠴ ࢿ ຊ ߹ ܭ øúùûúýüýú ø÷÷ øúûÿûûþĀÿ ø÷÷ ˚çùû÷ÿùúü ˚çø�ÿ
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別表３

営　　ܦ　　業　　ࣄ

分析項目 算　　　　ࣜ 30年度 29年度 28年度

構
　
成
　
比
　
率

ݻ 定 資 ࢈
構 成 比 率

ݻ 定 資 ࢈
総 資 ࢈ ×100 128,382, 553

132,436, 563 ×100 96.9 97. 3 98. 2

ݻ 定 ෛ ࠴
構 成 比 率

ݻ 定 ෛ ࠴
総 資 本 ×100 58,424, 880

132,436, 563 ×100 44.1 45. 3 48. 7

自 ݾ 資 本
構 成 比 率

自 ݾ 資 本
総 資 本 ×100 67,872, 025

132,436, 563 ×100 51.2 50. 2 49. 5

財
　
務
　
比
　
率

ݻ 定 資 ࢈ 対
長期資本比率

ݻ 定 資 ࢈
自ݾ資本ʴݻ定ෛ࠴ ×100 128,382, 553

126,296, 905 ×100 101.7 101.8 100.0

ݻ 定 比 率 ݻ 定 資 ࢈
自 ݾ 資 本 ×100 128,382, 553

67,872, 025 ×100 189.2 193.9 198.3

ྲྀ 動 比 率 ྲྀ 動 資 ࢈
ྲྀ 動 ෛ ࠴ ×100 4,054,010

6,139, 658 ×100 66.0 60. 7 48. 1

比率ݧ性試ࢎ
（当座比率）

現金༬金 （ɹ未収金
－ 貸  引 当 金 ）
ྲྀ 動 ෛ ࠴

×100 3,856,132
6,139, 658 ×100 62.8 40. 6 40. 7

現 金 比 率 現 金 ༬ 金
ྲྀ 動 ෛ ࠴ ×100 3,574,015

6,139, 658 ×100 58.2 35. 8 35. 7

収
　
益
　
率

総資本利益率 当 年 度 純 利 益
平 均 総 資 本 ×100 970,338

133,640, 680 ×100 0.73 0. 62 0. 39

総 収 支 比 率 総 収 益
総 費 用 ×100 9,717,152

8,746, 814 ×100 111.1 109.5 106.0

経常収支比率 経 常 収 益
経 常 費 用 ×100 9,713,383

8,716, 101 ×100 111.4 109.6 106.4

営業収支比率 営業収益－受ୗ工事収益
営業費用－受ୗ工事費 ×100 6,014,345

7,454, 448 ×100 80.7 79. 6 75. 1

そ
の
他

利 ࢠ ෛ ୲ 率 支  利 ଉ
有 利 ࢠ ෛ ࠴ ×100 1,223,439

63,187, 267 ×100 1.9 2. 0 2. 1

企 業 ࠴ ঈ ؐ
金 対 減 価 ঈ
٫ 費 比 率

企 業 ࠴ ঈ ؐ 金
当年度減価ঈ٫費
－長期前受金入

×100 4,651,851
2,464, 856 ×100 188.7 186.0 177.9
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　　ੳ　　ද�
（単位ɿ千円・％）

説 明

　総資࢈に対するݻ定資࢈のめる割合を示すものであり、ݻ定資࢈のめる割合が大である
場合は資本がݻ定化の傾向にあり、いほど良い。

総資本に対するݻ定ෛ࠴のめる割合を示すものであり、この比率がいほど長期的なฦ済ෛ
୲が少ないことを示し、経営は安定傾向にあるとݴえる。

　総資本に対する自ݾ資本等のめる割合を示すものであり、この比率が高いほどฦ済の必要
のない資金により運営していることを示し、経営は安定傾向にあるとݴえる。

、等長期的資金のൣғ内で行われるべきとの立場から࠴定ෛݻ資本とݾの調ୡが自࢈定資ݻ　
少なくとも100％以下であることが望ましく、過した場合は過大投資とݴえる。

資本等ฦ済の必要のない資金によってまかなわれるべきであるとする企業財ݾが自࢈定資ݻ　
政上の原ଇから、100％以下が望ましいとされている。たͩし、施設ܕ事業では企業࠴等の活用
による整備が想定され、必ずしも100％以下になっていない。

　１年以内に現金化できる資࢈と支わなけれならないෛ࠴とを比較するもので、ྲྀ動性の
確保には、ྲྀ動資࢈がྲྀ動ෛ࠴の２ഒ以上あることが望まれ、理想比率は200％以上である。

　ྲྀ動資࢈のうち現金༬金及び容易に現金化しうる未収金（貸引当金を除く）などの当座資
。とを対比させたもので、100％以上が理想比率とされている࠴とྲྀ動ෛ࢈

　ྲྀ動ෛ࠴に対する現金༬金の割合を示す比率で、20％以上が理想値とされている。

　企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益とを比較したもので、この
比率が高いほど投下資本に比べ営業活動が活発で経営成績が良である

　総収益と総費用を対比したものであり、収益と費用の総体的な関連を示すものであり、数値
が高いほど経営状態が良い。

　経常収益（営業収益ʴ営業外収益）と経常費用（営業費用ʴ営業外費用）を対比したものであり、
100％をえる場合は単年度ࠇ字を、100％未満は単年度赤字を表すことになる。

　業務活動によってもたらされた営業収益とそれに要した営業費用とを対比して、営業活動の
能力を示すものであり、これによって経営活動の成否が判断されるもので、比率の高いほど良
。る	であ

　損益計算書が示す支利ଉ等を貸借対照表に示されたෛ࠴（企業࠴ʴリース࠴務ʴ一時借入
金）と比較することにより、平均的な利ࢠ率を算出したものである。

　企業࠴ঈؐ金とそのओ要ঈؐ財源である当年度減価ঈ٫費（長期前受金入を除く）を比較
したもので、企業࠴ঈؐ能力を示し、比率がいほどঈؐ能力は高い。
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分析項目 算　　　　ࣜ 30年度 29年度 28年度

回
　
転
　
率

自ݾ資本回転率 営業収益－受ୗ工事収益
平 均 自 ݾ 資 本

6,014,345
67,773, 248 0.09 0. 09 0. 08

回転率࢈定資ݻ 営業収益－受ୗ工事収益
平 均 ݻ 定 資 ࢈

6,014,345
129,786, 439 0.05 0. 04 0. 04

ྲྀ動資࢈回転率 営業収益－受ୗ工事収益
平 均 ྲྀ 動 資 ࢈

6,014,345
3,854, 241 1.56 1. 93 2. 44

未収金回転率 営業収益－受ୗ工事収益
平 均 未 収 金

6,014,345
287,220 20.94 21.52 18.09

˞各算ࣜに用いた用ޠは次のとおりである。
１　総 資 ࢈ʴ繰延資࢈ʴྲྀ動資࢈定資ݻ　ʹ　࢈
２　自 ݾ 資 本　ʹ　資本金ʴ資本剰余金ʴ利益剰余金ʴ繰延収益
３　総 資 本　ʹ　自ݾ資本（２の算ࣜによる）ʴݻ定ෛ࠴ʴྲྀ動ෛ࠴
４　総 収 益　ʹ　営業収益ʴ営業外収益ʴಛ別利益
５　総 費 用　ʹ　営業費用ʴ営業外費用ʴಛ別損失
６　経 常 収 益　ʹ　営業収益ʴ営業外収益
７　経 常 費 用　ʹ　営業費用ʴ営業外費用
８　平 均 ˓ ˓　ʹ（期ट˓˓ʴ期末˓˓）／２
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（単位ɿ千円・回）

説 明

　この回転率は自ݾ資本の活動能率を示すもので、この比率の高いほど、投下自ݾ資本に比し
て営業活動が活発なことを示す。

　この回転率は営業収益に比して資本がどのఔ度にݻ定しているかを示すもので、この回転率
のいことはݻ定資࢈への投資の過大なことを示しており、数値は高いほど良い。

　この回転率は現金༬金回転率・未収金回転率・ஷଂ回転率等を包括するもので、期資࢈
の活動状況を示し、比率が高いほど収益の回収がૣく、健全性を示す。

　この回転率は未収金の回転度を示すもので、高けれ高いほど回転がく、ݖ࠴が未回収
のまま留する期間がいことを示す。
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